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編集方針
当社グループの社会課題解決と持続的な企業価値向上に向け
た取り組みをステークホルダーの皆さまにご報告し、建設的な
対話を通じて相互理解を深め、経営のさらなる進化と開示の充
実を図ります。

報告対象範囲
［対象期間］

2025年度 （2025年4月1日～2026年3月31日）
一部対象期間外の活動内容も時期を明記して掲載しています。

［対象組織］
太平洋セメント（株）単体を中心に、グループ会社を含みます。

「当社」と記載の場合は単体を指し、グループ会社にかかわる事
項は社名を明記しています。

［定量情報の対象組織］
連結および以下の区分で集計しています。

見通しに関する注意事項
本レポートに掲載されている計画、見通しに関する内容につい
ては、現時点で入手可能な情報に基づき判断した予想であり、
リスクや不確定要因を含んでいます。
したがって、掲載された将来の計画数値、施策の実現を確約し
たり、保証するものではありません。

［発行時期］
2026年10月
　前回発行：	 2025年9月
　次回発行予定：	 2027年9月

［参照したガイドライン類］
●　国際統合報告評議会 「国際統合報告フレームワーク」
●　経済産業省「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」
●　GRI 「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」
●　環境省「環境報告ガイドライン2018年版」
●　環境省「環境会計ガイドライン2005年版」
�●　ISO30414

GCCA

単体 太平洋セメント（株）本体

GCCA※-KPIのデータ集計範囲
ESGデータの集計範囲はP.128に記載しています。

※  �GCCA（Global Cement and Concrete Association）： 
グローバルセメント・コンクリート協会

サステナビリティ
 （Webサイト）
https://www.taiheiyo-cement.
co.jp/csr/

有価証券報告書
決算短信
投資家情報 （Webサイト）
https://www.taiheiyo-cement.
co.jp/ir/
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太平洋セメントグループの価値観

当社グループの社会的価値の浸透

テレビＣＭをはじめとした新プロモーションの展開

2025年12月より、タレントの上白石萌音さんを起用し「スゴイよセメント編」と題した
プロモーションを、テレビCMや特設サイト等で展開しています。セメントがビルやダ
ムなど様々なものに形を変えていく様子をCGを駆使して表現し、セメントが身近な存
在であることを伝えています。社内外の多様なステークホルダーに対して当社グルー
プの提供価値を訴求することで、エンゲージメントを強化していきます。
https://www.taiheiyo-cement.co.jp/ad_tvcm/

太平洋セメントグループは、
事業活動を通じた社会課題の解決への貢献を通して
グループの発展を目指します。

持続可能な
発展を目指して

グループ
経営理念

（2002年6月11日制定）

● グループの総合力と
カーボンニュートラル（CN）をはじめとする
革新的技術を全世界に展開する。

● 世界のセメント産業のリーダーとなる。
● 人々の安全・安心な脱炭素・循環型社会を

支える企業グループになる。

● 環太平洋においてグループの総合力を活かし
プレゼンスを拡大する。

● カーボンニュートラル実現と
サーキュラーエコノミー実現に貢献する。

● 持続的に成長する強靱な企業グループとなる。

太平洋セメントグループは、
持続可能な地球の未来を拓く先導役をめざし、
経済の発展のみならず、環境への配慮、
社会への貢献とも調和した事業活動を行います。

● 太平洋セメントグループとして総合力を発揮し、
企業価値の最大化を目指します。

● 地球環境との調和に努め、循環型社会の実現に
向け積極的に貢献します。

● 法令等を遵守するとともに、社会の良識に
則って行動します。

● 広く社会とのコミュニケーションを行います。
● 技術の更なる研究・開発に努め、優れた製品・

サービスを社会に提供します。
● 国際的な企業として、グローバルな視野で

発想し行動します。
● 事業環境の変化に即応し、柔軟に行動します。
● 一人ひとりが社内外に通用する人材と

なることを目指します。
● 人権を尊重し、安全で健康な職場づくりに

努めます。

行動指針［会社としての行動のあり方］

限りある資源を100年先へ P.04

「いつも」のために 「いつか」のために P.06

暮らしを守り、社会を支える P.08

「いらないもの」を「いるもの」へ P.10

2050年のありたい姿

太平洋ビジョン2030
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当社グループは、環太平洋においてグローバルに事業展開していますが、特に日本国内におい
ては、長い歴史をもつセメント・石灰石のトップサプライヤーです。セメント原料や生コンクリート用
骨材などとなる石灰石を確保するため、100年先を見据えた鉱山の強靭化を進めています。安
全・安心な社会を支えるセメント製品や石灰石を安定供給し続けることが当社の企業使命です。

MINING
採掘
掘り出す

13
稼働石灰石鉱山数

国内 鉱山

限りある資源を
100年先へ
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当社グループは、140年以上にわたり高品質のセメントや建設資材を社会に供
給し、インフラや生活環境を支えてきました。セメントを代替する素材はなく、セメ
ント産業が縮小してしまうと、インフラの整備や、さらに原燃料として受け入れて
いる廃棄物や災害時に出るがれきの処理もできなくなってしまいます。いつ起き
てもおかしくない脅威に備えて、国内工場を維持することは社会への責任でも
あると考えています。

MANUFAC TURE
製造
つくる

140年以上の

歴史と実績

「いつも」のために
「いつか」のために

小野田セメント

1881

秩父セメント

1923

浅野セメント

1883
日本セメント

1947
秩父小野田

1994 1998-
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暮らしを守り、
社会を支える
セメントは道路や橋、建物などの様々な社会インフラ・生活環境整備に利用されています。当
社グループは国内外あわせて年間約2,400万トンという販売数量が示す通り、環太平洋にお
いて安定供給体制を整備しています。激甚災害に対する予防や減災といった備えとともに、
早期復旧・復興を支える技術の展開、普及や新規技術の開発も進めています。

利用

UTILIZE
つかう

2,435
セメント販売数量

万トン
（2025年度）

（国内1,117万トン、海外1,318万トン）
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「いらないもの」を
「いるもの」へ

地域社会や他産業で発生する廃棄物・副産物に加え、自然災害などで発生し
た災害廃棄物もセメントの代替原燃料として受け入れ、循環型社会の形成や
被災地の復旧など社会課題の解決に貢献しています。当社グループは年間
664万トンの廃棄物・副産物を受け入れ、代替原燃料として活用している実績
に基づいた高度な廃棄物再資源化技術があります。

RECYCLE
再生
あつめる

リサイクルする

664
廃棄物・副産物処理量

万トン／
年

私たちの存在意義 TAIHEIYO CEMENT REPORT 2026

私
た
ち
の
存
在
意
義

中
期
経
営
計
画
達
成
に
向
け
た
戦
略

マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
の
進
捗

事
業
概
況

ガ
バ
ナ
ン
ス

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

1110



若手の力 海外ネットワーク

品質力コンクリートDX

国内自給率 安定供給

リサイクルグローバル

大分工場 
（左から）藤田 将豪、片岡 妃那乃、小泉 玲偉

タイヘイヨウセメントフィリピンズ社
奥村 友城

埼玉工場 
大熊 満

研究開発本部 
関根 麻里子

資源事業部
石本 健士郎

東京支店
（左から）魚住 咲季、長尾 修輔、早川 健太

中部支店
(左から)久手堅 亘、古川 美紅

グローバル事業本部
（左から）小堀 舜、Ｖ.Ｒ.ヴィラリン、ファムニャットクアン

よく働きよく学びよく休む。
若手が会社をもっと元気にします！

日本・米国・東南アジアを結ぶネットワークが、
ビジネスの相乗効果を生み出します。

確かな分析で、安心できる品質を支えています。コンクリートDXを通じて
インフラの維持・発展へ貢献

石灰石の国内自給率は100％！ 全国9工場・114拠点で
セメントを安定供給しています。

処理困難な廃棄物もリサイクルします！国籍や働く場所を超えて、ワンチームで挑戦

私たちが考える「『スゴイよセメント』な太平洋セメント」
時代が変わっても、変わらず求められてきた役割がある。
140年を超える事業の積み重ねの中で培ってきた、当社グループの強み。
その強みは、変化を力に変えながら、次の時代へと進化を続けています。

スゴイよ スゴイよ

スゴイよ スゴイよ

スゴイよ スゴイよ

スゴイよ スゴイよ
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はじめに

　私たちはメーカーとして「安全は全てに優先する」とい

う価値観を経営の根幹に据えています。人こそ企業の最も

重要な財産であり、その命と健康を守ることは、何よりも

優先されるべき経営の責務です。私は従業員に対し、常日

頃から「安全と健康を守り抜くこと」「家族を悲しませない

こと」の大切さを伝えてきました。しかしながら、近年、人

命にかかわる事故を含む重大災害が多発しており、深刻

な状況が続いています。その結果を経営トップとして重く

受け止め、いま一度原点に立ち返り、安全対策の徹底と安

全文化の再構築に取り組んでいく所存です。

　そのため、当面十数億円をかけ緊急性の高いものから順

次安全対策投資を行いますが、災害撲滅は最優先すべき未

来への投資ですから、以後も規模を拡大しつつ、最終的に

は10年で400億円規模の対策を、グループ全体で行ってい

きます。現場のヒヤリハットの徹底的な洗い出しや、人為的

なミスが発生しても重大事故につながらない設備への改修

など、あらゆる現場で実効性のある対策を進めています。

　一方で、小さな異変や違和感をためらうことなく共有で

きる風通しの良さ、現場一人ひとりが主体的に安全活動へ

取り組む組織文化の醸成も不可欠です。私たちは安全を

設備やルールで管理するだけではなく、企業文化としても

根付かせていきたいと考えています。

　人を守ることは、企業の持続的な成長を支える基盤で

す。安全なくして事業は成り立たず、安全なくして社会へ

の責任を果たすこともできません。私たちはこの原点にあ

らためて立ち返り、グループ一丸となって再発防止と安全

文化の確立に取り組んでまいります。

関連記事：労働安全保安衛生 P.102-107

太平洋セメントの社会的意義

　人を守ることは私たちの原点ですが、それだけではあり

ません。私たちが守るべきものは人々の暮らしを支える社

会インフラであり、持続可能な社会そのものです。私は、そ

の使命を果たすなかで、セメントを通じて社会に提供する

価値も大きく広がってきたと感じています。

　セメントは、社会インフラを支える建設材料として価値

を発揮してきました。セメントは石灰石を鉱山から掘り出

し、粘土などと混ぜて焼くことでつくられますが、現在はそ

の原料の一部が都市ごみや産業廃棄物へと置き換わって

います。また、原材料を焼成するための燃料の一部として

も都市ごみや産業廃棄物を活用しています。つまり、セメ

ントは社会インフラを支えるだけでなく、環境価値を生み

出す素材へと進化しています。太平洋セメントという会社

を1枚のコインに例えるなら、「表はセメント事業、裏は環

境事業」と言うことができます。

　その象徴のひとつが石炭灰（フライアッシュ）です。日本の

電力供給の一端を担う石炭火力発電所では大量の石炭灰

が発生しますが、その処理は大きな社会課題となっていま

す。当社ではフライアッシュを受け入れ、原料として活用し

ています。FA（フライアッシュ）混合セメントは環境負荷の低

い建設材料として海外で高い需要があります。当社はこの

輸出を拡大することで、石炭灰処理という社会課題の解決

に貢献すると同時に、国内のセメント需要が減少するなか

でも工場の稼働を維持し、国内の生産基盤を支えています。

　なぜなら、国内工場が稼働し続けることは、災害時に社

会を支えるために不可欠だからです。東日本大震災では、

津波によって発生した大量のがれきを大船渡工場が受け

入れました。その量は百万トン近くにも及びます。災害に

より生じたがれきを処理しなければ、復旧も復興も進みま

せん。私たちは災害廃棄物の処理を通じ、被災地の再生に

貢献してきました。日本は地震や豪雨など、大規模災害の

リスクを常に抱えています。そうした不測の事態が発生し

た際、社会を支える最後の受け皿となるためには、平時か

ら国内の生産基盤を維持しておく必要があります。

　産業廃棄物の処理や循環型社会の実現といった社会課

題を受け入れ、それを新たな価値へと変える。そして、その

価値が工場の稼働を支え、災害時には社会の復旧・復興

を支える力となる。私は、これこそが今日のセメント産業に

求められる役割だと考えています。

　太平洋セメントは、セメントを通じて社会課題の解決に

取り組み、人と社会を守る企業として、その使命を果たし

ていきます。

関連記事：私たちの存在意義 P.2-13  、環境事業 P.92

トップメッセージ

社会課題を
価値へ変え
セメントメーカーの
その先へ

代表取締役社長

田浦 良文
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LCCLCC

サーキュラー
エコノミー

カーボン
ニュートラル

インフラ
ソリューション

日本

米国

東南アジア 33××3 Strategy3 Strategy

Low
Carbon
Cement

トップメッセージ

26中期経営計画の進捗と成果

　「26中期経営計画」（26中計）では、3つの柱として「グ

ローバル戦略の更なる推進」「国内事業の再生」「サステナ

ビリティ経営推進とカーボンニュートラルへの貢献」を掲

げています。この3本柱は、セメントを通じて将来にわたる

成長を実現するための、ひとつの成長ストーリーとしてつ

ながっています。

　国内セメント需要の減少が続くなかでも、社会インフラ

を支える企業としての役割を果たし続けるには、国内事業

を再生し、強固な収益基盤を築くことが不可欠です。サー

キュラーエコノミーへの取り組みを新たな価値創出につ

なげることが、この成長ストーリーの起点となります。その

成果を米国への成長投資へと振り向け、生産基盤や供給

体制を整備することで、次世代の収益基盤を育てていく。

さらに、そこで生み出した収益を東南アジアなど将来の成

長市場への投資へつなげていく。私は、この連鎖こそが太

平洋セメントの未来を支える原動力だと考えています。

　セメント産業は投資から成果が生まれるまで長い時間

を要します。26中計は将来の成長に向けた「種まき」の期

間と位置づけ、一つひとつの取り組みを着実に積み上げて

きました。

　国内事業では、主力製品であるセメント（ポルトランド

セメント）の価格適正化を進めることができました。需要

　なかでも重要なのが、フライアッシュなどの代替原料の

活用によるCO2排出量の低減です。これにより全体目標と

している20％以上のCO2削減が可能です。また、国内でセ

メントの少量混合成分の比率を引き上げるJIS規格の認定

を得たことも追い風となっています。海外需要に加え、国

内市場でも普及を進めることで、環境価値を新たな成長

機会へとつなげていきます。

　さらに、セメント製造工程から発生するCO2を直接回収

するＣ２ＳＰキルンの技術開発も進めています。実用化には

CCSインフラなどの環境整備も必要ですが、機会が訪れた

際にはすぐに展開できる「Ready to go」の考え方で準備

を進めています。

　2028年には、ライフサイクル全体で排出されるCO2を

定量的に算定・評価し、脱炭素化を促進する、いわゆる「建

築物LCA 制度」の導入が予定されており、セメントやコン

クリートの環境価値が評価される時代の到来は近いと見

ています。それに備えた技術開発や海外も含めた諸制度

への目配り・研究は欠かせません。

　私は、企業は強くなければ社会を支え続けることはでき

ないと考えています。26中計で進めてきた一つひとつの改

革は、そのための土台づくりでした。次期中計では、これま

でにまいた種を着実に育て、さらなる成長につなげていき

ます。

関連記事：26中期経営計画の進捗 P.42 、
中期経営計画達成に向けた戦略 P.54

次期中期経営計画に向けて

　2027年度からスタートする次期中計では、26中計でま

いた種を育て、収穫する段階へと進みます。“3×3 Strategy

（スリーバイスリー ストラテジー）”のもと、カーボンニュー

トラル、インフラソリューション、サーキュラーエコノミー

を重点領域として位置づけ、その成果を日本、米国、東南

アジアの3極で展開していきます。

　社会インフラを支える企業として、私が特に注目している

のが、国内のインフラ更新と国土のレジリエンス強化です。

　2026年度には防災庁が創設され、災害時の人的・経済

的被害を低減する事前防災・事前復興の取り組みが本格

減少が続く一方で、エネルギーコストや設備の更新維持

費の高騰、カーボンニュートラルへの対応など、セメント事

業を取り巻く環境は大きく変化しています。私は、社会イ

ンフラを支える産業として供給責任を果たし続けるため

には、まず事業そのものが持続可能でなければならないと

考え、価格改定に取り組みました。社内にはシェア低下を

懸念する声もありましたが、私自身が全国の支店を回り、

その必要性を丁寧に説明してきました。その結果、お客さ

まにもご理解をいただき、最終的には業界全体として価格

適正化へ向かう流れができるにいたりました。26中計期

間中、国内需要は想定以上のペースで減少しましたが、価

格適正化によって利益水準を維持することができていま

す。さらに混合セメントを需要の旺盛な東南アジアを中心

に輸出する体制を整えたことで、国内需要の減少下でも工

場の稼働を維持できる体制を構築しました。また、（株）ト

クヤマのセメント・固化材販売事業の取得により供給ネッ

トワークが強化され、日本全体を最適化した生産・物流体

制の構築も前進しました。

　海外事業では、米国事業の強化を着実に進めています。

ヴァルカン・マテリアルズ社からカリフォルニア州の生コ

ン工場を取得したことで、セメント・生コン・骨材までを一

体で運営する垂直統合モデルが完成しました。さらに輸入

ターミナルの整備も進めており、今後見込まれる需要回復

や成長機会を確実に取り込める供給体制を構築していき

ます。

　一方で、1989年から30年以上にわたり展開してきた中

国でのセメント製造事業からの完全撤退を決断し、すでに

完了しました。設備の老朽化や環境規制の強化、不動産市

況の低迷などを総合的に見極めた結果です。グローバル

化を進めるなかでも、成長が期待できる分野へ経営資源

を集中するという観点から、選択と集中を徹底することが

できました。

　サステナビリティ経営推進の中心となるカーボンニュー

トラルについては、世界的な潮流の変化にかかわらず、継

続的に取り組まなければならない課題だと考えています。

セメント産業は電力、鉄鋼、化学に次ぐCO2多排出産業で

あり、社会から求められる役割を果たし続けるためにも、

着実に排出量を削減していく必要があります。

化します。また、高度経済成長期に整備された橋梁や道

路、港湾などの社会インフラは老朽化が進んでおり、災害

時の避難や救援活動を支える高速道路ネットワークには、

いまだ多くの「ミッシングリンク」が残されています。

　私は、こうした国土強靱化を着実に進めていくことこそ

が、人々の命と暮らしを守ることにつながると考えていま

す。そのための社会資本整備においては、セメント産業が

果たす役割はきわめて大きく、太平洋セメントグループも

その一翼を担う準備はできています。

　当社グループが主力市場のひとつと位置づける米国で

は、社会インフラへの継続的な投資を通じて国の競争力を

維持・強化していこうという考え方が、政権の違いを超え

て共有されています。2021年には1.2兆ドル規模のインフ

ラ投資法が成立しました。今後も道路や橋梁、港湾をはじ

めとした社会資本整備が進み、関連需要の拡大が見込ま

れています。

　また、住宅着工件数は金利上昇の影響で低迷している

ものの、根本的な住宅不足は依然として続いており、金利

が正常化すれば住宅需要が回復する可能性は高いと考え

ています。さらに法人需要についても、AI関連のデータセ

ンターの建設ラッシュなどにより、大きく拡大していくポテ

ンシャルがあります。こうした成長機会を確実に取り込む

ため、当社はヴァルカン・マテリアルズ社の生コン事業の

買収や輸入ターミナルの整備を進め、米国西海岸におけ

る供給体制の強化を図ってきました。

関連記事：混合セメントが支えるCN・CE社会 P.72  、
混合セメントの材料面での価値～耐久性の向上～ P.73

価値創造ストーリー

私
た
ち
の
存
在
意
義

中
期
経
営
計
画
達
成
に
向
け
た
戦
略

マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
の
進
捗

事
業
概
況

ガ
バ
ナ
ン
ス

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

TAIHEIYO CEMENT REPORT 2026

16 17



トップメッセージ

　一方で、事業規模の拡大にともない、米国事業のガバナ

ンス強化は重要な経営課題です。現地経営を担う人材を

育成するサクセッションプランの整備を進めながら、持続

的な成長を支える経営基盤を構築していきます。

　東南アジアは中長期的な成長が期待できる市場です

が、政局や経済環境の変化による影響も受けやすい地域

です。そのため、短期的な市場環境に左右されない競争力

の高い生産・供給体制を構築しながら、環太平洋戦略を支

える重要な拠点としての機能を高めていきます。

　地域別では、フィリピンは、最新鋭設備の稼働による原

価低減効果を最大限に引き出すとともに、日本からのFA

混合セメントの輸入販売を拡大していきます。また、ルソ

ン島で建設を進めているセメント出荷ターミナルの活用に

より、需要地への供給体制を強化していきます。

　インドネシアは世界有数の産炭国であり、国内向け石炭

価格を一定水準に抑える制度も整備されています。当社

が出資したソルシ・バングン・インドネシア社は、エネル

ギー価格変動リスクを抑えられる競争力の高い生産拠点

であり、26中計では米国向け輸出ルートの構築も進めま

した。将来的には、日本・インドネシア・米国を結ぶ環太平

洋サプライチェーンの重要な結節点として機能させていき

ます。

　日本、米国、東南アジアの3極で展開する戦略は、26中

計で築いた基盤をさらに成長へと結びつけていく取り組

みです。その一方で、将来を見据えた新たな価値創造にも

挑戦していかなければなりません。

　環境・資源事業は、今後の太平洋セメントの可能性を広

げる領域だと考えています。これまで当社は、セメント工

場で廃棄物を受け入れ、循環型社会の実現に貢献してき

ました。今後はその取り組みをさらに発展させ、処理困難

な廃棄物への対応を進めるとともに、セメント工場の枠を

超えた環境価値の創出にも挑戦していきたいと考えてい

ます。

　資源事業も重要な役割を担います。国内では生コンク

リート用骨材の安定供給が課題となりつつあります。当社

グループは国内有数の資源量に加え、輸送・保管まで含め

た供給体制を有し、安定供給の面でも強みを発揮できま

す。価格適正化を進めながら、トータルソリューションを提

企業価値向上（PBR1倍超）に向けて

　ここまで述べてきた取り組みを着実に実行し、企業価値

の向上につなげていくことは重要な経営課題です。現状に

おいて当社のPBRは1倍を下回っています。この状況を解

消するためにも、私は、ROE10％の持続的な達成を経営

の最重要課題のひとつと位置づけるとともに、PBR向上に

も取り組んでいかなければならないと考えています。

　株主還元については、2025年度に一株あたり年間配当

を80円から100円へ増配しました。今後も一株あたりの

年間100円を下限とする安定的な配当を継続するととも

に、機動的な自己株式取得なども視野にいれながら、還元

施策の充実を図っていきます。

　株主還元の強化は進めていきますが、その原資を生み

出すのは事業そのものです。社会インフラを支える力を高

め、将来の成長につながる投資を着実に行うことで、企業

としての競争力を強化していく。その積み重ねがPBRの改

善につながると考えています。

供することで、お客さまが抱える課題の解決に貢献してい

きます。

　環境事業も資源事業も、その本質は社会が抱える課題

に向き合い、新たな価値へと変えていくことにあります。私

は、この領域こそが太平洋セメントの次の可能性を切り拓

く重要なフィールドになると考えています。

関連記事：次期中期経営計画の展望 P.43-47

人的資本経営の推進

　戦略や成長ストーリーを実現するのは、ほかでもない人

材です。私は、企業の成長を支える原動力は従業員一人ひ

とりの挑戦意欲と当事者意識にあると考えています。

　そのため、2024年の社長就任以来、全国の事業所やグ

ループ会社を毎年訪問し、自らの言葉で経営方針を伝え

ることを続けています。会社の方針を浸透させるために

は、トップ自らが現場に足を運び、直接対話することが欠

かせないと考えているからです。

　私は以前から、従業員のやる気を引き出すためにはエン

ゲージメントとインクルージョンが重要だと考えてきまし

た。しかし、それは制度や仕組みだけで実現できるもので

はありません。従業員一人ひとりが会社の方向性を理解

し、自分自身がその実現を担う一員であると感じられるこ

とが重要です。

　私が説明会で伝えたいのは、従業員が会社の歯車では

なく、成長を支える当事者だということです。自分たちの仕

事がどのように会社の利益や社会への貢献につながって

いるのかを理解してもらうことで、「自分たちも一緒にやっ

ている」という実感が生まれます。

　私の仕事に対するモットーは「明るく楽しく元気よく」で

す。社長として最も重要な役割のひとつは、従業員を元気

にし、前を向いて挑戦できる環境をつくることだと考えて

います。需要減少やコロナ禍を経て苦しい時期もありまし

た。しかし今、私は「太平洋セメントはこれからもっと伸び

る」と自信を持って言うことができます。その思いを従業員

と共有し、一人ひとりの挑戦と成長を後押ししていきたい

と考えています。

関連記事：人的資本戦略 P.84-87

　そのためには、投資家の皆さまに当社の考え方や戦略

を正しく理解していただくことも欠かせません。今後も対

話の機会を増やしながら、いただいたご意見を経営に反

映し、IR活動のさらなる強化に取り組んでいきます。

　私は、資本市場との対話を通じてグローバルスタンダー

ドの視点に触れることは、当社自身を成長させる機会でも

あると考えています。投資家の皆さまからいただく指摘や

提言は、取締役会での議論を深める重要な材料となって

います。そうした対話を通じて経営の質を高めることが、

市場からの信頼につながると考えています。

　人を守り、社会を支え、持続可能な未来の礎を築くこ

と。それが私たちの使命です。26中計でまいた種は着実

に芽吹き始めています。株主・投資家の皆さまの期待に応

えられるよう、次期中計ではその成果をしっかりと実ら

せ、社会課題の解決を新たな価値創造と成長につなげて

いきます。

関連記事：未来の太平洋セメントを支える「信頼の基盤」 P.49 、
財務戦略 P.50-53  、IR戦略 P.75

　私は33歳のときから約12年間、タイに駐在していまし
た。当時与えられた使命は、「何もないところから事業をつ
くる」ことでした。うまくいかなかった取り組みも数多く経
験しましたが、帰任間際に立ち上げた乾燥剤の工場は今も
稼働を続け、利益を生み出しています。「帰任の直前にリス
クを冒す必要があるのか？」と心配してくれる人もいました
が、私は、成功も失敗も挑戦の結果として生まれるものだと
考えています。何もしなければ失敗もしませんが、大きな成
果も得られません。
　だからこそ、特に若い世代には積極的に挑戦してほしい
と思っています。当社には海外トレーニー制度などを通じ

て、様々な経験を積む機会があります。失敗を恐れず、自ら
手を挙げて新しい環境に飛び込んでほしいのです。
　GEの名経営者ジャック・ウェルチは「大きくバットを振っ
て空振りしてもOKだ。」と言っていましたが、一方で「（GE
のような）大企業には、大きなスイングをして、空振りに終
わっても生き残れるだけの経営資源がある。」とも言ってい
ます。経営者として私が目指しているのは、仮に大きな失敗
をしたとしても「次、頑張れよ」と言える会社であることで
す。そして、その言葉を本当に言えるだけの経営基盤を築き
続けることです。挑戦を歓迎する文化があってこそ、新しい
価値が生まれ、会社も成長していくと信じています。

失敗を恐れず、前へ

バンコク事 務 所
長時代、事務所の
スタッフと。右か
ら5人目が当時の
田浦社長。
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［特集］社長による会社方針説明会

　田浦社長は、会社方針の徹底を図るため、トップとして

従業員に直接対面で経営方針を語りたい、そして経営方

針や職場環境について現場従業員の生の声を聞きたいと

の思いから、2024年の社長就任以来、毎年日本各地にあ

る全事業所を回り、従業員との直接対話を行っています。

当社では各役員も「役員と語る会」でそれぞれ全国事業所

を回っており2層構造で全従業員との対話を進めていま

す。ここでは田浦社長の会社方針説明会を紹介します。

　従業員の安全がメーカーである当社の事業遂行の大前

提である、との認識のもと、田浦社長の社内スピーチは常に

「ご安全に！」の挨拶からはじまります。

　その後直ちに本題に入り、最近重大な労働災害が残念

ながら増えていることを例を挙げて説明した後、「安全は

全てに優先する」との経営基本方針を掲げ、具体的な施策

方針について説明していきます。

　①ハインリッヒの法則に基づく「ヒヤリハット」情報の活

用強化による危険状態撲滅、②「フールプルーフ」（人はう

っかりミスをすることがある前提で、それでも重大な事故

やトラブルを防ぐべく設備機器等を設計・対策しておくこ

と）の考え方に基づく設備・機器の設計・設置・改良、③「フ

ェールセーフ」（設備・システム等の不具合時には安全側に

なるような設計）の導入、そして④「安全予算」の「修繕予

　最後に26中期経営計画の進捗、さらに次期中計の現時

点での考え方などについて語ります。

　続いて世界のマクロ経済の今後の推移の予測、その中

で脱炭素やエネルギー政策など当社を取り巻くビジネス

環境の変化を予測したうえで、今後取るべき戦略施策を

語り、従業員にも同様に未来を予測して積極的な施策を

取るよう求めていきます。社長が従業員に強く求めるのは

「ファクトフルネス」の実践です。先入観にとらわれず、あら

ゆる常識を所与のものとせずに事実のみを出発点として

物事を考え、行動することを従業員一人ひとりに求め、社

長の説明は終了します。

　支店、工場、本社などにより話の重点が異なり、また同じ

工場であってもそれぞれに個性があることから、説明の内

容は変わりますが、おおむね以上のような進行・内容とな

ります。算」との別枠化（経費節減のため修繕予算は厳しく制限し

ても安全予算は出し惜しみしない）。

　このように、安全を最優先していることを具体的な施策

とともに伝えることで、平時の安全重視行動はもちろん、

緊急時にも躊躇なく安全行動をとることができるようなマ

インドセットの定着を目指します。さらに、従業員の健康が

それぞれの家族の幸せの土台であることを説きます。

　次に、当社グループの経営状況の概況説明を行います。

当社のビジネスの現状について、業績や市況、現行中期経

営計画の進捗度合いなどを語ります。また当社ビジネスに

深くかかわる様々な事象、例えば石炭価格の推移、公共事

業の現状やあるべき姿との乖離度合い、それに対する会社

の対応などを、背景事実や具体的な数字とともに伝えま

す。2022年、2025年に実施したセメント販売価格改定に

より業界の慣行が変わったこと、価格改定を継続しなけれ

ばならない理由でもある、7つのリスクと1つの脅威

（「7R+1T」※）、米国における当社事業のプレゼンスや市場

の魅力や同地でのM&Aの意義、東南アジアの将来性など、

ビジネスの全体像を従業員に理解してもらうとともに、そ

の中での各自の役割が理解できるよう、その事業所（支

店、工場、研究開発本部など）の存在意義が説明されます。

　説明会に出席した従業員からは、以下のような意見・感

想が聞かれました。
● 社内報や業界紙でしか目にしない会社の方向性につい

て社長から直接分かりやすく聞くことができた。
● 自身と関係が薄い部門の方針・戦略を理解できた。
● 採用・教育についての方針等も聞けて良かった。
● 過去の話でなく今後の話なのが良かった。
● 全従業員の方向性を揃えるきっかけであり有意義。
● 社内報や統合報告書などの印刷物より、やはり対面で話

を聞くのが一番よく分かる。
● 今後も定期的に開催してもらいたい。

従業員
社長の会社方針説明会

役員と語る会
エンゲージメント

終了後の参加者の声： 「安全のために予算を確保し、優先順位をつけて改良に取り組んでくれると聞いて、安心して
働くことができる」「大分工場への期待をひしひしと感じた。輸出拡大や2029年以降の生産増に向けて、安全第一を
心がけながらしっかり準備していこうとモチベーションが高まった」「必ず工場は存続させる、という力強い言葉を聞
いて現場もそれに応えていこうという気持ちになった」「社長自ら工場に足を運んでくれることで、従業員との距離が
近くなる。今後も続けてほしい」

　大分工場では昨年度に重篤な労働災害が発生しま
した。社長は冒頭「安全は全てに優先する」ことを力を
こめて訴えました。参考とすべきモデルケースとして、
米国デュポン社の安全原則や同社の提唱した「ブラッ
ドリーカーブ」（安全意識が高まるにつれて労働災害の
発生率が減少するという評価モデル）も紹介しつつ、「普
段の生活でも安全管理を意識する」「安全意識を高める
ため作業開始前にヒヤリハットを共有」など、意識向上
をあらためて呼びかけるとともに、職位に関係なくお互
いに注意しあうことの重要性を特に強調しました。続い
て、26中計の重要な事業戦略である米国での大型投資
や（株）トクヤマのセメント・固化材販売事業の譲り受
けと大分工場に期待する役割について語り、大分工場

およびグループ会社、協力会社従業員を含めた総勢
100名を超える関係者の理解と士気を高めました。
　質疑応答では、安全意識向上のために従業員が心
がけなければならないこと、100年分の石灰石資源を
有する大分工場の将来像、カーボンニュートラルの最
新動向などについて質問があり、社長は熱心に答えて
いました。

続いて行われる従業員との対話については次ページへ

大分工場 （2026年8月）

新津久見鉱山・八戸鉱区開発工事で掘削中の坑道を視察する田浦社長（中央）

※ 7R+1T：当社グループを取り巻く7つのリスク（①国内市場縮小、②石炭価格振
幅増大、③環境コスト増大、④石灰石等の資源希少化、⑤設備老朽化、⑥人手不
足、⑦地政学リスク増大）と1つの脅威（激甚災害等日本に対する脅威）を指す

従業員の声
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［特集］社長による会社方針説明会

　ここでは、会社方針説明に続いて行われる従業員との対

話とその様子について紹介します。

　会社方針説明終了後、社長は従業員からの質問に応じ

ています。これまでの質問としては、以下のようなものがあ

りました。

・活躍する中堅従業員の特徴や共通点は？

→社長の回答：失敗を恐れず、そこから学んでいく　

人です。特に若い頃に様々なチャレンジをすることが

かわして撤退、しかも多額の譲渡金を得ながら退出す

ることができたのは、大きなコスト削減となりました。

それから、これから取り組みたいのはAIなどのデジ

タル技術を活用した、いわゆるDX（デジタル・トラン

スフォーメーション）です。DXには様々なメリットが

ありますが、コスト削減の面でも大きなメリットがあ

ると期待しています。上場していたシステム子会社の

パシフィックシステム社を完全子会社化したのもその

一環です。

・東南アジア事業の将来性について。

→社長の回答：東南アジアは日本の高度成長期に近い

発展段階にあり、日本や欧米の先進国が過去に積み

上げた技術や事業の歴史をよく研究することで大き

な示唆を得られます。人口1人あたりのセメント使用

量・累積セメント使用量を比べることで、今後大きな

ポテンシャルがあることが具体的数値でイメージで

重要です。私も20代の頃、オイルウェルセメントとい

う特殊なセメントの開発のために米国の石油掘削会

社の研修所に行き、英語に不自由して苦労しました

が、それ以来英語の勉強を続けてきました。今も玄関

に新単語表が貼ってあります。自分の提案でミル（破

砕機）の改造をして大失敗したりしたこともありまし

た。「Fail earlier, fail often.」早い時期に積極的な

改革をたくさん提言し、たくさん失敗してください。そ

れが経験になって、先につながっていきます。10やっ

て成功するのは2とか3です。そういう精神を持ってい

ろんな提案をして、遠慮することなく思い切ってやっ

てもらいたいと思っています。

・今考えているコスト削減の方策は？

→社長の回答：まずは大きな視野で、事業の見直しを

含めて考えていきます。例えば、26中計で定めた3D

アプローチのひとつの柱である「グローバル戦略の更

なる推進」に取り組むなかで、中国から撤退すること

を決めました。中国は今非常に景気が悪く、仮に事業

を続けていれば、売上が上がらないなかでコストだけ

がかかり、大きな赤字となったわけです。これをうまく

きます。また、会社全体、商材全体について詳しくなる

ことで、環境技術や地盤改良材など、今後重視されて

いくであろう商材も予想がついてきます。このような

機会をタイムリーに捉えてビジネスを展開すること

が大事です。

例えば東南アジアの累積セメント使用量を見ると、

日本の昭和30年代と同じような時期にあることが分

かります。そうすると、その時日本ではどのようなビジ

ネスが利益を上げていたのかを知ることでヒントが

得られます。今、インドネシアで地盤改良ビジネスが

有望ではないかと考えていますが、元々はそういう発

想でした。

・役員の業務効率化策について。

→社長の回答：効率化において、AIの持つ力というの

は大変なものがあります。個人ベースでもAIを積極

的に使うよう、各役員に呼び掛けているところです。

終了後の参加者の声： 「今でも英語を勉強しているという話を聞いて感銘を受けた」「他部署の質問も興味深かった」
「資料等では並列で書いてある話でも、社長説明を聞くと話す際の長さや力の入れ具合で重視している度合いが分か
った」「なぜ海外トレーニー制度を導入しているのかについて明確な説明が得られた」「初めて聞いた話を先輩に話し
たら、『会社Webサイトに載っているよ』と言われ、会社情報を主体的に得る必要を感じた」

　本社では一度での対話が可能な人数を超える従
業員が働いていることから、対象となる従業員の属
性をその時々で特定して複数回開催されます。この
日は、前年開催の際に多くの従業員から出た要望
に応え、若手従業員のみを対象とした形で行われま
した。そのため、社長の説明の内容も、個人の経験
談、特に失敗談なども交え、若手・中堅に求める働
き方についてのメッセージを語りました。質疑で
は、働き方、海外勤務に備え身につけるべき習慣、プ
ライベートの過ごし方といった、よりパーソナルな
質問も出ていました。

本社 （2026年7月）
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太平洋セメントの強みと「スゴさ」の正体

太平洋セメントの強みを
どのようなところに感じていますか。

佐々木　当社はセメントを製造して社会インフラを支える

だけでなく、様々な廃棄物・副産物を代替原燃料として受

け入れ、社会に不可欠な建設材料へと再生しています。単

に「モノをつくる」のではなく、廃棄物を有用な資源へと「変

える力」こそ、他の産業にはない当社ならではの価値だと

考えています。

草川　私は鉱山開発に携わるなかで、はるか先の未来を

見据えて事業を継続していることに、当社の「スゴさ」を感

じています。資源には限りがあるため、交渉や地質調査な

どを重ね、「次にどこを掘り、どう開発するか」を考え続ける

という果敢な挑戦の歴史そのものが当社の強みではない

本質です。また、草川さんが触れた鉱山開発も、当社は100

年単位のスパンで資源確保を考え、供給責任を果たして

います。さらに、各部門の技術や知見を結びつけてお客さ

まの課題を解決する。これこそが私の言う「トータルソ

リューション」です。これらを部門の垣根を越えて結びつ

け、社会への提供価値を高め、持続的な成長につなげてい

きたいですね。

伊藤　もうひとつ、カーボンニュートラルに向き合う姿勢

にも当社の強さが表れていると感じます。セメント製造で

多くのCO2を排出している事実を真摯に受け止め、その削

減を着実に進めています。環境、資源、GX、研究開発など

の専門人材が部門を越えて連携している点も、他社に誇

れる強みではないでしょうか。

田浦社長　非常に重要な指摘ですね。カーボンニュートラ

ルへの取り組みは、一時的なトレンドに左右されるべきも

でしょうか。

﨑山　営業の立場からは、技術対応力の高さを実感して

います。全国の工場や納入先で得た豊富な事例とノウハウ

を生かして技術的な課題に対応し、お客さまから「太平洋

セメントさんなら安心して任せられる」と言ってもらうこと

もあります。品質の高さはもちろん、お客さまの困り事に寄

り添う姿勢が信頼につながっていると感じます。

佐々木　支店と本社の技術部門、生産部門、研究開発部

門が密に連携し、即座に対応できる体制も大きな強みです

よね。業界のリーディングカンパニーなら安心できるとい

うブランドへの期待を、この強固な連携が支えていると思

います。

田浦社長　皆さんが挙げてくれた強みは、実はすべて根底

でつながっています。佐々木さんの言う「変える力」は、製

造と廃棄物処理を一体で行うサーキュラーエコノミーの

のではありません。CO2を排出する産業としての責任を果

たすことは当然であり、そこで培う技術や知見は、将来の

競争力や新たな事業機会にもつながります。

経営の発信を、一人ひとりの行動へ

田浦社長の施策や発信で、
特に印象に残っていることを教えてください。

木河　私は米国事業への積極的な投資についてです。カ

ルポルトランド社を中心とする事業拡大に加え、生コン事

業資産を取得するなど、将来を見据えてスピード感を持っ

て投資している点が印象に残っています。

其原　私は「当社は国土と生活を守る責任のある企業で

ある」という社長の言葉が心に残っています。当社の仕事

は、セメントを供給する「動脈」と、廃棄物・副産物を資源

［特集］田浦社長と若手・中堅従業員による座談会

 「スゴイよセメント」な 太平洋セメント

（左から）草川 遥、伊藤 明日花、木河 
優生、佐々木 幸一、田浦 良文、﨑山 
瑞希、其原 琴美
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化する「静脈」の両方を担っています。都市ごみ焼却残さ

のセメント資源化などに携わるなかで、日々の業務がまさ

に国土と生活を支えているのだという思いがします。

伊藤　社長が紹介した書籍「FACTFULNESS」を読み、事

実に基づいて考える大切さを学びました。経営説明資料な

どで示される数値やデータには確固たる根拠があり、非常

に説得力があります。また、既存事業の強化と新規事業・

M&A推進を両立することの必要性を説かれているのを聞

き、私が担当している新規案件探索業務は成果が見えにく

い案件もあるのですが、不安にとらわれず「成果の可能性

を高めるために何ができるか」を客観的に考えるようにな

りました。

﨑山　私は「7R+1T(7つのリスクと1つの脅威 ※P.20参

照)」という考え方が印象的です。価格改定についてお客さ

まにお願いする際も、単に価格交渉にとどまらず、背景に

あるリスクや安定供給の重要性までしっかりとお伝えし、

「困った」という声ですよね。環境事業の技術も、お客さま

の課題に向き合い、関係部門と解決策を模索するなかで

培われてきました。九州で展開している半導体関連産業の

集積にともなう新たな処理ニーズに対しても、大分工場な

どと密に連携しながら必要な設備や処理方法の対応を進

めています。

田浦社長　国内の事業基盤を守ることと、新たな成長を

生み出すことは決して別の課題ではありません。全国の工

場と、そこで培われた技術・人材という強固な基盤がある

からこそ、安定供給や災害対応、資源循環という使命を果

たし、新たな課題にも応えられるのです。次期中期経営計

画では、この基盤を最大限に生かして「資源・環境事業」を

さらに伸ばしていきます。「キルン（焼成炉）ありき」の発想

から一歩踏み出し、水処理技術をグローバルネットワーク

と結びつけるなど、M&Aも有効に活用しながら、社会課題

の解決と持続的成長を両立させていきます。

持続的な成長に向け、変えるべきものを変える

会社がさらに成長するために、改善・見直すべき
課題について率直な意見をお聞かせください。

草川　長い歴史を持つ一方で、古いシステムや目的が曖

昧なまま続いている慣習も残っていると感じます。例えば

社内会議用で作成している資料が本当に必要なのかを問

い直し、新しいツールを柔軟に取り入れながら、思い切っ

て不要な業務を減らす姿勢が必要ではないでしょうか。

伊藤　AIの活用による業務効率化にも大きな可能性を感

じますね。プロジェクト推進部では過去の資料やデータを

探す作業だけに多くの時間を費やすことがあります。社内

の膨大な情報を横断的に一括検索・参照できるようにな

れば、生産性は向上すると思います。

田浦社長　お二人の指摘は、まさに今推し進めているDX

戦略の中心的なテーマです。過去の合併経緯から旧会社

のシステムや拠点独自の運用が残り、標準化を阻んでき

た歴史がありました。現在はシステム全体の全面刷新を

進めており、データの一元管理と生成AI の活用を推進し

ています。

其原　業務のスリム化を進めるには、これまで続いてきた

信頼関係を大切にしながら理解を深めていただくよう努

めています。

木河　社長の発信や会社の方針を聞くなかで、特に国土

強靱化や激甚化する災害への対応と、自分たちの仕事と

のつながりが明確に見えてきました。当社ならではの価値

と社会貢献を再認識でき、従業員としての誇りも高まりま

した。

田浦社長　そう思ってもらえるとうれしいですね。会社の

方向性や社会的使命を理解し、自身の仕事に誇りと責任

を持つ。そして事実に基づいて考え、失敗を恐れず行動に

移す。従業員一人ひとりのそうした意識につながること

が、私が発信を続ける最大の目的です。

社会を支え、未来の可能性を拓く

今後、社会から当社に対してどのような役割が
期待されるようになると思いますか。

木河　廃棄物処理や環境課題への貢献も徐々に認知され

てきた実感があります。今後は素材の安定供給に加え、資

源循環やカーボンニュートラルへの貢献が大事になると

感じます。

佐々木　確かな品質のセメントを供給して社会インフラ

を支えること。同時に、廃棄物・副産物を資源へと「変える

力」で持続可能な社会に貢献すること。この二つの使命を

一体として果たすことこそが、当社が未来に果たす使命だ

と思います。

﨑山　その使命を足元で支えているのが全国のセメント

工場ですね。仮に工場が減ってしまえば、大規模災害時の

がれき処理や都市部の廃棄物処理が行き詰まる「ゴミクラ

イシス」を引き起こしかねません。工場は製品をつくるだけ

でなく、地域の資源循環や災害復旧を支える要でもありま

す。

木河　以前、社長が大分工場で「他社が工場を閉鎖する

なかでも、当社は工場を止めない」と話されたことが非常

にうれしく、心に残っています。工場を維持・稼働させ続け

るためにも、新たなリサイクル資源の受け入れなどに果敢

に挑戦していくべきだと思います。

其原　その挑戦の起点になるのが、お客さまや社会の

ことを「やめる勇気」も必要ですよね。例えば毎月の会議を

四半期ごとに変更できないか検討するなど、既存業務を減

らす努力をしてこそ、新しい提案や課題解決を考える時間

を捻出できるのだと思います。

田浦社長　まさにその通りです。業務に余裕を生むこと

は、働き方改革やライフイベントへの対応に直結します。

ルーチンワークをシンプルに非属人化しておけば、育児や

介護などで誰かが長期で休む場合でも、職場全体で無理

なく支え合えます。「大切な家族のために安心して休んで

ください」と胸を張って言える会社にするためにも、業務

構造そのものを改革しなければなりません。

木河　製造現場でも変化が生まれています。定期修理期

間中に協力会社の皆さまの日曜休みを確保するなど、働き

やすい環境が整ってきました。加えて安全柵の設置なども

スピーディーに進み、工場の安全性が目に見えて高まって

います。働きやすさと安全の両面から、この良い流れを継

代表取締役社長

田浦 良文
九州支店
環境事業営業部

其原 琴美

グローバル事業本部
プロジェクト推進部
プロジェクトグループ 

伊藤 明日花

大分工場
製造部製造課

木河 優生

［特集］田浦社長と若手・中堅従業員による座談会
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続してほしいです。

田浦社長　安全はあらゆる事業活動に優先します。事故

ゼロを達成するため、通常の修繕費とは枠を完全に分けた

「安全対策特別予算」を確保し、最優先で投資しています。

工場だけでなく支店やサービスステーションなどを全社

横断で管理する専門部署の設置も構想中です。現場の安

全と従業員の健康を守る取り組みは、これからも徹底して

行います。

其原　私は、子どもが生まれてからは夜の会食や急な出

張への参加が難しくなりました。その分、早朝に前倒しし

て仕事を整えたり、ランチミーティングなどで関係性を築

いています。ただ、従来とは異なる形での取り組みなので、

その努力が周囲に伝わりにくい面もあると感じています。

﨑山　私もそう感じることがあります。だからこそ、そうし

た工夫や努力を会社が「きちんと見ている」という姿勢が

伝わるとより励みになります。

他部署の業務や商材を学ぶ機会が増えれば、会社への理

解が深まり、営業としてもお客さまへより幅広い提案がで

きるようになると感じています。

其原　その意味でも、今日のように社長や普段接しない部

署の方々と率直に意見を交わせる機会は非常に貴重で

す。会社の方向性と自分の仕事とのつながりを実感でき、

日々のモチベーションが高まりました。社長や役員の皆さ

まの「生の言葉」を聞き、従業員側も本音を伝えられる対

話の場が、今後さらに増えていくとうれしいです。

田浦社長　今後もこうした対話の機会を増やし、風通しの

よい会社を目指していきます。部門を越えて互いの仕事や

考えを知ることは、新たなイノベーションと会社全体の強

みにつながりますからね。また、伊藤さんが話してくれた

「プロセスを評価すること」にも強く共感します。アメリカの

アイゼンハワー大統領の名言に、“Plans are worthless, 

but planning is everything.”（計画そのものより、計画

を立てるプロセスにこそ価値がある）という言葉がありま

す。結果の成否だけでなく、そこにいたるまでの挑戦や試

行錯誤にしっかりと目を向け、従業員の提案を受け止めて

挑戦を後押しする。そうした企業風土を、これからも皆さん

と一緒に大切に育んでいきたいと思います。本日はありが

とうございました。

田浦社長　自身の状況に合った方法でお客さまとの信頼

関係を築くことが大事です。会社側でもそのような工夫や

努力をきちんと評価しなければならないとあらためて感じ

ました。一人ひとりの事情や価値観を尊重し、ライフスタイ

ルに応じた方法で信頼を築くことのできる職場文化を醸

成していきたいですね。

挑戦する意欲と成長の機会を育む

仕事への意欲が高まった瞬間と、
今後会社に期待することを教えてください。

草川　生成AIが出始めた頃、自己研鑽で学んだAI技術を

業務に取り入れたいと提案したところ、「試験研究として

やってみなさい」と上司が任せてくれました。社内用記念

誌の制作でも趣味のデザイン知識を生かす機会をいただ

けました。自分の得意なことや新しい提案を受け入れ、挑

戦させてもらえる環境には大きなやりがいを感じます。

伊藤　結果だけでなく、そこにいたるプロセスや試行錯誤

を評価してもらえたとき、「もっと頑張ろう」と思えました。

私の仕事はすぐには成果が見えないからこそ、情報収集

や分析、関係者との調整といったプロセスに目を向けても

らえることが大きな励みになります。一方で、私は将来的

に海外駐在を希望していますが、「女性の駐在機会は限定

的なのでは」という不安もあります。男女を問わず、意欲と

能力に応じて挑戦できる環境がより広がることを期待して

います。

田浦社長　明確なキャリアビジョンを持つ従業員の意欲

には、会社として確実に応えていかなければなりません。

過去にはアジア圏に同時期に複数の女性従業員を派遣し

た実績もあります。時期による波はありますが、「女性だか

ら派遣しない」という考えは一切ありません。ぜひ自己申

告制度（年1回、働き方や職種に関する希望を会社に申告

する制度）などで熱意を明確に伝えてほしいですね。男女

を問わず、意欲ある従業員が挑戦できる機会をしっかり広

げていきます。

佐々木　挑戦や成長の機会という点では、他部署への理

解を深める取り組みも大切だと感じます。当社は組織が大

きく、他部署の具体的な仕事が見えにくい面があります。

座談会出席者感想

九州支店環境事業営業部　其原 琴美

北海道支店技術部 

佐々木 幸一

関西支店セメント営業部 
 

　座談会で感じた当社の“スゴさ”は「人」です。田浦社
長や他部署の皆さんとの意見交換を通じて、それぞれ
が高い志を持ち、社会課題の解決に挑戦していることを
知り、大きな刺激を受けました。
　あらためて「人の太平洋」の
強みを実感するとともに、私自
身も仲間と協力しながら成長
し、環境事業を通じて社
会に貢献していきたい
と思います。

鉱業部鉱業グループ

草川 遥

［特集］田浦社長と若手・中堅従業員による座談会
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1990～
2000～

2010～

2020～

2050太平洋セメントの誕生・
廃棄物処理の本格化

国内需要がピークアウトする
荒波の中、1998年に当社が発
足しました。収益改善策として
廃棄物リサイクル事業を本格
化しました。

セメント事業の
海外展開

米国や中国の既存拠点に加え
て東南アジアへの投資を加速
し、環太平洋でのセメント事業
を構築しました。

構造改革による収益改善・
災害復興への協力

事業構造改革を断行し収益力
の改善に努めました。災害廃棄
物を受け入れ、被災地の早期復
興に協力しました。

カーボンニュートラルへの
取り組み強化

「カーボンニュートラル戦略
2050」を策定し、新たな成長戦
略と位置づけた革新技術の開
発に取り組んでいます。

世界のセメント産業のリーダーとなる

グループの総合力とカーボンニュートラルをはじめと
する革新的な技術を全世界に展開し、人々の安全・安
心な脱炭素・循環型社会を支える企業グループを目指
します。

連結売上高推移
■ 国内セメント　
■ 海外セメント
■ その他

2001
連結売上高

9,795億円

2010
連結売上高

7,265億円

2020
連結売上高

8,639億円

グローバルな
収益基盤を

強化

国内から
海外へ

収益基盤を
拡大

太平洋セメントのDNA
太平洋セメントは環境への配慮とともに、
経済発展と社会インフラを支え続けています。
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2025
年度

（連結）

セブ

売上高
連結合計  

8,984億円

クリンカ
生産能力

連結合計  

2,760万トン

●売上高

5,437億円

●クリンカ
生産能力

1,680万トン

●売上高

755億円

●売上高

2,793億円

●クリンカ
生産能力

528万トン

日本

アジア・パシフィック

米国

●クリンカ
生産能力

552万トン

グローバルネットワーク
国内外に製造および物流拠点を展開し、セメント・資源製品の
安定供給体制を構築しています。

… 持株会社… 本社

… セメント工場 … クリンカ粉砕工場

… セメントターミナル… 駐在員事務所

… 事業会社

太平洋セメント本社メント本社

太平洋水泥（中国）投資

香港

ハノイ

バンコク

ジャカルタ

ギソン

ニャチャン

ホーチミン

太平洋
シンガポール

レイ

シンガポール

太平洋水泥（中国）投資（上海分公司）

台北

マニラ

台湾太平洋水泥

台中

高雄

上磯（北海道）

大船渡（岩手県）

熊谷（埼玉県）
埼玉（埼玉県）

デイ・シイ社（神奈川県）

藤原（三重県）

大分（大分県）

敦賀セメント社（福井県）

明星セメント社（新潟県）

アンカレッジ

太平洋セメントU.S.A.レディング

ポートランド

シアトル

ストックトン

ロサンゼルス

ラスベガス

サンディエゴ

モハベ

オログランデ

リリトー

● 日本からアジア・パシフィックへ
揚地: 台湾、シンガポール、香港、オース

トラリア、フィリピンなど10カ国
● 日本からアフリカ、中南米へ

● アジア圏パートナー会社から
アジア・パシフィックへ
積地:ベトナム、韓国、インドネシア、タイ
揚地:オーストラリア、台湾、フィリピン、

パプアニューギニア

● アジア圏パートナー会社から米国へ
積地：ベトナム、韓国、インドネシア

タイヘイヨウ
インターナショナル
ベトナム

タイヘイヨウ
インターナショナル
タイランド

タイヘイヨウ
インターナショナル
インドネシア

カラハリドライ
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社会

ビジネスモデル
安全・安心な社会基盤構築のための
トータルソリューションを提供しています。

年間受入量
（国内セメント9工場）

664万トン

出荷および使用数量

39万トン

資源事業
石灰石鉱山を開発し、セメント
の主原料である石灰石や、生コ
ンクリートやコンクリート製品、
土木の分野で用いられる骨材な
どを採掘・供給しています。

●国内… …………………………………………13
●米国… ……………………………………………  4
●アジア… ………………………………………  2

石灰石鉱山数

石灰石採掘量（国内）

3,250万トン

環境事業
生活系から産業系までの様々な廃棄
物・副産物を受け入れて、セメントの代
替原燃料としてリサイクルしています。

高温焼成で有害物質を
完全に無害化
●�セメント工場では、大きな回転窯（キ

ルン）を使い、約1,450℃の高温で焼
成してセメントを製造しています。

●この高温での焼成により廃棄物をセ
メントの代替原燃料としてリサイク
ルすることができます。なお、ダイオ
キシンも高温により分解されます。

セメント生産量

2,646万トン

セメント事業
グローバル事業
セメント事業（国内）
幅広い用途に対応する各種セ
メントおよびセメント系固化
材の製造・販売をしています。

●国内… ……………………………………………… 9
●米国… ………………………………………………  4
●アジア・パシフィック… ……  3

●国内… ……………………………………… 114
●米国… …………………………………………… 19
●アジア… …………………………………………  6

生産拠点数

物流拠点数

石灰石鉱山

セメントターミナル
（サービスステーション）

物流
拠点

原料サイロ

生コンクリート
メーカー

（グループ会社）

建築土木材料メーカー
（グループ会社）

コンクリート製品メーカー
（グループ会社）

工業用
石灰石

建築土木工事
関連材料

コンクリート製品
補修・改修工事など

セメント・
セメント系固化材

セメント・
セメント系固化材・
生コンクリートなど

キルン

石灰石
（主原料）

工業用石灰石
生コンクリート用骨材

掘り出す

つくる

あつめる
リサイクルする

廃棄物・
副産物

都市ごみ焼却残さ
災害廃棄物
石炭灰・石膏

高炉スラグ など

… 原料・資材・製品の流れ

… 廃棄物・副産物の流れ

建材・建築土木事業
5つのグループ会社を中心に、セメント
を主な原材料として多種多様な建築
土木材料を製造・販売しています。ま
た、補修・改修工事など、様々なユーザ
ーニーズに対応しています。

●プレミックス製品
●コンクリート混和材
●ALC（軽量気泡コンクリート）

主な製品・サービス

つかう

生産
拠点

各産業
セクター

自治体・
地域社会
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掘り出す つくる

つかう
あつめる

リサイクルする

価値創造プロセス
世界トップレベルの製造技術と環太平洋を中心とした供給能力を最大限に生かし、
持続可能な社会の実現に向け、経済的価値と社会的価値をともに生み出していきます。

●グローバル戦略の更なる推進
●国内事業の再生
●サステナビリティ経営推進と

カーボンニュートラルへの貢献

26中期経営計画

マテリアリティ

事業活動強み

グループガバナンス・コンプライアンス

マテリアリティ

グループ経営理念

・少子高齢化（労働人口の減少）
・人口減少
・都市部への人口集中

人口動態
・激甚化する自然災害
・CN実現の社会的要請
・環境負荷低減要請の高まり

環境

・働き方の多様化
・グローバル化
・人材の流動化

人的資本
・AI技術の進展
・通信技術の高度化
・ビッグデータの活用機会拡大

テクノロジー

社会環境

財務基盤

グローバル
ネットワーク

リサイクル
技術

多様な人材

トップ
サプライヤー

エンゲージ
メント

エネルギー
代替の使用率 
（ 化石エネルギー

削減貢献）

20.4%

新任管理職
女性比率 

（ 従業員・単体）

10.6%

従業員
エンゲージメント

総合スコア 
（ 従業員・単体）

68.9

売上高
（前年比増収）

8,984億円

営業利益
（前年比減益）

746億円

配当総額
（株主還元、安定配当）

112億円

設備投資
（維持・成長分野）

1,105億円

研究開発費
（研究・知的財産分野）

65億円

経済的価値
（2025年度）

社会的価値
（2025年度）

セメント・骨材他 

3,465
万トン

生コンクリート

693万㎥

廃棄物・
副産物処理量

664万トン

外部経済効果
（単体）

906億円

ネットC O2

排出原単位削減率
（2000年度比）

10.5%削減

持続可能な
社会の実現 

安全・安心な
生活環境

太平洋ビジョン
2030

2050年の
ありたい姿

循環型
経済形成

強靱な
社会インフラ

迅速な
災害対応
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強みと経営資本の関係性

強み 経営資本

財務基盤

グローバル
ネットワーク

リサイクル
技術

多様な人材

トップ
サプライヤー

エンゲージ
メント

発行体格付JCR

A+
発行体格付R&I

A
財務資本※2

強固な国内外の事業基盤と価格改定によ
る収益力に加え、米国での資産買収や（株）
トクヤマからの営業権取得が評価され、大
型買収による財務負担はあるものの、中期
的な収益拡大と財務改善を見込み、発行
体格付はJCR/A+、R&I/Aを維持しました。

【強みの強化に向けた課題】
● 稼ぐ力の強化
● キャッシュの適切なアロケーション
● 資本コストの低減

【強みの強化に向けた取り組み】
● ROE管理　● 収益管理の徹底　● ネットDERを意識した資金調達　
● グループ会社の低金利調達を促進　● ポートフォリオ組み換え　● M&A戦略（垂直統合の深化）
● 機動的な社債発行　● 安定的な配当還元　● 積極的な対話　● 丁寧な情報開示

環太平洋の成長市場を取り込むグローバ
ルネットワークと、国内では全国を網羅す
る生産拠点を有しています。生産、品質、廃
棄物処理技術の蓄積に加え、カーボン
ニュートラル戦略の推進を可能とする先
進的な環境対応技術を強みとしています。

【強みの強化に向けた課題】
● 国内需要減少の恒常化
● 生産設備の老朽化　● 労働力人口の減少
● GX関連の規制強化
● エネルギー価格の高騰

【強みの強化に向けた取り組み】
● 安全・環境・品質の三位一体強化とコンプライアンスの徹底
● 安定生産体制を継続する設備健康度向上と運転管理強化　
● 総合工場としての競争力強化　● 人材育成による現場力強化　● カーボンニュートラルの推進　
● グローバル事業の推進、支援強化　● 工場のあるべき姿の追求

国内セメント工場では、地域社会や他産業
で発生する廃棄物・副産物に加え、自然災害
などで発生した災害廃棄物もセメントの代
替原燃料として受け入れています。廃棄物
をリサイクルするために当社がもつ世界トッ
プレベルの製造技術が生かされています。

【強みの強化に向けた課題】
● 国内のセメント需要減少
● カーボンニュートラルへの対応
● コンクリート・建設業界の人手不足、インフ

ラ老朽化の進展

【強みの強化に向けた取り組み】
● 事業拡大・収益改善に資する研究開発
● カーボンニュートラル実現を目指した研究開発
● 持続可能な社会の実現に貢献する研究開発
● 総合力を結集しイノベーションを促進するグループ総合研究所への進化

「人は企業にとっての最大の資本」という考
え方のもと、人的資本経営を推進していま
す。ワークライフバランスや健康経営と併
せ、ダイバーシティ＆インクルージョン実現
に向け、多様な人材の採用促進と、従業員
の成長を支える人材育成を進めています。

【強みの強化に向けた課題】
● 労働災害削減難航
● 従業員エンゲージメントの向上
● 中途退職者の増加・労働力人口減少にと

もなう人材確保・定着率向上の必要性

【強みの強化に向けた取り組み】
● 労働災害分析・対策、労働安全教育推進
● エンゲージメントサーベイ実施とデータ活用
● 副業制度導入、産休・育休制度拡充等の支援策　● 健康経営の推進
● 女性活躍推進、リファラル採用・アルムナイ採用促進

当社グループは、日本国内においては、長
い歴史をもつセメント・石灰石のトップサ
プライヤーです。100年先を見据えた鉱山
の強靱化を進めており、安全・安心な社会
を支えるセメント製品や石灰石を安定供
給し続けます。

【強みの強化に向けた課題】
● CO2排出量削減
● 生物多様性の保全
● 水源保全

【強みの強化に向けた取り組み】
● カーボンニュートラル戦略
● 代替原燃料使用の推進
● 鉱山回復計画の策定
● 水資源の管理

持続可能な企業であり続けるためには、多
様なステークホルダーからの期待や要請
に応え、良好な関係を築き続けることが必
要不可欠であるとの考えに基づき、適時適
切な情報開示やステークホルダーとのコ
ミュニケーションを促進しています。

【強みの強化に向けた課題】
● 国内外の投資家への当社ビジネスモデル

の理解浸透
● 個人投資家・消費者の認知度向上
● 顧客満足度の向上

【強みの強化に向けた取り組み】
● サプライチェーンマネジメントの取り組み強化
● 海外投資家や個人も視野にいれた積極的なIR活動
● 地域社会との積極的なコミュニケーション
● 各種ユーザー会・工業会の設立・運営

財務資本
発行体格付(2026年度)

JCR A+
R&I A

人的資本

従業員数（2025年度末現在）

12,626名

製造資本
国内クリンカ生産能力(2025年度)

1,680万トン
海外クリンカ生産能力(2025年度)

1,080万トン

知的資本
保有特許(2025年度末現在)

国内1,646件

海外 316件

自然資本
国内の稼働石灰石鉱山(2025年度末現在)

13鉱山
廃棄物・副産物処理量(2025年度)

664万トン

社会関係資本
地域社会とのエンゲージメント(2025年度)

3,032件
IR活動実績(2025年度)

303回

※1　2025年度連結
※2　2026年度

746億円

営業利益※1

国内

5,437億円

海外

3,547億円

連結合計

8,984億円

売上高※1

3.8％

ROE※1

8.3％

売上高
営業利益率※1

1,142億円

営業キャッシュ・フロー※1
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カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の

取
り
組
み

提
供
価
値

価
値
創
造
の
取
り
組
み

掘り出す
あつめる

リサイクルする つくるつくる つかう運ぶ

サプライチェーンにおける取り組み
セメント産業は、社会インフラを支える資材の供給と
資源循環型社会への貢献という役割をサプライチェーン全体で実現し、
レジリエントな社会基盤構築に重要な役割を果たしています。

持続可能な鉱山運営

石灰石鉱山を開発し、セメント
の主原料である石灰石や、生
コンクリートやコンクリート製
品、土木の分野で用いられる
骨材などを採掘・供給してい
ます。

資源循環と安定供給を
両立するセメント製造

世界屈指の代替原燃料利用技
術と製造技術により、廃棄物・
副産物を活用しつつ高品質な
セメントの安定生産と資源循環
を実現。さらにスマートファクト
リー化による自動化・省力化で
生産性向上を図っています。

資源循環型社会への貢献

地域社会や他産業で発生する
廃棄物・副産物に加え、自然災
害などで発生した災害廃棄物
もセメントの原料や燃料にリ
サイクルしています。

安定供給を支える
物流の最適化

国内外の物流拠点を活用し、
輸送効率と供給安定性の向上
を図ることで、社会インフラを
支えるセメントを安定的かつ
迅速に供給しています。

低炭素な電力の確保

セメント製造工程を生かした
廃熱発電と環境性能に優れた
ガスエンジン発電設備を導入
し、低炭素かつ低コストな電力
の調達体制の構築を進めてい
ます。

社会インフラを支える
コンクリートの高度化

セメントは道路や橋、建物など
の様々な社会インフラに使用
されています。
社会インフラの多様な需要に
応え、持続可能な都市づくりに
貢献しています。

● 新鉱山の開発によるセメント
主原料である石灰石の安定
供給

● 社会インフラを支えるコンク
リート用骨材の持続的確保

● 社会インフラ整備を支える高
品質なセメントの安定生産

● 廃棄物処理と資源循環の両
立

● 廃棄物・副産物の有効利用と 
最終処分量の削減

● 処理困難廃棄物の受け入れ
拡大

● 災害廃棄物処理による復旧/ 
復興支援

● 社会インフラ整備を支えるセ
メントの安定供給

● AI を用いた配船計画による
配船業務の効率化

● 低炭素な電力を活用したセ
メント製造

● 電力購入量の削減により間
接排出（Scope2）を低減

● 安心、安全な社会インフラの
構築

● 防災/国土強靱化のための技
術/重要資材供給

● 低炭素型コンクリートの提供

● 採掘重機のEV化、燃費改善
● 採掘を終えた鉱山での緑化

活動による環境回復

● 省エネルギー設備の導入
● CO2回収、利用技術の開発推

進
● 混合セメントへのシフト加速

● 化石エネルギー代替による
CO2削減

● 混合材（混合セメント原料）
の調達体制の確立

● 省エネルギー性能に優れた
新造船導入を推進

● エコタイヤなどの省エネル 
ギー装備導入

● 混合セメントの輸出拡大に
向けた戦略的な物流インフ
ラへの投資

● CO2排出負荷が低い燃料へ
の転換（自家発電）

● キルン廃熱のエネルギーへ
の有効利用

● コンクリートへのCO2固定化
技術の活用

● コンクリートへのCO2固定量
（自然吸収効果）の算定手法
開発

原燃料調達 セメント製造 物流 コンクリート製造

石灰石採掘 廃棄物・副産物調達 電力調達
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売上高 営業利益

2025年度実績 2026年度予想 2025年度実績 2026年度予想

セメント
国内 3,367 3,680 280 170

海外子会社等 3,312 3,970 214 317

計 6,679 7,650 493 487

資源 909 960 100 106

環境 818 920 93 104

建材・建築土木 434 470 19 19

その他 805 970 42 46

内部消去 ▲661 ▲700 ▲1 ▲2

合計 8,984 10,270 746 760

（単位：億円）

2026年度予想の前提条件：国内セメント需要　2,900万トン/年
国内輸入石炭等平均調達価格　155C&F $/トン
想定為替レート　157.0円/USドル

LCCLCC

サーキュラー
エコノミー

● 石炭灰処理
● 廃棄物の資源化
● 都市鉱山

カーボン
ニュートラル

● Ｃ２ＳＰキルン実装
● メタン焼成、酸素富

化焼成の横展開

インフラ
ソリューション

● 老朽化インフラ更新
● 防災・国土強靱化

スラグ
FA活用

ライフ
サイクル
CO2管理

化石エネルギー
代替

日本
● Low Carbon Cement
● 資源、環境事業の拡大

米国
● Low Carbon Cement
● 垂直統合
● 日本からのSCMs輸出

東南アジア
● Low Carbon Cement
● 環境ビジネス

成長領域への重点投資

P.64

国内事業の
再成長

P.54

グローバル
戦略

P.54

グローバル
戦略 P.74

サステナ
ビリティ経営

P.44

環境事業

P.44

成長分野
への投資

33××3 Strategy3 Strategy

日本 （株）トクヤマ営業権買収、資源・環境事業の拡大

米国 ヴァルカン・マテリアルズ社生コン事業用資産買収

東南アジア フィリピン、ベトナム事業の業績改善

全地域 LCC展開による増益効果

2023年度
売上高 営業利益

2024年度
売上高 営業利益

2025年度
売上高 営業利益

2026年度（予測）
売上高 営業利益 売上高 営業利益

(億円)
14,000 1,400
12,000 1,200
10,000 1,000
8,000 800
6,000 600
4,000 400
2,000 200

(億円)

8,863 8,963 8,984
10,270

12,000 1,200

565
746

8,863 8,963 8,984
746777 760

10,270
12,000 1,200

0 0

左軸：■資源・環境　■セメント（国内）　■米国　■東南アジア　■その他　右軸：■営業利益

（1）既存事業の収益基盤の強化
● 米国事業の深化　● フィリピン事業の拡大

（2）事業領域の更なる拡大　
● M&Aの検討・実行　　● 未進出エリア・未開拓事業への進出

（3）トレーディング事業の拡大　
● 混合セメント展開　　● 物流ネットワーク強化

カーボンニュートラル戦略　DX戦略 
人的資本戦略　 IR戦略

（1）価格政策の抜本的見直し　
● シェア重視から収益重視への転換（営業利益率10%以上）

（2）トータルソリューションの提供　
● 部門間連携の強化　● 営業体制の効率化

（3）生産体制の最適化　　
● キルンアロケーション（輸出混合セメント特化）

グローバル戦略の更なる推進

国内事業の再生

サステナビリティ経営推進と
カーボンニュートラルへの貢献

26中期経営計画の進捗 次期中期経営計画の展望

財務指標 2026年度（当初計画） 2024年度（実績） 2025年度（実績）

経営目標（財務目標）
売上高営業利益率 10%以上 8.7% 8.3%

ROE 10%以上 9.5% 3.8%

ガイドライン

売上高 1兆円以上 8,963億円 8,984億円
営業利益 1,000億円以上 777億円 746億円

ネットDER 0.5倍程度 0.49倍 0.48倍

ROIC 7%以上 5.4% 4.9%

経営目標・ガイドライン

当社の次期中期経営計画に向けて

将来的な売上高・営業利益の目標

セグメント別売上高・営業利益

◉ 売上高・営業利益目標

◉ 成長要因

　Low Carbon Cement（LCC、混合セメント）を結節点とした

カーボンニュートラル、インフラソリューション、サーキュラー

　2026年度の売上高目標は1兆270億円です。今後、成長

が期待できる資源事業や環境事業を中心に、さらには米国

事業の拡大、東南アジア事業での業績改善を通じて、次期中

計の早い段階での売上高1兆2,000億円、営業利益1,200億

円の実現を目指しています。

エコノミーを3本の柱として位置づけ、日本国内、米国、東南ア

ジアの3つの極へ、「3×3 Strategy」として展開していきます。

26中期経営計画を通じて目指す姿

3D Approach for Sustainable Future ─ 持続可能な社会の実現に向けた3次元の挑戦 ─
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新鉱区開発中→2029年度出鉱予定

系列主要石灰石鉱山 ：13鉱山

けい石鉱山 ：7鉱山

採石：13事業所

大船渡鉱山

寄居寄居
御堂御堂

武甲鉱山武甲鉱山

奥多摩奥多摩

西多摩西多摩

金沢金沢

甲州甲州

DC千葉資源DC千葉資源

叶山鉱山叶山鉱山

三輪鉱山三輪鉱山

藤原鉱山

土佐山鉱山

峩朗鉱山

田海鉱山

新津久見鉱山

重安鉱山
香春鉱山

石山鉱山

敦賀鉱山

関東
地区
詳細

資源循環と災害対応で地域社会に貢献

　当社では、セメント工場を活用した産業廃棄物・副産物

の資源化や産業向けの資材の提供を通じて、環境への配

慮、社会への貢献に取り組んでいます。

　特に、日々の生活で発生する都市ごみの有効活用に積極

的に取り組むとともに、近年では地震・水害等、頻発する災

害時に発生する災害廃棄物をセメント工場で処理すること

で、早期復興に貢献しています。

石灰石資源を生かし、新たな価値創造領域へ

　石灰石は日本国内で自給自足が可能な数少ない資源で

す。太平洋セメントグループでは石灰石国内生産の約30

％を生産しており、これをより有効に活用すべく、新規鉱

区開発や骨材センターの整備等の施策を進めています。

また、新たな成長領域として、建設発生土のセメント資源

化や土壌からの重金属類の溶出防止等の「土壌ソリューシ

ョン事業」を発展させてセメント工場に依存しない土壌処

理や、不溶化技術の新規用途への展開を目指しています。

さらに、中空粒子の製造技術を活用した高機能用途向け

材料の開発など、先進的な分野にも事業領域を拡大して

います。

環境事業
資源事業

廃太陽光パネル処理設備

佐伯アッシュセンター石炭灰分級設備リチウムイオン電池焙焼設備

2001年～2005年 2006年～2010年 2011年～2015年 2016年～2020年 2021年～2025年

都市ごみの
セメント
資源化

焼却残さ
資源化システム

熊谷工場　導入
藤原工場　導入 大分工場　導入 上磯工場　導入

大船渡工場　導入

AKシステム 埼玉工場　導入

エコセメント
システム

東京たま
エコセメントにて
プラント運営受託

災害廃棄物処理 平成19年
新潟中越沖地震

平成23年
東日本大震災
平成26年8月
豪雨による広島市
の土砂災害

平成28年熊本地震
平成29年
九州北部豪雨
平成30年
西日本豪雨
令和元年
東日本台風
令和2年7月豪雨

令和6年
能登半島地震

各工場において
継続

◉ 百年先を見据えた鉱山開発

◉ 成長領域における展開

● セメント資源化（汚染土）
● 採掘跡地への残土受け入れ（非汚染土）
● 重金属固化不溶化材（デナイト）：重金属等の地下水への溶出抑制

● これまで市場になかった性質を持つ中空材料
● 薄厚遮熱塗料用フィラーとしての用途や絶縁フィルム等、精密機

器、機械部品向け低誘電材料としての用途での採用が期待される

【主な特徴】
・平均粒径：1～10㎛
・中空率70％以上：空気並みの

断熱性（市販品：60％）
・見かけ密度0.7kg/L以下
・無気孔
・耐熱性がある：700度

土壌ソリューション事業（既存事業） 機能性中空粒子（セルスフィアーズ）

● セメント工場に依存しない土壌処理の実現
● 当社不溶化技術を活用した新規用途での上市
　 ・中間処理用不溶化材
　 ・建築用汚泥処理材
　 ・水処理用吸着剤　など

新規事業の構築

新たな付加価値の創造

　国内にバランスよく配置されたセメント工場の利点を生

かし、従来からの廃棄物・副産物処理に加え、石炭をはじめ

とした化石エネルギーの高騰を見据え、熱エネルギー代替

廃棄物のさらなる有効活用手段の検討を進める一方、セメ

ント工場での処理機能に依存しない新たなビジネスの育

成にも取り組んでいます。

　近年では、石炭灰の分級改質事業や、廃リチウムイオン

電池リサイクル事業（松田産業（株）共同事業）の推進に加

え、廃太陽光パネルリサイクル事業を立ち上げました。

次期中期経営計画に向けては、環境事業および資源事業を重点投資領域として位置づけています。
これまで培ってきた事業基盤を生かしながら、新たな成長機会の獲得と収益力の向上を目指します。

新潟県姫川港における能登半島地震の災害廃棄物（木くず）荷揚げの様子

次期中期経営計画の展望：

次なる経営戦略に向けた成長領域への重点投資
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カーボン
ニュートラル

インフラ
ソリューション

サーキュラー
エコノミー

LCCLCC
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■混合セメント　■ポルトランドセメント ■混合セメント　■ポルトランドセメント

LCCポルトランドセメント

セメント

セメント

混合材

CO2

CO2

クリンカ

CaOCaO

1,450℃で焼成

● 混合材の種類や混合量 
は規格で制限あり

● 用いる混合材により長
期強度増進や化学的耐
久性向上等の効果を発
現可

石灰石

CaCOCaCO33

製造過程で
燃料・原料
由来のCO2

を排出

次期中期経営計画の展望：

サーキュラーエコノミー、カーボンニュートラル、
インフラソリューションの中心に位置する
Low Carbon Cement
Low Carbon Cement（LCC、混合セメント）は、ク
リンカの一部をフライアッシュや高炉スラグなどの
混合材で置き換え、セメント製造時のCO₂排出量
を低減する低炭素セメントです。脱炭素と資源循
環の双方に貢献することから、持続可能な社会イ
ンフラを支える低炭素セメントとして世界的に期待
が高まっています。当社はLow Carbon Cement
を、サーキュラーエコノミー、カーボンニュートラルお
よびインフラソリューションをつなぐ中核的な製品と位置づけています。

　世界では脱炭素化に向けた取り組みが加速しており、

欧州や米国を中心にLow Carbon Cementの利用が拡

大し、建設材料における環境負荷低減が重要な競争軸と

なっています。一方、日本におけるLow Carbon Cement

　Low Carbon Cementは、カーボンニュートラル化、サ

ーキュラーエコノミー促進、社会インフラの持続性向上を

同時に実現する、当社の成長戦略の中核です。フライアッ

シュや高炉スラグなど他産業由来の副産物を有効活用

し、同時にセメント製造時のCO2排出量削減に貢献すると

ともに、アルカリシリカ反応の抑制などをはじめとした耐

久性の向上を通じて、橋梁や港湾、高層建築物などの社会

インフラの長寿命化を支えます。

　さらに当社は、長年培ってきた混合セメント製造技術と

資源循環の仕組みを強みに、日本から東南アジアへの供

給に加え、東南アジアから米国への供給も展開していま

す。こうしたグローバルな物流ネットワークを活用するこ

とで、地域ごとの資源や需要を結び付け、これまで個別に

進めてきた取り組みを世界規模へと発展させています。

　Low Carbon Cementの普及を通じて、カーボンニュ

の比率は依然として限定的であり、今後さらなる普及の余

地が残されています。当社はこうした市場環境の変化を成

長機会と捉え、国内外でLow Carbon Cementの展開を

推進しています。

ートラル社会への移行、資源循環の促進、インフラのレジ

リエンス向上に貢献するとともに、利益率向上、市場拡大、

規制対応などを通じ、企業価値を向上させます。

　Low Carbon Cementの普及には、混合材の安定調達

や品質の均一化、用途に応じた性能確保など、高度な技術

とノウハウが求められます。当社は2009年から混合セメン

トの技術開発に取り組み、フライアッシュの品質安定化技

術や製造プロセスの高度化を進めてきました。その結果、

品質と性能を両立したLow Carbon Cementの安定供給

体制を構築しています。こうした長年の知見を生かし、国内

外でLow Carbon Cementの普及拡大を推進しています。

Low Carbon Cementは、副産物利用、低炭素、優れた耐

久性という性質より、当社事業の新たな3本の柱「サーキ

ュラーエコノミー」「インフラソリューション」「カーボンニ

ュートラル」の中核に位置づけられます。

　混合材として活用するフライアッシュなどの副産物は、

資源循環を促進する環境価値を創出するとともに、インフ

ラの長寿命化に資する性能も備えています。また、セメン

ト製造にともなうCO2排出量の削減にも貢献することか

ら、脱炭素社会の実現に向けた重要な取り組みとなってい

ます。Low Carbon Cementの拡大を通じて、社会課題を

解決するとともに、利益率向上、市場拡大、規制対応など

を通じ、企業価値向上につなげていきます。

LCC化の技術課題をクリア

各国におけるLCCの割合の推移

LCC推進の意義

経営戦略における位置づけ

調達
FAや高炉スラグ等の混合材
は他産業からの副産物であ
るため供給が不安定

製造
品質安定化やライン切り換
えの追加設備コストがかか
り、運用も複雑になる

性能
初期強度が出にくい（強度を
補填する改質等を要する場
合がある）

技術（規格適合）
国ごとに異なる制限のもと
で要求特性を満たすセメン
ト設計ノウハウが必要

当社が長年にわたり構築してきた
● 混合材排出元（他産業）との資源循環の仕組み
● 混合セメント製造技術（品質安定化、改質）
● グローバルな調達・販売網、物流インフラ等を活用し 

混合セメント化を推進

◉ LCC割合の推移

【日本】
● 石炭火力安定操業（灰処

理・処分場延命）
● セメント工場の稼働維持

【東南アジア】
● マスコン需要取込み

 （インフラ、高層建築）

【米国】
● 耐硫酸塩性+低炭素化
● アルカリシリカ反応抑制
  （生コン混和材利用）

LCC

混合セメント割合※1（国内） 混合セメント割合※2（米国） クリンカ/セメント質製品比率※3（世界）

※1　セメント協会、セメントハンドブック2026年度版のデータを加工して作成
※2　US Geological Surveyのデータを加工して作成
※3　GCCA、GNR（https://gccassociation.org/gnr/）のデータを加工して作成。なお「クリンカ/セメント質製品比率」とはセメント質製品中のクリンカの割合にて、この割合の低

下は、セメント製品における混合セメント製品の割合の増加傾向と一致する
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サステナビリティ経営の推進

　当社グループは創業以来、基礎資材の安定供給を通じ

て社会インフラを支えてきました。同時に、廃棄物・副産物

をセメントの原料や燃料として受け入れ、資源循環や環境

保全にも貢献しています。製品供給と社会課題の解決を

両立できることは、当社グループの競争優位性です。

　気候変動や社会インフラの老朽化、人権や労働安全な

ど、企業が向き合う課題は複雑化しています。持続的な成

長には、サステナビリティを経営そのものとして捉え、社会

課題の解決を通じて生み出した価値を、競争力や収益力

の向上につなげることが必要です。「26中期経営計画」に

おいても、こうした考え方を企業価値最大化に向けた基盤

に位置づけています。

　一方、セメント産業は大規模な設備投資を必要とし、収

益化までに長い時間を要します。持続的な競争力を維持

するためにも、環境や社会への貢献と収益性・投資効率と

のバランスを取り、利益を生み出して株主還元につなげる

持続可能な事業基盤が欠かせません。

　また、創出した社会的価値が競争力や将来の成長にど

うつながるのかを、ステークホルダーの皆さまへわかりや

すく伝えることも重要だと考えています。競争力の持続強

化、成長を技術面から支えるカーボンニュートラル戦略

と、創出した価値への理解を深めていただくIR戦略を中核

として推進し、社会的価値と経済的価値の好循環を持続

的な企業価値向上につなげていきます。

カーボンニュートラル戦略

　一部では、カーボンニュートラルをめぐって、政策や投

資判断において経済性や実現可能性をより慎重に見極め

る動きが見られます。しかし、セメント産業がCO2多排出

産業であることに変わりはなく、気候変動への対応は企業

の持続可能性を高めるために取り組み続けるべき課題で

す。2050年のカーボンニュートラル実現という目標を堅

持し、今できることを着実に進めていきます。

　ただし、その実現には巨額の投資をともないます。社会

インフラや制度が整わない段階で過大な投資を先行さ

せ、業績や投資効率を損なうことは避けなければなりませ

ん。長期的な持続可能性と短期的な経済合理性の双方を

見ながら、現実的かつ持続可能な道筋で進むことが欠か

せません。外部環境を見極めつつ、必要な時に動ける技術

と体制を確立・維持し、将来の選択肢を失わないことが重

要だと考えています。

　足元では、原料・燃料と製造プロセスの両面から、クリン

カ比率低減に向けた規格改定や混合セメントの拡大、リサ

イクル燃料の利用促進、自家発電のガス発電化などを進

めています。また、海外需要を取り込み、収益力と国内の廃

棄物処理能力を支える工場稼働を維持していきます。

　さらに、その先にある革新的な取り組みが、セメント製造

工程に適したCO2回収技術「Ｃ２ＳＰキルン」の開発・導入

です。回収したCO2の利用・貯留（CCUS）には、輸送手段や

貯留設備、水素供給体制、法制度といった社会インフラ全

体の整備が不可欠ですが、現状それらの整備は途上にあり

ます。したがって、まずは技術を確立し、インフラが整った

段階で直ちに各生産拠点へ展開できるよう「 Ready to 

go」の状態を構築することが最優先課題となっています。

　さらに、Ｃ２ＳＰキルンの価値は、将来のCO2回収にとど

まりません。開発過程で蓄積した酸素燃焼技術と、当社が

強みを持つ塩素バイパス技術を組み合わせることで、製品

品質を維持しながら廃プラスチックをより多く使える可能

性があります。派生技術を既存設備にも展開し、CO2削

減、資源循環、競争力の向上を同時に実現していきます。

経営基盤の強化

　社会課題や事業環境が変化するなか、マテリアリティも

継続的に見直していくことが大切です。当社グループで

は、次期中期経営計画の策定に合わせて見直しを進めて

います。その過程で、サステナビリティ経営委員会で議論

を重ね、取締役会の承認を通じて、経営戦略との一体性を

高めていきます。こうした議論をふまえ、今回、特に重視し

ているのが「DX」と「安全」です。

　DXは、単なる業務効率化ではありません。競争力を支

える経営基盤だと捉えています。AIなどデジタル技術の進

展は速く、計画立案や情報活用、生産現場の効率化・安全

性向上など、活用領域はさらに広がると考えています。

2025年度にパシフィックシステム社を完全子会社化した

ことも基盤強化の一環です。今後は、デジタル技術と人材

育成の両面からDXを加速し、グループ全体の生産性・安

全性向上と競争力強化・収益改善につなげます。

　一方、安全は何よりも優先すべき経営課題です。重篤な

労働災害頻発の現状を重く受け止め、発生要因の分析、設

備面での対策に加え、VRを活用した安全教育やドローン

による設備点検など、デジタル技術も取り入れながら安全

性を高めています。災害ゼロは、永続的に維持し続けなけ

ればなりません。安全への取り組みに終わりはないという

認識のもと、現場の知恵とDXを組み合わせ、安全文化を

さらに深めていきます。

企業価値向上に向けたIR戦略

　株主・投資家の皆さまからは、当社グループの事業構造

や資本効率を、よりわかりやすく示してほしいとのご要望

をいただいています。特に国別の投資効率を明確にしてほ

しいという声は強く、当社としても、その必要性を認識して

います。

　同時に、当社グループは国内外で事業を展開し、地域や

事業間の連携を通じて価値を生み出しています。こうした

事業特性をふまえ、個別の収益性とグループの総合力をご

理解いただけるよう、情報開示の工夫を重ねていきます。

　また、株主・投資家の皆さまとの対話で繰り返し問われ

るテーマのひとつが、国内セメント需要の減少への対応で

す。混合セメントの輸出拡大や廃棄物・副産物の受入量増

加、適正価格の浸透などを組み合わせ、国内工場の稼働率

と収益力の維持・向上を図ります。

　施策のひとつが、（株）トクヤマからのセメント・固化材

販売事業の譲り受けです。販売数量を確保し、スケールメ

リットを生かした事業運営やサービス向上につなげます。

市場のご理解を得ながら、製品・サービスの価値に見合っ

た適正な価格を実現し、需要減少下でも持続可能な国内

事業基盤を構築していきます。

　これらの施策で利益を着実に生み出し、その成果を株

主の皆さまへ還元することは、経営の大前提です。同時に、

廃棄物・副産物を受け入れながらセメントを製造し、社会

インフラや災害時の復旧・復興を支えることで社会に不可

欠な存在となることの重要性も丁寧にお伝えしていく必

要があります。

　こうした社会的価値を生み出し続けるためにも、国内工

場を健全に維持し、必要な投資を続けられる収益基盤が

欠かせません。長期的視野に立った企業価値向上の取り

組みが競争力や収益力を高め、さらなる持続可能性の向

上につながる。この好循環を具体的な価値創造ストーリー

として示すことが、IRの役割だと考えています。

　また、IRは一方的に情報を発信する活動ではありませ

ん。株主・投資家の皆さまから寄せられたご意見は、取締

役会に報告し、経営課題として議論しています。開示への

ご要望だけでなく、戦略や資本配分に対する率直な評価

も、経営改善への大切な示唆として受け止めています。厳

しいご指摘にも真摯に向き合い、開示や経営判断の改善

に生かしながら、信頼関係を築いていきます。

　今後も誠実な対話を重ね、当社グループへの理解を深

めていただくことで、持続的な企業価値向上につなげてい

きます。

技術と対話を力に、
社会的価値を企業価値向上へ

つなげます

代表取締役副社長

朝倉 秀明

未来の太平洋セメントを支える「信頼の基盤」
～ カーボンニュートラル戦略・IR戦略 ～

価値創造ストーリー
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26中計策定時 現時点の実績と見通し

営業CF

営業CF

持続的成長に向けた新たな投資

持続的成長に向けた新たな投資

株主還元 株主還元

借入・社債他 借入・社債他

不動産・
保有株売却

4,000億円
（3カ年累計）

3,600億円
（3カ年累計）設備投資・投融資　3,600億円

設備投資・投融資　4,600億円

● 総還元性向　33％以上
● 年間配当　　80円／株以上
● 機動的な自己株式取得の実施

● 総還元性向 33％以上（2024年度 42％）
● 年間配当100円／株へ増配（2025年度～）
● 機動的な自己株式取得の実施

～米国市場への成長投資～
・ ヴァルカン・マテリアルズ社生コン事業資産買収
・ グライムスロック社の骨材・生コン事業資産買収
・ ストックトン輸入ターミナル増設

～（株）トクヤマセメント営業権取得～

「26中期経営計画」をふり返って

　2026年度は、「26中期経営計画」（26中計）の最終年度

にあたります。営業利益1,000億円を目標に掲げて取り組

んできましたが、現時点の見通しは760億円であり、目標

達成にはなお大きな課題があります。この状況を真摯に受

け止めています。

　一方、この3年間を目標未達という結果だけで評価すべ

きではないと考えています。国内ではセメント需要の減少

やインフレの影響が続き、米国事業の成長も当初想定より

緩やかなものとなりました。こうした厳しい事業環境の中

でも、将来の企業価値向上に向けた基盤づくりは着実に

進みました。

　特に国内セメント事業では、売上高は計画に届かなかっ

たものの、適正な価格形成に対するユーザーのご理解が

大きく前進しました。価格改定は一時的な利益確保ではな

く、エネルギー価格や物流費、設備老朽化対応などによる

コスト変動を適切に反映し、持続的に事業を継続するため

の取り組みです。この成果は、今後の収益基盤を支える大

きな転換点になったと考えています。

　次期中期経営計画では、こうした基盤を確かな収益へ

結び付け、キャッシュ創出力を高める段階に入ります。その

うえで、創出したキャッシュを成長投資や株主還元に適切

に配分し、持続的な成長と企業価値向上につなげていき

ます。

　国内事業では価格改定を継続するとともに、混合セメン

トの輸出拡大を通じて収益力の向上を図ります。米国で

は、ヴァルカン・マテリアルズ社から取得した生コンクリー

ト事業の収益貢献を本格化させることが重要です。住宅

着工件数は伸び悩み、高金利の影響も続いていますが、今

後2～3年で金利低下が進み、米国市場が回復すれば、買

収によるシナジー効果が顕在化すると見込んでいます。さ

らに、（株）トクヤマからのセメント・固化材販売事業承継

や国内価格改定の効果も重なり、次期中計期間中の早い

段階で営業利益1,000億円水準の達成が視野に入ると考

えています。

　また、拡大一辺倒ではなく、案件ごとの収益性を見極め

た選別的な資源配分も重要です。収益貢献が見込みにく

い事業は、資産の入れ替えも含めて見直し、経営資源を成

長性の高い分野へ振り向けます。

　こうした取り組みを着実に実行し、国内事業の収益基盤

強化、米国事業の成長、事業の選択と集中を進め、持続的

な利益成長と企業価値向上を実現していきます。

成長投資と財務戦略

　26中計では、3年間の投資額を約3,600億円と見込ん

でいました。しかし、ヴァルカン・マテリアルズ社関連で約

1,000億円、（株）トクヤマからの事業承継で約370億円を

投じるなど、成長機会を積極的に捉えた結果、投資額は約

4,600億円規模まで拡大します。営業キャッシュ・フロー

は当初計画を下回る見込みですが、これらはいずれも次

期中計の収益基盤に直結する投資と判断し、実行してき

ました。

　セメント事業では、設備投資やM&Aの効果が収益とし

て表れるまでに一定の時間を要します。重要なのは投資

額そのものではなく、その投資が将来どのようなキャッシ

ュ・フローを生み出すかという点です。足元の数値だけで

なく、中長期的な収益性を見据えて意思決定を行うこと

が、財務担当役員としての重要な役割です。

　同時に、こうした成長投資を実行するうえで、財務規律

を緩めることはありません。当社では、ネットDER0.5倍を

基本的な目標水準とし、一時的に0.7倍程度まで高まるこ

とは許容範囲と考えています。ただし、将来の営業キャッシ

ュ・フローによって改善できることが前提です。投資判断

にあたっては、部門横断的な投資検討会議である事前検

討会、役員の自由な意見交換を図るための非公式会議で

ある役員意見交換会、経営会議、取締役会と段階的な審議

を重ね、シナジーやリスクを多角的に検証しています。

　また、資本配分においては、成長投資と株主還元の両立

を重視しています。26中計では、投資額が当初計画を超え

るなかでも、株主還元は計画を上回る水準で実施してきま

した。成長投資と株主還元は二者択一ではなく、将来の利

益成長につながる投資を実行し、その成果を株主の皆さ

まへ還元していくことが重要です。

　こうした考え方をふまえ、次期中計では、営業キャッシ

ュ・フローの一定割合をあらかじめ株主還元と有利子負

債の返済の原資にあてることで、成長投資、株主還元、財

務健全性をさらに高い次元で実現していきます。これまで

の投資を確かな収益へ結び付け、キャッシュ創出力を高め

ることが、次期中計における財務戦略の柱です。

財務戦略　～ 財務担当役員メッセージ ～

◉ 有利子負債およびネットDER

◉ 営業利益・当期純損益および営業キャッシュ・フロー

■有利子負債（億円）　 ネットDER（倍）

■営業利益（億円）　
■当期純損益（億円）　

営業キャッシュ・フロー（億円）

投資の成果を利益とキャッシュへ
資本効率を高め、

企業価値向上を実現します

取締役
専務執行役員

伴 政浩

◉ キャッシュアロケーション計画と見込み

価値創造ストーリー
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PBR ROE

ROE

PER

PER

取り組み
方針 「ROE10％の持続的達成」を経営の最重要課題のひとつとして推進しつつ、PER向上にも努める

収
益
の
拡
大

資
本
効
率
の
向
上

ROE向上施策 PER向上施策

グローバル事業

米国事業のさらなる成長

国内事業

セメント営業権の取得

事業収益力の向上

製品価格の適正化

資産売却

不動産と保有株式の売却

グループ戦略

不採算事業の撤退
関係会社の再定義

株主還元の強化

配当政策見直し
自己株式取得

株主・投資家との
対話力の強化

対話体制の見直しと
活動強化

市場期待の醸成

資本効率の向上に向けて

　当社のPBRは、1倍を下回る状況が続いています。資本

市場では成長期待の高い分野に資金が向かう傾向があ

り、自社でコントロールできかねる部分がありますが、

ROE の向上は、経営として責任を持って取り組むべき課

題です。株主資本コストは現状、8～9％程度と認識してお

り、PBR1倍を安定的に上回るためには、ROEを10％を超

えるところまで引き上げ、その水準を持続的に確保できる

収益構造を確立する必要があります。

　その実現に向け、次期中計では、ROICに加え、ROICと

WACCの差である「ROICスプレッド」を重視する経営管

理への移行を検討しています。全社で2～3ポイントを目安

とし、投下資本に見合うリターンが確保されているかを明

確に把握・管理していく方針です。

　あわせて、管理セグメントの見直しも進めています。現

在の製品別区分では、セメント、資源、環境など各部門が

個別の利益を追求することで、グループ全体として必ずし

も最適とはいえない取引や資源配分が生じることがあり

ます。国内のセメント・資源・環境事業は密接につながって

いるため、地域や顧客基盤、保有資産の観点から一体的に

管理することが、グループ全体の最適化につながると考え

ています。 

　一方、米国事業や東南アジア事業については、それぞれ

の事業特性に応じたWACCとROICスプレッドの目標を

設定し、独立した単位として管理する方向で検討していま

す。ただし、日本や東南アジアから米国へのセメント・混合

材の供給など、地域を越えた連携もあるため、単純に切り

分けるのではなく、グループ全体のシナジーを適切に捉え

られる管理体系を構築する必要があります。 

　そのうえで、実効性を高めるには、ROICスプレッドを各

事業の共通言語として浸透させることが重要です。将来的

には、その達成状況を役員報酬や従業員の評価にも一定

程度反映し、資本効率の向上に向けた行動と評価が連動

する仕組みを構築したいと考えています。一人ひとりが資

本コストを意識して意思決定し、その積み重ねをグループ

全体の企業価値向上につなげることが、ROIC経営の目的

です。

　さらに、ROICスプレッドを事業ポートフォリオの見直し

にも活用します。目標に届かない事業については、一律に

縮小・撤退するのではなく、まず成長投資や事業構造の改

善による再生可能性を見極めます。十分な収益改善が見

込めない場合には、事業ポートフォリオの入れ替えも検討

します。主力事業とのシナジーが薄れたグループ会社につ

いても、グループ内で成長させるべきか、ベストオーナー

のもとで発展する方が望ましいかを個別に検証します。

　もっとも、当社グループには公共性や社会的意義の高

い事業もあり、短期的な収益性だけで判断することは適切

ではありません。一方、持続的な事業運営には一定の収益

性が不可欠です。中核事業で利益を確保し、社会に必要と

される事業を維持していく必要があります。

　以上をふまえ、中長期的には、国内事業が需要減少下で

も利益とキャッシュを創出し、それを成長市場である米国

へ振り向ける事業ポートフォリオを構築していきます。国

内事業には利益を確保する役割を、米国事業には成長エ

ンジンとしての役割を、東南アジア事業には米国事業を支

える機能と地域自体の将来性を見据えた役割を担っても

らいます。それぞれの役割と期待リターンを明確にし、最

適な資本配分を進めることで、グループ全体の企業価値

を高めていきます。

投資家の皆さまへのメッセージ

　26中計では、営業利益1,000億円をはじめとする数値

目標を達成できない見通しとなりました。この結果は、経

営として重く受け止めています。一方、この3年間に実行し

た国内外の成長投資や適正な価格形成への取り組みは、

次期中計における収益基盤の強化につながるものと考え

ています。今後は、これらの投資成果を着実に利益とキャ

ッシュへ結びつけ、企業価値向上につなげていくことが重

要です。

　そのためにも、フリー・キャッシュ・フローの創出力を高

め、ROICスプレッドを軸とした資本規律を経営に定着さ

せていきます。成長投資は今後も必要ですが、財務健全性

を損なってまで拡大する考えはありません。投資リターン

を見極め、株主還元とのバランスを取りながら、資本を効

果的に配分していきます。

　株主・投資家の皆さまには、「どこで稼ぎ、どこへ投資し、

どのような成果を目指すのか」を、これまで以上に明確に

お伝えする必要があります。地域別・事業別の収益性や資

本効率を把握し、各事業の役割や期待リターン、事業ポー

トフォリオに関する判断を示せるよう、管理体制と情報開

示を充実させます。

　当社グループには、社会インフラや資源循環を支える公

共性の高い事業もあります。その価値は短期的な収益性

だけでは測れません。社会的価値と経済的価値を両立さ

せ、持続的な事業運営につなげる考え方についても、丁寧

に説明していきます。

　収益力と社会的意義を両立させ、その成果を株主・投資

家の皆さまに分かりやすくお伝えする。こうした取り組み

を通じて市場との信頼関係を深め、持続的な企業価値向

上を実現していきます。

財務戦略　─ 財務担当役員メッセージ ─

◉ PBR1倍超へ向けて〜当社の取り組み方針〜

（年度）2021 2022 202520242023

71.76

107.92 128.10
143.83

133.67

150.17

202.20

152.53

101.99

90.24

◉ TSR（株主総利回り）の推移
TSR（株式総利回り）（％）
比較指標：配当込みTOPIX （％）

価値創造ストーリー
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グローバル戦略の更なる推進
米国事業の深化と東南アジア事業の強化、
トレーディング事業の拡大により、さらなる成長を目指します

太平洋セメントって社名だけど…
海外でどんな展開をしているのかな

我が社は、その名の通り 環太平洋を中心に
世界中で事業を展開しているよ‼

グローバルネットワーク
新入社員
Aくん

1 2

太平さん太平さん

洋海さん洋海さん

日本からの輸出だけでなく、
現地に事業拠点を
有することで

でも、
そもそもなんで
海外に展開して
いるんですか？

すごいですね！

世界のセメント需要

その国での経済発展に貢献したり、
他の国への輸出を行ったりして
グローバルな事業体制を築いているんだよ

日本国内のセメント需要は減少しているけど
世界的に見れば需要はまだまだ成長している。
会社の持続的成長のため必要なのさ

それだけじゃないわ。
LCC（Low Carbon Cement）という
環境負荷の少ないセメントの提供を
通じて、低炭素社会の実現にも
貢献しているんです

なるほど！
だから当社は海外に事業を
展開しているんですね！

太平洋セメントは
未来を見据えて
世界を目指しているんだね

3 4

5 6 7

　26中計におけるグローバル戦略として、①既存事業の

収益基盤強化（米国事業の深化、フィリピン事業の拡大）、

②事業領域の更なる拡大（M＆Aの検討・実行、未進出エ

リア・未開拓事業への進出）、③トレーディング事業の拡大

（混合セメント展開、物流ネットワーク強化）の3つを掲げ

て取り組んできました。米国における生コン・骨材事業買

収、混合セメント化の推進、セメン・インドネシアグループ

とのパートナーシップによる物流ネットワーク強化など、

多くの実績をあげることができた一方で、策定当時に予期

していなかった地域紛争や各国政治状況の不安定化など

の地政学リスクにより、一部計画に乖離が生じるなど、次

期中計に向けての課題が見えてきました。

26中計の実行を通じて見えてきた論点

2026年度目標2025年度実績 2050年のありたい姿

4,100億円（中計目標）
450億円（中計目標）

3,312億円
214億円

● 各国・地域の市場特性に応じた強
固な事業基盤を構築し、事業を
展開する各地域においてセメント
産業のリーダーとなる。

● グローバルネットワークを活用し、
セメント・ＳＣＭｓなどの安定供給、
低炭素化および持続的な収益成
長を実現する。

● 各地域で培った技術・ノウハウを
相互に展開し、世界のセメント産
業の脱炭素化と循環型社会の実
現に貢献する。

売上高
営業利益

米国
● ヴァルカン・マテリアルズ社からの

生コン事業用資産買収と損益貢
献最大化

● 混合セメント化の推進
● ストックトンターミナル増設完工に

よるSCMs事業拡大

ベトナム
● 好採算エリアでの販売拡大、コスト

削減策強化

フィリピン
● 販売拡大
● コスト削減による損益の改善

米国

グライムスロック社および関連会
社からの骨材・生コン事業用資産
買収と損益貢献最大化

ベトナム

低品位炭の活用拡大等の原価低
減と米国向け輸出の最大化

フィリピン

工場リニューアル後の安定生産体
制確立

既存事業の
収益基盤の
強化

フリピン

ルソンDT（ディストリビューション・ 
ターミナル）完工

インドネシア

地盤改良事業の確立

インドネシア
ソルシ・バングン・インドネシア社・トゥバン
工場輸出桟橋完工と米国向け輸出開始

アジア

混合セメント拡販

インドネシア

セメン・インドネシアグループとのパ
ートナーシップ強化と現地法人設
立による地盤改良事業への進出

米国

米国向けセメント供給の安定化、
混合セメント拡大推進

アジア

混合セメント展開拡大

事業領域の
更なる拡大

トレーディング
事業の拡大

● 米国：人口増加と経済成長の継続
● 東南アジア：経済成長のポテンシャル大
● 世界市場：カーボンニュートラルの潮流

● 環太平洋に展開するバランスの取れたポートフォリオ
● 米国西海岸におけるセメント、骨材、生コン、SCMsの垂直統合型ビジネス
● 日本のフライアッシュを利用した混合セメントの輸出
● 長年のトレーディングで培った信頼とネットワーク

● 米国のAIデータセンターをはじめとするインフラ投資拡大
● 米国西海岸での低炭素型混合セメント市場への転換
● 東南アジアにおけるセメント需要伸長と混合セメントニーズの高まり

● 米国における高金利政策による建設需要の低迷・減速
● トランプ政権による予見不能な政策
● アジア市場における競合他社の能力増強と新規参入
● 地政学リスクを背景とした原燃料コストの増大

● 市場環境 ● 機会

● 強み ● リスク

中期経営計画達成に向けた戦略
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グローバル戦略の更なる推進

地政学的リスクの発現により、
一部目標の達成は厳しい状況ではあるものの、

次期中計以降に向けた成長要因となる種まきは着実に実行できた。

これまでの投資による利益貢献や原価低減の最大化を図るとともに、
脱炭素・循環型社会を支えるべく、Low Carbon Cement（LCC、混合セメント）を

コアとしたトータルソリューションを志向していく。
A A

Q 26中計達成に向けた見通しは？ Q 次期中計に向けた注力テーマは？

　米国事業では23中計期間におけるセメント工場の買

収、26中計期間における鉱山・生コン事業の買収により、

米国西海岸エリアにおける垂直統合を着実に進めてきま

した。ヴァルカン社の生コン事業資産買収が米国当局によ

る審査が想定より長引いたことで、26中計期間は一部の

利益貢献にとどまりますが、次期中計の初年度となる

2027年度からは一年を通した利益貢献が発現できるよう

になります。また、アジア事業においても、需要のピークア

ウトした中国セメント製造事業から撤退を果たした一方

で、フィリピンにおけるキルンリニューアルや当社が資本

参加したソルシ・バングン・インドネシア社トゥバン工場か

らの米国向け輸出開始など、全体最適化に向けたポートフ

ォリオの転換を進めてきました。

　当社が事業展開するエリアのうち、米国は先進国の中で

は珍しく、人口が増加し続けてインフラ投資のニーズが高

い市場です。当社は米国西海岸エリアにおける垂直統合

を実現し、当該マーケットにおけるプレゼンスは大きく向

上しました。また、東南アジアの国々は今後の人口増加や

インフラ投資ニーズをふまえれば、中長期的に成長余地の

大きいエリアです。こうした事業エリアの市場ポテンシャ

ルを背景とした持続的成長をさらに推進していきます。一

方で、世界的にカーボンニュートラルの潮流は年々勢いを

増しており、各国で低炭素型のセメントである混合セメン

トをはじめとしたLow Carbon Cementのニーズが高ま

っています。各国・各地域のニーズに応じたLow Carbon 

Cementを開発・供給し、グローバルな視野での脱炭素社

会実現に貢献します。

今後の戦略

米国事業の深化

　23中計までは、進出地域におけるセメン
ト需要の拡大を踏まえ、セメント工場の買収
などを通じて、セメント供給能力を拡大して
きました。
　26中計では、グライムスロック社の骨材・
生コン事業資産およびヴァルカン・マテリア
ルズ社の生コン事業資産の買収などを通じ
て、セメント事業を中核に、骨材・生コンなど
関連事業の裾野を広げ、垂直統合型の事業
基盤の拡大・深化を進めています。
　また、カリフォルニア州北部のストックト
ンターミナルでは大型サイロを増設してお
り、これらの取り組みを通じて、セメント・生
コン・骨材に加え、SCMs事業の基盤も強化
し、地域市場の多様なニーズに応えるトー
タルソリューション提供企業として、さらな
る成長を図ります。

東南アジア事業の拡大

　26中計期間の東南アジア事業では、厳しい事業環境の
中、コスト削減をはじめとする収益力の改善に取り組むと
ともに、各国の市場特性や事業の役割に応じた施策を進め
てきました。
　ベトナムでは、コスト競争力の向上を図りながら、国内販
売の強化と米国などへの輸出拡大に取り組んでいます。
　フィリピンでは、ルソン島におけるディストリビューショ
ンターミナルの整備を進める一方、事業環境の変化などを
踏まえ、2026年2月に減損損失を計上するとともに、収益
力の回復に向けた事業構造改革を進めています。
　インドネシアでは、現地資本とのパートナーシップのも
と、トレーディング事業における輸出拠点としての機能強
化と、米国向け輸出の拡大に取り組んでいます。
　今後も、それぞれの国・地域における事業の特性と役割
を踏まえ、収益基盤の強化と成長機会の獲得を進めていき
ます。

トレーディング事業の拡大

　当社トレーディング事業には日本からの輸出と日本以
外の第三国から別の第三国へ輸出する三国間貿易の2本
の柱があります。日本からの輸出においては、日本国内工
場の稼働率維持を最優先として、新たに中南米など遠方の
新規顧客の開拓に取り組んでいます。また、三国間貿易に
おいては、ギソンセメント社などの従前からの出荷拠点に
加えて、インドネシアの拠点が新たに稼働したことで、ト
レーディングビジネスにおけるポートフォリオの最適化に
近づきました。また、世界的にカーボンニュートラルへの意
識が高まるなか、各国・各地域の顧客ニーズにあわせて混
合セメントの開発・供給に取り組む一方で、その混合材で
あるSCMs の確保にも力を入れており、戦略的商品として
他社との差別化を図っていきます。

◉ セメント・クリンカ・バルクマテリアルの取扱数量推移

2021 2022 2023 2024 2025（年）

セメント
クリンカ

日本から
の輸出

4,146 2,438 2,552 3,025 3,320

三国間
貿易

2,892 3,123 3,548 3,183 2,796

バルクマテリアル※ 1,030 1,292 1,536 1,959 1,883

（単位：千t）

※ バルクマテリアル：フライアッシュ、スラグ、石膏など

CPC既存生コン工場
Vulcan社生コン工場（今回買収）
CPCセメント工場
CPC輸入セメントターミナル

CPC骨材採石場
CPC内陸セメントターミナル

凡例

サクラメント地区

★
Reno

Sacramento

San Francisco
San Jose

Fresno

Riverside

Stockton

Las Vegas

Los Angeles

San Diego

★

★
★

★

★

★

★

★

ナパ/ソノマ地区

ラスベガス地区

リバーサイド地区

サンディエゴ地区

ベイエリア地区

ベンチュラ地区

セントラルコースト地区

メトロ地区

セントラルバレー地区

Redding工場

Mojave工場

Oro Grande工場

★

NV
CA

＜カリフォルニア州における事業拡大＞

中期経営計画達成に向けた戦略

私
た
ち
の
存
在
意
義

中
期
経
営
計
画
達
成
に
向
け
た
戦
略

マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
の
進
捗

事
業
概
況

ガ
バ
ナ
ン
ス

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

TAIHEIYO CEMENT REPORT 2026

56 57



混合セメント化への取り
組みを進めているオログ
ランデ工場

左／ SCMs用サイロ2
基増設中のストックト
ン輸入ターミナル
右／ソルシ・バングン・
インドネシア社セメン
ト輸出用桟橋

［特集］カリフォルニア（CA)州における
生コン事業買収
～26中計の集大成と次期中計への架け橋～

当社米国事業にとって26中計の集大成となるプロジェクトであり、
同時に次期中計における新たな成長への架け橋となる、非常に重要な取り組みです。
太平洋セメントグループとして過去最大の投資ですが、
既存事業とのシナジーと新たな事業機会の創出により、高い収益性を実現します。

712百万ドル 41 3百万cubic yard※ 130百万ドル

買収額 生コン工場 生コン販売数量 EBITDA

北CA：28
南CA：13

当社グループ
過去最大の投資

CA州での販売数量が
約3倍へ

（含むシナジー）

（生コン販売数量・EBITDAは2029年目標値）
※ 1cubic yard=約0.765m3

供給基盤と川下事業をつなぎ、新たな成長へ

投資の背景・当社の強み　 ねらい・効果

市場の魅力
CA州のセメント需要は全米第2位の規模

［サンフランシスコ地域を中心とする北CA］
● 世界的なIT 企業や研究機関、スタートアップが集

積するイノベーションの中心地
● AI 関連のデータセンターや電力インフラへの大型

投資による需要拡大
● 低炭素建材への強い需要

［サンディエゴ地域を中心とする南CA］
● IT、海上・陸上貿易、防衛など多様な産業基盤によ

る安定した需要
● 温暖な気候を背景にした人口増加にともなう住宅需要

供給側の特徴

● サンフランシスコ、サンディエゴ両地域では域内のセ
メント生産能力が限定的

 サンフランシスコ地域は主に輸入依存

● 西海岸ではスラグ・フライアッシュなどのセメンティ
シャスマテリアル（SCMs）の調達が困難

 一方、環境先進企業の集積に加え、コンクリート
の耐久性確保の観点からSCMs の需要が強いの
が特徴

供給基盤強化の取り組み

 輸入ターミナルのSCMs用サイロ増設
 内陸ターミナルのセメント受け入れ・出荷能力増強
 工場の混合セメント化によるセメント供給能力拡大
 太平洋セメントによるセメン・インドネシアグループ
との資本・業務提携を通じた輸入ソース確保

当社の強み

［サンフランシスコ地域］
輸入ターミナル＋内陸ターミナル2拠点

［サンディエゴ地域］
CA 州屈指の生産能力を有するオログランデ工場＋
内陸ターミナル

カルポルトランド社の戦略的な供給拠点

［セメント］
関係会社などを基盤とした安定かつ大規模な調達力

［SCMs］
日本の鉄鋼・電力会社との強固な関係による大規模
な調達力

［国際物流網］
セメント・SCMs 等のトレーディングにより培われた
大規模な国際物流網

グループの調達力・物流網

既存資産の価値を高め、次期中計の成長をけん引

収益拡大

セメント・SCMs・
生コンの収益拡大

資産効率向上

既存資産の
稼働率向上

安定供給強化
主要原料から
製品までの

サプライチェーン
確立

CNへの貢献

低炭素材料・
製品の普及拡大

強固な
サプライチェーン

の構築
セメント・SCMsから
生コンまでをつなぐ

生コン事業
の拡大

北CA：新規進出
南CA：既存事業との
シナジーを生かした

事業拡大

安定した
供給先の確保

セメント・SCMsの
供給力を収益化

供給基盤 × 生コン41工場 ＝ 垂直統合と事業拡大

買収した
生コン工場

買収のねらい

効果

中期経営計画達成に向けた戦略
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［特集］現地（太平洋セメントU.S.A.×CalPortland）トップが語る

次期中計に向けて

原　米国事業として掲げた「2030年のありたい姿・ある

べき姿」実現に向けて多くの施策を実行してきました。次

期中計では、これらの取り組みを継続すると同時に、その

成果を数値で示していきます。

Mullen　北CAでは、将来的に生コン販売数量が年間2

百万cyに達すると見込んでおり、今後もターミナルの能力

の増強や効率化に取り組みます。SCMsについては、太平

洋セメントの佐伯アッシュセンターの活用による輸入数量

　米国には数多くの成長機会があります。今後も、地域

軸での横展開と、製品軸での事業領域の拡大という二つ

の方向から、新たな事業機会を捉え、成長を追求してい

きます。

の拡大も期待しています。この地域では、FAの取扱量は年

間20万トンを目指しています。

　南CAにおいては、確立した広域な事業基盤を生かし、

各種シナジーの最大化に注力します。

常務執行役員
グローバル事業本部
副本部長
太平洋セメントU.S.A.社長

原 剛
CalPortland プレジデント

Bill Mullen※ 太平洋セメントU.S.A.社は当社100%出資の持株会社で、CalPortland社の株式を100%保有しています

原　当社グループ最大の課題である安全に引き続き注力

していきます。カルポルトランド社では、近年の取り組みが

成功し、2024年および2025年の労働時間あたりの労災

コストは、それ以前の5年間の平均と比べて33％減少しま

した。

Mullen　生コン車などの自動車事故の低減にも取り組

んでいます。例えば、生コン車の車内にAI機能を搭載した

モニタリングカメラの導入などにより、事故損害額は大幅

に減少しています。

　こうした安全対策によるリスク低減と、今回の買収にと

もなう事業規模の拡大を背景に、今年10月1日からキャプ

ティブ保険※を導入する予定です。

　安全対策による事故損害額の低減を保険コストの低減

に直接つなげていきます。

原　CA 州ではCO2排出権取引制度が導入されています

が、2025年に「Cap-and-Invest（キャップ・アンド・インベ

スト）」へ名称が変更され、2045年まで延長されました。ま

た、年間の排出枠も一段と厳格化され、将来的には排出権

価格への上昇圧力が強まると考えられます。

Mullen　今回の制度改定にはCPCにとって有利な内容

も含まれています。従来、無償排出枠はクリンカ生産数量

に基づいて割り当てられていましたが、新制度ではセメン

ト生産数量に変わり、CPCが開発・販売において先行して

いる混合セメントに有利な内容となりました。今後も混合

セメントの拡販に注力し、CO2排出原単位削減によるCN

への貢献および関連コストの低減、市場における競争優

位性の確立を目指します。

　リサイクル燃料の使用拡大にも取り組んでいきます。オ

ログランデ工場では木くず受け入れ・投入設備を新設し、

石炭などからの置き換えを進めています。

　天然ガスによる焼成も拡大していきます。石炭に比べて

単位熱量あたりのCO2排出量を約50％削減できます。モ

ハベ工場では1年以上にわたり天然ガスのみで焼成を行

っており、運転・設備上のノウハウも蓄積されました。得ら

れたノウハウを他工場にも展開していきます。

　車両のCO2排出削減も進めます。今回取得した南CAの

生コン工場はCNG（圧縮天然ガス）車や充てんステーショ

ンを所有しており、CNG車数は約2倍に拡大しました。デ

ィーゼル車に比べ、CO2やNOx・SOxなどの排出を大幅に

削減できます。

原　混合セメントへの転換は世界的に進んでおり、日本で

も今後進展することが見込まれます。そのために太平洋セ

メントとしても混合セメントに関するノウハウを蓄積する

ことが不可欠です。

※ キャプティブ保険：企業が第三者の保険会社に全面的に依存するのではなく、自
らキャプティブ保険会社を設立し、当該保険会社が自社グループ向けの保険を引
き受ける仕組み

Mullen　ノースウェスト地区（ワシントン州・オレゴン州）

におけるスラグ輸入・販売事業を拡大します。現在は既存

の輸入セメント用サイロを使用していますが、2026年8月、

オレゴン州のポートランド・ターミナルに隣接する遊休穀

物ターミナルを取得しました。当面はストックトン・ターミ

ナルでスラグの輸入・販売に使用している水上サイロ（ゴ

ールデンアロー号）を移設して活用します。これによりポー

トランドにおける取扱可能量は約2倍になる見込みです。

　南CAではポゾラン鉱山を保有し、SCMsとしてセメント、

生コンに使用していますが、新たにスラグの輸入を開始す

べく取り組んでいます。

生コンの混合材としてだ

けでなく、新たな混合セ

メントの開発にも取り組

んでいきます。

原　CPC の規模が拡大するなか、ガバナンスの重要性は

ますます高まっています。そうしたなか、2023年にCEO直

属の内部監査部門を新設、既存のJ-SOX部門を統合し、監

査機能の拡充を図りました。今後も、その実効性の向上に

取り組んでいきます。

　また、情報システムおよびサイバーセキュリティの強化

にも注力していきます。基幹システムであるSAPも導入か

ら約20年が経過しています。基幹システムの更新やAIの

活用など、情報システム全般の高度化を進めながら、サイ

バーセキュリティを強化していきます。

Mullen　米国も日本と同様に、従業員の高齢化や退職に

ともなう人材流出、ノウハウの散逸が課題となっています。

そこでCPCは、2025年に社内向けオンライン教育機関と

してADVANCEMENT Instituteを立ち上げました。現

在、生コン営業スタッフ向けやセメント工場オペレーター

向けの講義などが開講されており、今後も拡充していきま

す。講義内容の作成には、退職者もかかわっており、135年

という長い歴史の中で培われてきた実践的なノウハウを

学ぶことができます。

　将来的には、教育サービスとして顧客や地元住民への

提供、さらには大学との提携による学位取得プログラムの

構築も目指しています。こうした取り組みを通じて、セメン

ト産業やCPCへの理解を深めるとともに、プレゼンスを高

め、将来の人材確保にもつなげていきます。

原　生産管理、品質管理など横展開できる講義が多くあ

ります。これらをグループ共有の財産として活用し、人材

力・組織力の底上げ、ひいては企業価値の向上につなげて

いきたいと考えています。

ゴールデンアロー号（手前）

営業スタッフ向け講義Web画面

最重要の取り組みについて
サステナビリティ

カーボンニュートラルへの取り組みについて
成長戦略 サステナビリティ

SCMs拡大に関する取り組みについて
成長戦略

ガバナンス強化に関する取り組みについて
事業基盤強化

人材育成に関する取り組みについて
事業基盤強化

中期経営計画達成に向けた戦略
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「26中期経営計画」の進捗

　26中期経営計画期間を振り返ると、コロナ禍による世

界経済の停滞、ウクライナ情勢を契機とした燃料価格の高

騰、世界的なインフレの進行や高金利環境の長期化など、

事業環境はかつてないほど不確実性を増しました。米国で

は住宅市場の減速によってセメント需要が落ち込み、東南

アジアでも景気低迷や政治・社会情勢の変化が事業に影

響を与えました。一方で、私たちはこうした環境変化を短

期的な景気変動として捉えるだけではなく、その先にある

成長機会にも目を向けてきました。

　太平洋セメントグループは現在、日本、米国、東南アジア

の3極を重要な事業基盤としています。それぞれの市場環

境や成長ステージは異なります。しかし、その違いがある

からこそ、市場環境に左右されにくい事業基盤を構築する

ことができます。どこかひとつの市場に依存するのではな

く、それぞれの地域が果たす役割を組み合わせながら、環

境変化に強い事業ポートフォリオを構築していくことが重

要だと考えています。

　26中計期間に進めてきた様々な施策も、その考え方に

基づくものです。米国では将来の需要拡大を見据えた事業

基盤の強化を、東南アジアでは次の成長を支える拠点や事

業の整備を進めました。個々の投資案件は地域単位に見え

ますが、それらは独立した施策ではなく、グローバルでの

成長力を高めるための基盤整備と位置づけています。

成長を牽引する中核市場：米国事業

　米国は世界最大の経済圏であり、中長期的な成長力と

いう点でも引き続き大きな魅力を持つ市場です。足元では

高金利の影響によって住宅市場が低迷していますが、一

方で半導体や電池関連工場、AIデータセンターなど、新た

な需要も着実に広がっています。公共投資についても今後

の需要を支える重要な要素になると見ています。

　こうした市場環境を見据えながら、当社は垂直統合によ

る事業基盤の強化を進めてきました。セメント事業は景気

変動の影響を受けやすい側面がありますが、骨材や生コン

まで含めて事業領域を広げることで、収益基盤の安定化

を図ることができます。その考え方のもと、セメント事業お

よび生コンクリートならびに骨材事業用の資産買収を進

めました。マーティン・マリエッタ・マテリアルズ社からの

セメント工場（レディング工場）・セメント輸送基地・14カ

所の生コン工場買収、グライムスロック社等からの骨材・

生コン事業用資産の買収、ヴァルカン・マテリアルズ社か

らの大規模な生コン事業用資産等の買収によって、長年

取り組んできた垂直統合戦略が大きく前進しました。

　もうひとつの成長ドライバーが混合セメントです。米国

では環境負荷低減への関心が高く、混合セメントの普及が

急速に進んでいます。そこで長年培ってきた研究開発力を

生かし、従来と同等の強度や耐久性を確保しながらCO2排

出量を削減できる製品開発を進めてきました。特にカリフ

ォルニア市場では土壌条件などから高い技術力が求めら

れますが、こうした市場ニーズに応えることで競争優位を

構築しつつあります。混合セメントの拡大は環境面だけで

なく、設備利用効率の向上や生産能力の拡大にもつながり

ます。環境性と経済性を両立できる点は、当社が持つ大き

な強みのひとつです。26中計期間に整備してきた基盤を生

かしながら、次期中計では収益拡大につなげていきます。

次の成長機会を育てる戦略市場：東南アジア事業

　東南アジアは現在、厳しい事業環境に置かれています。

とりわけフィリピンでは、景気低迷や輸入品との競争激化

などによって事業環境が悪化しました。しかし、私たちは

長期的にはポジティブという見方を変えてはいません。

　フィリピンを例にとれば、平均年齢は約26歳と若く、人

口も増加を続けています。都市化の進展や住宅需要の拡

大、今後のインフラ整備の必要性を考えると、将来的な成

長余地は依然として大きいと考えています。現在は収益改

善に向けた取り組みを進めながら、需要回復に備えた販

売基盤の整備を進めています。

　ベトナムでは経済成長が続いており、ギソン社工場も高

い稼働率を維持しています。現地需要への対応に加え、米

国向け輸出拠点としても重要な役割を果たしています。コ

ストダウンや廃熱発電設備の導入などによって競争力を

さらに高めていく考えです。

　インドネシアは、当社のグローバル戦略の中でも特に重

要な位置づけにあります。ソルシ・バングン・インドネシア

社への資本参加は、米国向け輸出拠点を確保するという

目的に加え、新たな事業機会の創出という意味も持ってい

ます。すでに輸出桟橋の整備によって米国向け輸出が始ま

り、地域間の連携が形になりつつあります。

　また、軟弱地盤を抱える同国では、地盤改良事業におい

て大きな成長可能性があり、当社100％子会社の小野田ケ

ミコ社と連携し、当社グループが有する技術やノウハウを

生かした新たな事業づくりを進めています。

　東南アジアは、短期的には厳しい市場環境が続いてい

ますが、人口構造や都市化の進展といった成長の土台は

変わっていません。当社グループが持つ技術や事業モデ

ルを展開できる余地は大いにあります。将来の成長機会

を育てる市場として、長期的な視野で基盤を整備していき

ます。

世界の需要と供給を結ぶ機能：トレーディング事業

　太平洋セメントグループのグローバル事業を語るうえ

で欠かせないのがトレーディング事業です。私はこの事業

を、各地域の事業やパートナーをつなぐ「神経系」や「血管」

のような存在だと考えています。商社を介さず、セメントや

混合材を世界各地へ供給することで、各地域の需要と供

給を結びつけ、市場情報や人脈を蓄積することができ、次

の事業機会を見出すうえでも大きな強みになっています。

世界を舞台に活躍する人材を育てる

　グローバル事業の成長を支えるうえで、人材の育成も

重要なテーマです。

　当社では海外トレーニー制度や海外語学留学制度な

ど、若手従業員が海外で実務を経験する機会を設けてい

ます。現地で多様な価値観に触れることは、語学力だけで

なく事業を見る視野を広げることにもつながります。

　今後重要になるのは、日本と海外を別々の事業として捉

えるのではなく、世界全体を見ながら事業を考えられる人

材を育てることです。日本はグローバル事業の外側にある

のではなく、その一部です。私たちが働くフィールドは世界

であり、それぞれの地域が持つ強みや課題を理解しなが

ら、グループ全体の成長を考えられる人材が、これからの

グローバル戦略を支えていくと考えています。

地域ごとの役割を生かし、
グループ全体で成長を実現する

　グローバル事業の強みは、異なる市場環境を持つ地域

がそれぞれの役割を担いながら、相互に補完しあえること

にあります。米国は収益成長を牽引し、東南アジアは将来

の成長機会を担い、日本は安定した事業基盤と技術力を

支える市場として、異なる役割を持っています。

　各地域の市場環境は常に変化します。しかし、その変化

の中にある成長機会を見極め、各地域の強みを組み合わ

せながらバランスの取れた事業ポートフォリオを構築する

ことで、環境変化への対応力を高め、持続的な成長を実現

していきます。

　米国、東南アジア、日本がそれぞれの役割を果たし、そ

の成果をグループ全体へ還元していくことで、競争力と企

業価値の向上につなげていきます。

3極の強みを掛け合わせ、
強い事業ポートフォリオを

築く

代表取締役副社長
グローバル事業
本部長

深見 慎二

世界をつなぎ、グループ全体の成長につなげる

中期経営計画達成に向けた戦略
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国内事業の再成長
価格の適正化とプレゼンス向上で、 国内事業を再生します。

　当社は長い歴史をもつセメントの国内トップサプライヤ

ーです。災害復興や社会のレジリエンス対策を含め、国内

全域に安定供給できる能力を保持することで、社会に欠く

ことのできない存在としての地位を確立しています。また

地域社会や他産業で発生する廃棄物・副産物に加え、自然

災害などで発生した災害廃棄物もセメントの原燃料とす

ることで、循環型経済の形成や被災地復旧などの社会的

課題の解決にも貢献しています。26中計では、セメント価

格の適正化への取り組みに加え、デンカ（株）のセメント販

売事業承継により国内市場におけるプレゼンス向上を図

り、営業利益率10％以上を目指します。

26中計の実行を通じて見えてきた論点

2026年度目標2025年度実績 2050年のありたい姿

● 2027年４月出荷分より1トンあたり
3,000円値上げの実現

● 営業利益率10％以上の達成

● 1トンあたり2,000円値上げの早
期浸透

● サプライチェーン全体で価格転嫁
を促す取り組みを実施

● 適正価格維持により、事業の持
続可能性を保ち、脱炭素社会の
実現と共生

価格政策の
抜本的見直し

● 営業 DX の推進（全社で取り組み
予定の業務標準化の推進）

● 情報共有プラットフォームの構築
および運用

● 全社横断的な情報共有化の推進

● セメント、骨材および関連製品の
ワンストップサービスの実現

トータル
ソリューション
の提供

● 設備の安全化
● 物流業界の2024年問題への取り組

み継続

● 各出荷拠点で働く人材確保
● 古くなったセメント船をリニューアル

● 実質CO2排出ゼロの輸送ネットワ
ーク

● 人の介在を最小化した次世代ロ
ジスティクス

販売物流
体制の強化

● 工事現場における慢性的な人手不足等が原因で、施工会社の手
持工事高は積み上がっており、消化しきれない状況が続く

● 台風や線状降水帯発生による集中豪雨、日本海側での大雪等、悪
天候による影響も押し下げ要因となっている

● トップサプライヤーとして、セメントを安定供給している
● セメントの代替素材はない
● 地域社会や他産業で発生する廃棄物・副産物に加え、自然災害な

どで発生した災害廃棄物もセメントの原燃料として受け入れ、社
会課題解決のために貢献している

● 新技術（Ｃ２ＳＰキルンなど）開発による循環型社会実現への貢献

● 老朽インフラの維持・更新需要
● 循環型経済への貢献（環境配慮型製品など）
● レジリエンス社会の実現
● サプライチェーン国内回帰による新規投資

● 国内需要減少
● 製造原価、環境保全コスト、人件費の高騰
● 人口減少、人手不足
● 生産設備の老朽化
● 脱炭素、エネルギー価格

● 市場環境 ● 機会

● 強み ● リスク

需要は減っているのに
太平洋セメントは工場を多く保有している…
なぜだろう

国内生産拠点

セメント工場はこれらの課題解決に
大きく貢献しています

（株）トクヤマ
セ
メ
ン
ト・

固
化
材

販
売
事
業

だから… 持続可能な経営を目指して様々な施策に取り組んでいます

国内のセメント需要は
年々減少しているけど…

それは、日本社会に
セメント工場が
不可欠だからです

セメント工場が減少すると
十分な対応ができなく
なるのね

工事現場での
慢性的な
人手不足

週休二日制の
拡大

鉄骨造など建築構造の変化

復興用のセメント

災害のがれき処理

廃棄物処理問題

インフラ老朽化問題

1

4

2 3

新入社員
Bさん

5

収益重視への転換

国内事業のプレゼンス向上

混合セメント輸出による
工場稼働率の維持

譲渡

太平洋セメントは、国内工場を
維持することが社会課題の解決に
不可欠と考えて頑張っています

6

中期経営計画達成に向けた戦略
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セメント

骨材 混和材

関連製品

All in ONE

建設生産者・
建材製造等事業者の

脱炭素化の取り組み

投資家・金融機関、
建築物利用者による

評価

(千t)
50,000 20,000

40,000 16,000

30,000 12,000

20,000 8,000

10,000 4,000

(円/t)

（年度）2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
0 0

■セメント国内需要：左軸　 セメント価格（東京）：右軸

脱炭素化に
取り組んだ建材等や
建築物の需要拡大

建築物LCAの
実施による脱炭素化の

取り組みの可視化

国内事業の再成長

収益性の向上を図り、営業利益率10％以上を目指しますA

Q 26中計達成に向けた見通しは？

持続可能な国内事業構造の確立を目指しますA

Q 次期中計に向けた注力テーマは？

　セメント国内需要は、慢性的な人手不足や工事現場の

週休2日制の拡大に加え、建設コストの高騰、建築構造の

変化等複合的な影響を受け低調に推移しています。この

ような状況のもと、当社はシェア重視から収益重視へと方

針を転換し、2025年4月出荷分より1トンあたり2,000円

のセメント価格改定を実施しました。2026年は効果の最

大化が期待されます。また、デンカ（株）のセメント販売事

業承継にともない、販売数量の増加による収益拡大に加

え、国内流通市場における当社プレゼンスの向上、国内生

産物流体制の最適化、関係会社株式取得による当社グル

ープ営業力の強化により、さらなる収益の拡大を図りま

す。これらの取り組みにより、営業利益率10％以上の達成

を目指します。

　国内のセメント需要は大幅な回復が見込みにくい状況

にありますが、老朽化インフラの更新、防災・国土強靱化

への対応など、今後需要の伸長が期待される社会のニー

ズは「量」から「質」へと転換しています。当社はこの変化を

成長機会と捉え、今後は機能に着目したインフラソリュー

ションの提供を強化していくことで、「社会の持続性とレジ

リエンスを支える会社」へと進化していきます。セメント価

格については、引き続きサプライチェーン全体でご理解を

いただきながら価格転嫁を進め、着実な改善を図ります。

また、（株）トクヤマのセメント販売事業承継を契機として、

国内セメント事業の生産・物流・販売体制の最適化を推進

し、事業全体の効率性と収益基盤を高め、持続可能な国内

事業構造の確立を目指します。

今後の戦略

価格政策の抜本的見直し

　当社はサプライチェーン全体で持続可能な産業構造へ
の転換を図るため、価格の期間契約化を推進します。また
次年度の契約単価に関する価格方針を約1年前に公表し、
サプライチェーン全体での価格転嫁を促すことで引き続き
価格の適正化を目指します。

生産体制の強化

　（株）トクヤマのセメント販売事業承継により国内物流量
が増加、生産販売体制の見直しと整備が課題です。生産部
門においては、国内向けセメント生産数量が減少するなか
で、工場稼働率を上げる絶好の機会であり、工場設備の強
靱化も図りながら、より高いレベルでのセメント安定供給
の実現に向け取り組みを進めます。また、変化するエリア別
販売数量に対しても、生産部門と物流部門との連携により、
最適生産販売体制構築の準備を進めていきます。
　また、国際的に進む脱炭素社会実現に向け、省エネル
ギー施策の実行とリサイクル品活用による熱量代替率向
上とカーボンニュートラル実現に向けた活動を強く推し進
めます。

トータルソリューション

　セメント、骨材、関連製品等のワンストップ体制による
トータルソリューションの実現を目指します。あわせて、超
長寿命コンクリートや環境配慮型コンクリートなど当社技
術を結集し、インフラの安全性・耐久性・環境性能を高め、

「量」から「質」への市場変化に対応します。

建築物LCAへの対応

　建築物LCAの制度化は、当社の脱炭素関連技術を、セメ
ントユーザーに対する直接的な価値提供へとつなげる好
機となります。本制度において、より魅力的な提案を実現で
きるよう業界をリードし、その仕組みづくりを推進します。

環境配慮型セメントへの取り組み

　高炉セメントC 種をはじめとする低炭素型混合セメント
など、国が推進するGX政策や、公共調達における優先採用
といった制度的後押しを背景に、ニーズが高まる環境配慮
型セメントの販売拡大を推進します。

（株）トクヤマセメント販売事業承継のねらい

　（株）トクヤマのセメント販売事業承継を通じて顧客基
盤と販売網を拡充するとともに、生産・物流体制の最適化
を推進することで、国内事業全体の効率性と収益基盤を強
化し、持続可能な事業構造の確立を目指します。

◉ セメント国内需要・価格推移

中期経営計画達成に向けた戦略
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国内事業の再成長のための製造資本
サステナブルな生産体制を構築し、 国土強靱化のための重要資材供給を担い続けます。

　半世紀以上稼働している設備が多いなか、安定した生

産・供給体制を維持していくため、設備の強靱化に取り組

むとともに、省エネルギーや原価低減を目的とした機能改

善をともなう設備更新を進めます。また、工場の運転自動

化ならびに、自律型ドローン等を活用した、場内パトロー

ルの省力化や設備管理システムのＤＸ化により、スマート

ファクトリー実現の取り組みも継続して進めます。

　品質保証においては、品質管理マネジメントシステムの

運用を継続するとともに、これから取り組む「混合セメント

製造・出荷の推進」「低炭素型混合セメント生産出荷」にお

いても、当社が創業以来培ってきた技術を発揮してユー

ザーの皆さまに満足いただける品質の製品を供給してい

きます。

　大分工場でセメント製造の工程管理をしています。特にリサイクル燃料を取り入れた焼成プロセ
スは絶え間なく変化するため、その時々の焼成状況を見極めて最適な状態にすることに仕事の面
白さを感じています。今後は現場のDXやデジタル化が重要となります。これまで培ってきた技術や
経験を生かして次世代の工場づくりに貢献したいと考えています。

多様なニーズと時代の変化に応える工場づくりへの貢献VOICE

大分工場　製造部製造課　三浦 和也

2025年度実績 2026年度計画 2050年のありたい姿

● 佐伯アッシュセンター輸出拠点化工事開始
● コスト競争力強化

リサイクル品の収集強化
化石エネルギー代替率30.4％（国内）

● スマートファクトリー化技術開発
設備管理AI化
自動制御、統合監視化

● 従業員･協力会社一丸となっての災害防止
● 熱量代替率最大化
● 混合セメントの生産・輸出体制加速
● 設備強靱化の計画と実行
● スマートファクトリー化技術のさらなる進化

● カーボンニュートラル工場による操業
● スマートファクトリーの実現
● 労働生産性の最大化達成

労働災害撲滅

　事業所で働くすべての人の労働災害を防止するため、安全
保安衛生活動をグループで組織的に展開しました。各事業所
では日々全員で安全管理の体制および意識向上を図っていま
す。2026年度は、特に「5S活動」「リスク撲滅」「設備の本質安全
化」を推進します｡

混合セメント化へのシフト加速

　海外向け混合セメントの供給体制を強化するため、佐伯アッ
シュセンターに分級フライアッシュを活用した混合セメントの
製造・出荷設備を建設中です。国内ではデイ・シイ社川崎工場
を製造・出荷拠点として低炭素型セメント「高炉セメントC種」
の販売を開始しました。

総合工場に向けた体制整備

　資源事業における石灰石、環境事業における廃棄物・副産物
はセメント製造において重要な代替原燃料であり、3事業はバ
リューチェーンとして密接につながっています。この利点を生か
して「総合工場」として利益拡大や生産性向上を図ります。

熱量代替率最大化

　カーボンニュートラル推進および石炭調達リスクに備え、廃
棄物・副産物による熱量代替率最大化に取り組んでいます。特
に廃プラスチック処理拡大においては、Ｃ２ＳＰキルン派生技
術の採用、前処理の高度化による燃料価値向上を進めます。

工場設備強靱化

　老朽化設備の更新と省エネルギー・原価低減に資する機能
改善を推進しています。廃熱・自家発電設備の更新・転換を進
め、熊谷工場および埼玉工場ではガス発電設備の導入を完了
し、藤原工場も導入工事を進めています。今後も安定生産に
向けた工場設備の強靱化を進めます。

技術の伝承

　熟練技術者の知見継承を重要課題とし、ベテラン従業員を
講師とした集合教育やテクノスクール等の実践教育を実施し
ています。また、従業員を海外工場へ短期派遣して、非日常と
多様性を体験させることでいかなる環境でも能力を発揮でき
る人材を育成しています。

中期経営計画達成に向けた戦略
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国内事業の再成長のための知的資本
石炭価格の高騰をはじめとする事業環境の変化に対応するため、
化石エネルギー代替技術の高度化を推進しています。化石エネルギー代替の活用拡大は、
セメント製造におけるエネルギーコスト低減を通じた収益基盤の強化に加え、
CO₂排出量の削減に直結します。このため、当社はこれらの技術の確立と実装を
重要課題と位置づけ、重点的に取り組んでいます。

　セメント製造では、約1,450℃の高温でクリンカ

とよばれる中間製品を製造するため、大量の熱エ

ネルギーを使用します。従来は化石エネルギーを

主要な熱源としてきました。しかし、近年の石炭価

格高騰などを背景に、収益性を確保しながら安定

的なセメント生産を維持するために、化石エネルギ

ーの削減が重要となっています。さらに、化石エネ

ルギーの削減はCO2排出量の削減にも直結するこ

とから、カーボンニュートラルの実現に向けても、

その重要性が高まっています。

◆バーナーの改良による燃焼効率の向上

　一部の廃プラスチックはキルンバーナーから投

入し燃焼させていますが、種類や形状の多様性に

起因して燃焼性にばらつきがあるため、キルン内の

燃焼の進行や火炎安定性の確保が課題となりま

す。当社では、熱流体シミュレーションにより廃プ

ラスチックの燃焼挙動を解析し、バーナーからの空

気や廃プラスチックの投入条件の最適化を図るこ

とで、燃焼の均一化と安定化に資するバーナー改

良にも取り組んでいます。

◆廃プラスチックなどに含まれる塩素分を
取り除く「塩素バイパス」の性能向上

　廃プラスチックには、セメント品質や製造工程に

影響を及ぼす塩素分を含むものがあります。当社

では、当該塩素分を製造工程中で分離する「塩素バ

イパスシステム」を開発・実装し、80～90%の高い

塩素除去率を実現しています。現在、さらなる廃プ

ラスチックの利用拡大に向けて、塩素バイパスシス

テムの抽気率向上を中心とした設備能力の強化に

取り組んでおり、塩素除去性能を維持・向上させな

がら、現行比1.5倍の処理能力を実現する技術開

発を進めています。

◆酸素を加えて燃焼を促進する
「酸素富化技術」の開発

　燃焼性の低い廃プラスチックを多量に使用する

場合、燃焼がキルン内で十分に完結せず、未燃分

の発生や熱分布の不均一化によりクリンカの品質

へ影響を及ぼすことがあります。この課題に対し、

酸素を追加供給して燃焼を促進する「酸素富化技

術」の開発を進めています。これにより、より多くの

廃棄物を効率的に熱エネルギーとして活用するこ

とができます。

　これらの技術開発を積み重ねることで、次期中

計中の化石エネルギー代替率80％の達成に向け

た技術確立を目指すとともに、国内事業の再成長

を支える収益基盤の強化に貢献していきます。

なぜセメント産業では化石エネルギーの削減が必要なの？1

具体的な開発内容は？4

　各種産業や一般家庭から発生する廃棄物には、

熱エネルギーを有するものがあります。当社では、

これらを化石エネルギーの代わりとして有効活用

する取り組みを進めています。活用可能な廃棄物

としては、廃プラスチック、紙くず、木質バイオマス、

廃油などが挙げられます。なかでも廃プラスチック

は高い発熱量を有しており、廃棄物の削減と化石

エネルギー使用量の低減に貢献できる有用なリサ

イクル資源です。当社ではこうした利点に着目し、

廃プラスチックの利用拡大に向けた技術開発と活

用促進に取り組んでいます。

化石エネルギーの代わりに何を活用しているの？2

　廃プラスチックは燃焼特性が異なるほか、セメン

トの品質や製造工程に影響を与える成分を含む場

合があります。このため、安定的な利用を可能とす

るためのキルンバーナーの改良や塩素バイパスの

高効率化などの開発を進めています。

どのような技術開発を進めているの？3

化石エネルギー代替技術！スゴイよ

セメントキルン内での
クリンカ焼成

廃プラスチック

　CO2排出量の削減に寄与する技術開発を通じて社会に貢献できることに、大きなやりがいを感
じています。現在、私はシミュレーションと工場試験の両面から廃プラスチックの燃焼挙動を精緻
に解析しています。今後は化石エネルギー代替率80%の達成に向けて、成果を磨き上げ、工場へ実
装可能な技術とし、廃プラスチックのさらなる利用拡大に挑戦していきます。

廃プラスチック利用を加速させる技術開発に挑むVOICE

研究開発本部　セメント・コンクリート研究所　プロセス技術グループ　須藤 達也

シミュレーション解析による廃プラスチックの燃焼挙動

ガス温度分布

廃プラ軌跡（青：昇温中、赤：燃焼中）

0℃ 2000℃

中期経営計画達成に向けた戦略
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生コンスラッジ
CaCO3

SiO2

Al2O3

Fe2O3

石炭灰、スラグ、焼却灰、建設発生土、汚泥

鋳物砂、廃ガラス

高炉ダスト、非鉄鉱さい

石灰石 CaCO3

粘土類 Al2O3/SiO2

けい石 SiO2

鉄原料 Fe2O3

C3S

C2S

C3A

C4AF
CaSO4・2H2O

原料 調合原料 セメントクリンカ

石膏

普通セメント

ポルトランド
セメント

高炉
スラグ

フライ
アッシュ 混合

セメント
混合材

1,450℃で焼成

代替物（事例）

脱炭酸によるCO2発生

燃焼によるCO2発生

水

H2O

フライアッシュ

FA

セメント

水和生成物

C3S（3CaO・SiO2）
C2S（2CaO・SiO2）

CaSO4・2H2O
C3A（3CaO・Al2O3）

C4AF（4CaO・Al2O3・Fe2O3）

Ca（OH)2  水酸化カルシウム

C-S-H（CaO-SiO2-H2O; ケイ酸カルシウム水和物)

エトリンガイト（3CaO・Al2O3・3CaSO3・32H2O)
　　　　　　 モノサルフェート水和物
　　　　　　 （3CaO・Al2O3・CaSO3・12H2O)

C-S-H（CaO-SiO2-H2O; ケイ酸カルシウム水和物)
フライアッシュと水酸化カルシウムが反応して 
コンクリートの組織を緻密化させるC-S-Hを生成

混合セメントが支えるCN・CE社会 混合セメントの材料面での価値～耐久性の向上～

セメント産業は社会インフラを支える基礎素材のサプライヤーであり、社会生活に不可欠な
産業である一方、多くのCO₂を排出する産業でもあります。カーボンニュートラル（CN）と

サーキュラーエコノミー（CE）の実現は、セメント産業にとって重要な社会課題です。
太平洋セメントは、廃棄物・副産物を資源として有効利用するとともに、CO₂排出量が少ない

混合セメントの普及を通じて、資源循環とCO₂削減の両立に取り組んでいます。

混合セメントは、CEとCNの両立に貢献することに加えて、
もうひとつ大きな特徴があります。混合セメントを利用したコンクリートは微細構造がより緻密化し、

耐久性が向上します。資源循環や脱炭素といった環境負荷の低減とともにコンクリートの
長寿命化を図ることができる、インフラソリューションに貢献する素材として、

社会での活用が広がっています。

　セメント産業は、セメント製造工程の特性を生かして、石

炭灰や高炉スラグ、汚泥、焼却灰など、多様な廃棄物・副産

物を原料や燃料として大量に活用できる数少ない産業で

す。その理由のひとつには、セメントの主たる化学成分が、

CaO（カルシウム）、SiO2（シリカ）、Al2O3（アルミナ）、Fe2O3

（鉄）であり、従来使用されていた天然の原料を、これら成

分を含む多様な廃棄物・副産物に置き換えてもセメント製

造が可能なことにあります。このような特性を生かしてセ

メントを製造することで、天然資源の節約や最終処分場の

延命、さらには地域の資源循環にも貢献しています。

　セメントはフライアッシュや高炉スラグなどの混合材と

ともに活用することで、コンクリート内部の組織をより緻密

化します。緻密化した組織は、水分や塩分などの劣化因子

の侵入を抑え、構造物の耐

久性向上に貢献します。例え

ば、FA 混合セメントでは、セ

メントと水の反応で生じた

水和物（水酸化カルシウムな

ど）が、その後、さらにフライ

アッシュと反応し、組織をさ

らに緻密化します。

　また、これらの性能を十分に引き出すためには適切な養

生が欠かせません。コンクリートの耐久性を向上させるこ

とで、社会インフラの長寿命化につながります。

　混合セメントはすでに、港湾施設、橋梁、ダム、トンネル

など、長寿命化が求められる多くのインフラで活用されて

います。これらの構造物が長く安全に使われ続けること

は、社会のレジリエンス向上にも直結します。当社は、環境

配慮と耐久性向上を両立する混合セメントの普及を通じ

て、循環型社会の実現と持続可能なインフラ整備に貢献し

ていきます。

　混合セメントは、コンクリートの耐久性を低下させる要

因のひとつであるアルカリシリカ反応（ASR）の抑制に効

果を示すほか、塩害抵抗性の向上や温度ひび割れの抑制

など、様々な耐久性向上効果が確認されています。

アルカリシリカ反応の抑制効果

　混合セメントは、ASRの抑制に有効な対策として活用さ

れています。ASRとは、一部の骨材がコンクリート中のア

ルカリ性水溶液と反応して膨張し、ひび割れを生じさせる

現象です。進行すると耐久性や安全性の低下につながる

おそれがあり、橋梁やダムなどの社会インフラにおいて問

題となっています。

　フライアッシュや高炉スラグを一定量以上含む混合セ

メントは、混合材がASRの原因となるアルカリ成分を吸着

するため、コンクリ

ート内部での骨材と

アルカリ性水溶液と

の反応を抑制し、膨

張やひび割れの発

生を低減します。

　ポルトランドセメントの製造では、原料である石灰石

（CaCO3）の脱炭酸反応（CaCO3⇒CaO＋CO2）やエネルギ

ー源での燃焼（C＋O2⇒CO2）によりCO2が発生します。

　ポルトランドセメントの一部分を、石炭火力発電所の燃

焼残さであるフライアッシュ（石炭灰）や製鉄工場の副産

物である高炉スラグなどの混合材に置き換えることがで

き、これらを混合セメントといいます。CO2発生源となる

原料の使用量を減らし「CN」に貢献するだけでなく、産業

界からの副産物を活用することから「CE」にも貢献してい

ます。

CE（サーキュラーエコノミー）への貢献 混合セメントがコンクリートの耐久性を高める理由

長寿命化がもたらす環境・社会へのメリット

優れた耐久性

CN（カーボンニュートラル）への貢献 ～混合セメントがCO2削減を加速～

◉ 主な廃棄物・副産物の使用実績（2025年度）

◉ セメント製造と材料の変化

廃棄物・副産物 使用量(t) 原単位
(kg/t-セメント)

石炭灰 1,676,848 132.4
高炉スラグ 845,868 66.8
副産石膏 427,845 33.8
未燃灰、ばいじん、ダスト 342,016 27.0
汚泥、スラッジ 325,900 25.7
建設発生土 129,677 10.2
廃油 154,360 12.2
木くず 11,124 0.9
廃プラスチック 228,234 18.0
上水・下水汚泥＋
下水汚泥焼却灰 285,415 22.5

都市ごみ焼却残さ 131,772 10.4
一般廃棄物 16,728 1.3
その他 483,348 38.2

合計 5,059,136 399.4
原料系廃棄物 4,545,845 358.9
燃料系廃棄物 513,291 40.5

合計 5,059,136 399.4

ASRによるひび割れの例
（イメージ）

中期経営計画達成に向けた戦略
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目標 到達年度 2024年度 2025年度

ゼロカーボン

ネットCO2排出原単位削減（2000年度比） 10%以上 2025年 8.8％ 10.5％

サプライチェーン全体での排出原単位削減 
（2000年比） 20%以上 2030年 10.7％ 12.4％

DX DX人材の育成 DX人材　450名以上育成 2026年 170名 397名

人的資本

死亡災害 （グループ） 死亡災害（グループ）　0件 毎年 4件 5件

女性従業員比率 女性従業員　10%以上 2026年 10.6％ 11.0％

女性管理職比率 女性管理職　5%以上（3%以上） 2030年（2026年） 3.2％ 3.7％

（計画）
（年度）

300

250

200

150

100

50

2021 2022 2026202520242023
0

サステナビリティ経営推進と
カーボンニュートラルへの貢献
カーボンニュートラルとサーキュラーエコノミーを同時に実現させ、 新たな付加価値を創造します。

　最大の論点は、サステナビリティの取り組みをいかに事

業競争力の向上と企業価値創造につなげていくかという

点です。CNへの取り組みでは、混合セメントの拡大や代替

原燃料の活用による着実なCO2削減に加え、Ｃ２ＳＰキル

ンをはじめとする革新技術の開発を推進してきました。ま

た、DX 人材の育成や人的資本の強化を通じて、将来の成

長を支える人材・組織への投資を進めています。さらに、株

主・投資家との対話を深化させることで、当社の成長戦略

に対する理解の促進にも努めてきました。一方で安全への

取り組みは喫緊の課題であるとあらためて認識し、一層の

強化策に着手しています。

　こうした取り組みを通じて、環境や社会課題への対応が

事業機会の創出や競争力の強化につながることがより明

確になってきました。引き続き事業活動を通じた社会課題

の解決とその貢献を通じたグループの発展を目指してい

きます。

26中計の実行を通じて見えてきた論点

IR戦略

　当社は26中計において、「対話を通じた当社理解の促進

と資本コストの低減」をIR 戦略の基本方針に掲げていま

す。海外投資家訪問の開始や経営層による対話機会の拡

充により、投資家との年間面談回数は前中計比で約100回

増加しました。また、決算説明資料の充実、英文同時開示、

サステナビリティ説明会や米国事業説明会の開催など、資

本市場のニーズをふまえた情報発信を推進しています。さ

らに、2026年4月にはIR機能を経営企画部へ移管し、市場

の声を迅速に経営へ反映する体制を整備しました。

　今後も対話の質を高め、長期的な企業価値向上とビジ

ョン達成に取り組んでいきます。

◉ サステナビリティ目標

長期的な信頼関係と真摯な対話を礎に、 持続的成長と企業価値向上を目指します。

太平洋セメントは、カーボンニュートラル（CN）に挑戦しています！

混合セメントへのシフト加速

CO2回収（Ｃ２ＳＰキルン）の導入

CCU（メタネーションなど）
CCS（精製・出荷技術）

廃プラスチック等の化石エネルギー代替
CO2排出量を削減

Ｃ２ＳＰキルンの派生技術を活用して
廃プラスチックの利用をさらに拡大

既存技術を
最大活用して
CO2を減らす取り組み

サステナビリティ経営の
ための戦略は他にも
あります

それぞれの戦略には
すごい取り組みがあります！

詳しくは次のページへ

DX戦略
→デジタル技術で会社全体の
変革力を高める！

人的資本戦略
→人材が成長と競争力の源泉！

IR戦略
→投資家との対話を基に
企業価値を高める

世界をリードする技術開発によって
CO2を回収、利用する取り組み

独自のCO2分離回収技術

これらの取り組みを通じて
CNの実現を目指すんだ！

即効性アプロー
チ

革新的アプロー
チ

社会に必要不可欠な
材料であるセメント

大
き
な
問
題

大
き
な
問
題

でも製造工程で
CO2がたくさん排出されてしまう

だからこそ省エネルギーの推進や
技術開発といった脱炭素への取り組みを
続けていくことが大事なんだ

サステナビリティ
経営

1 2 3

4 5

◉ 面談回数（回）

中期経営計画達成に向けた戦略
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● 混合材調達体制整備

● 混合セメントへのシフト加速
● 化石エネルギーの代替促進

● 混合セメント新規格化（利用拡大）
● 新型粉砕助剤の開発

● メタン焼成
● 酸素富化燃焼

● CO2回収（Ｃ２ＳＰキルン）
● CCU（メタネーション）
● CCU（炭酸塩化）
● CCS（精製・出荷技術）

即効性アプローチ　～既存技術最大活用～

即効性アプローチ　～既存技術最大活用～

漸進的アプローチ　～既存技術の深化＆新技術の横展開～

保有技術の適用、新技術開発　例）地盤改良材、世界最高強度コンクリート等

屋久島町のゼロカーボンアイランド構想への協力 デイ・シイCNモデル工場化の推進

排出原単位20％以上削減（2000年比） Carbon Neutral

海外

激甚災害対策

CNモデル事業

20302026

カーボン
ニュートラル

対策

革新技術開発

既存技術：
CO2低減

既存技術：
CO2吸収

革新的アプローチ　～世界をリードする技術開発～

派生技術の早期展開

2050年

カーボンニュートラル戦略

　カーボンニュートラル(CN)は当社グループにとって中

長期的な成長戦略の要です。今年度より本格運用が開始

したGX-ETS については、排出量管理の社内体制整備と

2027年秋からの排出枠取引市場への準備を進めるなど、

政府GX 政策への戦略的対応を進めています。また革新

的なCO2回収技術の開発については、グリーンイノベー

ション(GI) 基金事業での実証試験を順調に進め、実機実

装を可 能にする水 準の設 計データを完 備しました。

CCUS 技術として実装するための条件のクリアや経済合

理性が必要になるものの、既存技術の設備導入やＣ２ＳＰ

キルン派生技術の展開により、着実にCNに向けて歩みを

進めています。

◉ カーボンニュートラル戦略ロードマップ案

◉ 26中計における進捗・目標達成状況

ビジョン カーボンニュートラル
戦略 2050

● 2030中間目標のうち、サプライチェーン全体で「CO2排出原単位20%以上削減」につ
いては12.4%の削減に到達。「国内CO2排出総量40%以上削減」については47.1%削
減で目標を上回る削減率（2000年比）。

● 技術開発ロードマップのもと、「革新的」「漸進的」「即効性」の各アプローチに加え、「派
生技術」の展開に向けた技術開発を順調に推進中。

投資回収の予見性

排出量取引制度
(GX-ETS)への対応

● セメント産業用のベンチマークなど基準策定に関与。グループ会社※と一体とした排
出量管理の体制整備と2027年秋からの排出枠取引市場への準備。

環境価値(CO2削減)の
経済価値化

● セメント協会が主導する環境製品宣言（EPD）の算定ルール策定WGに参画。国内外
の規制･市場要請を見据え、国際規格に準拠したルールを整備。

革新的アプローチに
かかわる技術開発

CO2回収型セメント
製造プロセスの開発

● Ｃ２ＳＰキルン実証試験設備の実証で、CO2回収率などの目標をクリア。
● 実機建設のための設計データを取得し、基本設計が完了。

CCSに関する技術検討
● JOGMEC先進的CCS事業に参画し、セメント排ガスのCCS(CO2分離･回収、貯留)に

向けたフィージビリティスタディを実施中。

モデル事業
カーボンニュートラル

モデル工場構想
● CNに向けた社会環境整備の動向や経済合理性を鑑みながら、適切な時期に実施で

きるよう要素技術を順次開発。

屋久島町ゼロカーボン
アイランド構想協力

● 低炭素・長寿命コンクリートによるEV急速充電ステーションを整備。当社技術･製品
のさらなる実装拡大に向けて取り組み継続中。

気候変動にともなう
激甚災害対応 対策技術および

商材の普及・展開
● 激甚災害対策に有用な当社グループの商材や技術をまとめたPR用パンフレットを制

作･配布。今後、ソリューション提案を強化。

● CNの実現に向け、セメント産業ではCCUSのための革

新的技術が必要であり、当社ではGI基金事業によるＣ２

ＳＰキルンの開発や、JOGMEC事業によるCCSに向けた

技術を検討している。
● 一方で社会環境として、CCUに必要な安価なグリーン水

素等の調達見通しが立っていないことや、国内CCSのイ

　セメント産業におけるCNの実現は、単一の技術のみで

達成することは難しく、複数のアプローチを組み合わせた

段階的かつ複合的な取り組

みが必要不可欠です。当社

では従来技術を応用・発展

させた「既存技術」、従来に

はない新たな「革新技術」、

またＣ２ＳＰキルンの開発の

中から得られた比較的早期

の展開が期待できる「派生

技術」について、技術開発や

普及のための取り組みを進

めています。これらの技術を

確立し、国内、海外へ順次展

開していくことで2050年の

　セメントは、1,450℃という高温で焼成するため多くの

「化石エネルギー」を燃焼させること、また、この焼成の過

程で主原料の石灰石が「脱炭酸反応」することなどから、

● 当社独自のＣ２ＳＰキルン技術でセメント製造の世界標準を目指す。
● 早期展開が可能な派生技術が見出されている。　　
● 混合セメントに対する高い技術力と国内外における実績。

ンフラ整備に時間を要していること、また脱炭素コスト

のセメント価格への転嫁の仕組みが未成熟であるなど

の現状にある。

CNの実現を目指しています。

多くのCO2が排出されます。前者については省エネルギー

設備の導入や、化石エネルギー代替の活用を進めていま

す。また、後者については、石灰石を代替する原料の活用

や、低CO2セメントの開発・普及、混合材の活用に取り組ん

でいます。

社会環境

「既存技術」「革新技術」で目指すカーボンニュートラル

強み

※ グループ会社：デイ・シイ社、明星セメント社、敦賀セメント社、および山陽太平洋ライム社

● CNのための社会基盤（グリーン水素の価格・普及状況や
CCS商用化）が整う時期の不確実性

● 脱炭素コストの価格転嫁の進展状況

● 他社に勝る新技術の導入(Ｃ２ＳＰキルンなど)
● Ｃ２ＳＰキルンの開発で得られた派生技術の展開
● グリーン製品のニーズの高まりによる競争力向上

リスク

機会

既存技術

◉ カーボンニュートラルなセメント製造プロセスのイメージ

既存技術

革新技術

原料由来の
排出不可避なCO2

中期経営計画達成に向けた戦略
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〔利点〕 化学吸収法などの一般的なCO2分離回収設備に比べて
	 ● 設備規模を小さくできる
	 ● CO2回収コストを低減できる

〔効果〕 回収したCO2は、
	 ● 地中へ貯留（CCS）したり、有効利用することが可能

■ 従来の仮焼炉の燃焼形式

■ Ｃ２ＳＰキルンの仮焼炉の燃焼形式

①空気を使う

①酸素を使う

③排ガスへ

③CO2だけ
回収できる

②排ガスには窒素（N2）
　も多く含まれる

②排ガスはCO2のみ

セメント原料

セメント原料

空気

酸素

排ガス

排ガス

熱分解された
セメント原料

熱分解された
セメント原料

仮焼炉

仮焼炉

燃焼
（熱分解）

燃焼
（熱分解）

N2・O2

O2

N2・CO2

高濃度
CO2

CaCO3

CaCO3

CaO

CaO

　既存技術だけで排出抑制できないCO2は回収する必要

があります。セメント製造プロセスでは、原料をプレヒータ

ーとよばれる装置で予熱させた後、ロータリーキルンで高

温焼成します。このプレヒーター内の仮焼炉とよばれる燃

焼装置で原料由来のCO2の大半が発生します。当社では

この点に着目し、仮焼炉からCO2を効率的に回収するCO2

回収型仮焼炉「Ｃ２ＳＰキルン」の開発を進めています。仮

焼炉の燃焼用ガスを通常用いられる「空気」から「酸素

（O2）」に代えることで、高濃度のCO2ガスを直接回収する

ことが可能になります。これにより、化学吸収法などの一

般的なCO2分離･回収設備に比べて、設備規模を小さくで

きることや、CO2回収コストを低減できるなどの大きなメ

リットが得られます。また、回収したCO2は地中へ貯留

　回収したCO2については、JOGMEC（独立行政法人エネ

ルギー ･金属鉱物資源機構）／先進的CCS事業として、地

中等への貯留（CCS）に向けた検討も進めています。セメン

　Ｃ２ＳＰキルン開発の中では、既存工場のCO2排出削減

のために、早期適用が期待できる技術が複数見出されて

います。これらは「派生技術」として、既存工場への横展開

を目指した開発を進めています。例えば、酸素富化燃焼技

術は、燃焼用ガスの酸素濃度を高めることにより、化石エ

ネルギー代替の使用量増大やCO2排出量の削減が見込め

ます。メタン焼成技術は、熱エネルギー源を石炭からメタ

ンに代替することで、熱エネルギー由来のCO2排出量を約

40%削減できることが見込めます。

（CCS）したり、合成メタンの原料などとして利用すること

ができます。

　当社では、このＣ２ＳＰキルンの開発を、NEDO（国立研

究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）グリー

ンイノベーション基金事業「CO2回収型セメント製造プロ

セスの開発」（JPNP21023）の中で進めています。

　これまで、山口県山陽小野田市に建設した実証試験設

備での実証試験により、CO2回収率などの設備性能の目

標をクリアしています。また、実機実装を可能にする水準

の設計用データを取得するとともに、基本設計を完了して

います。

トキルンから回収したCO2は、精製・液化の処理を経て船

舶出荷し、貯留適地まで輸送して貯留することを全体構想

としており、必要インフラ設備の設計、コスト試算等、社会

実装に向けた取り組みを進めています。

CO2回収革新技術 CO2貯留革新技術

Ｃ２ＳＰキルン派生技術の早期展開革新技術

カーボンニュートラル戦略

　Ｃ２ＳＰキルンの実証試験設備の運転を担当しました。原料が思い通りに流れない、温度
が上がらない、空気が流入してくるなど、想定を超える様々な課題に直面しましたが、若手中
心に意見を出し合い、工夫を重ねながらチーム一丸で解決してきました。事前検討段階から
一貫してプロセスの開発に携わるなかで、自身の取り組みが技術の前進につながっているこ
とを実感しており、大きなやりがいを感じています。

現場で磨く技術と成長　Ｃ2ＳＰキルン開発の舞台裏VOICE

GX推進部　カーボンニュートラル技術開発グループ　CO2回収技術チーム　太田 亨

◉ Ｃ２ＳＰキルンのセメント焼成フロー

◉ Ｃ２ＳＰキルンの仮焼炉の特徴

◉ 派生技術の例

◉ 屋久島町に設置した EV急速充電ステーション

　「ゼロカーボンアイランド宣言」を掲げる鹿児島県屋久

島町に協力し、脱炭素化に向けた取り組みを共同で進め

ています。2025年12月には屋久島町内で「EV急速充電ス

テーション」を新たに設置しました。同施設では、地元鹿児

島県産のシラスから得た火山ガラス微粉末を用いたコン

クリートを、充電器の格納庫や休憩所の柱、車止めブロッ

クなどに使用し、CO2排出量を最大50% 削減しています。

同コンクリートは、「シラスクリート」として商標登録してい

ます。本取り組みは、環境負荷低減のみならず地域課題の

解決にも寄与するものであり、今後も当社技術による協働

を進めていきます。

屋久島町ゼロカーボン
アイランド構想への協力

　技術開発は着々と進んでいますが、社会実装
には多大な投資を必要とします。例えば、Ｃ２Ｓ
Ｐキルンをセメント工場へ実装する場合、多く
の費用がかかることが想定されます。これを民
間企業のみで負担するとなると、セメントの販
売価格は現状と比べて非常に高くなってしまい
ます。コストは最大の課題のひとつであり、行政
の支援をお願いしたり、社会に認知してもらう
必要があると認識しています。一方で、今後の
技術の進化にともないコストの低下が期待で
き、また、カーボンプライシングに対する考え方
にも変化が生じていくことも予想されます。
カーボンニュートラルなセメントの市場価値を
見極め、適正価格を見出すことが、持続可能な
カーボンニュートラルを実現していくうえで重
要と考えています。

カーボンニュートラルコストに
ついての考え方

酸素富化燃焼技術(廃プラ増量技術)

メタン焼成技術

廃プラスチック

ガス燃料

酸素 石炭

仮焼炉排ガス

サイクロン

キルン排ガス原料

プレヒーター

エネルギー

仮焼炉

キルン排ガス

原料

仮焼炉排ガス

高濃度CO2として直接回収

酸素燃焼

クリンカ

クーラー

ロータリーキルン

中期経営計画達成に向けた戦略
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海外セメントメーカー42社とのグローバルな協働

GCCA （グローバルセメント・ コンクリート協会）

　当社は、セメント産業の一員として、気候変動への対応

や生物多様性といった世界共通の課題に取り組んでいく

ため、セメント・コンクリート産業の世界的な組織体である

グローバルセメント・コンクリート協会（GCCA）に参加し

ています。協会活動を通じ、世界における本産業セクター

の信頼性向上を図るとともに、環太平洋地

域の利益を協会活動に反映させます。また

日本国内では唯一の会員企業として、技術

開発や政策等の世界動向を迅速に把握し、自社事業への

応用、国内での政策提言力の向上などを図っています。

価値創造に向けて 具体的な活動事例

　GCCAの母体は、1999年にWBCSD( 持続可能な発展

のための世界経済人会議)の中に設置されたCSI(セメン

ト部会)です。当社も参画し、セメント産業用CO2排出算定

プロトコル開発に取り組んでいましたが、急速なEU-ETS

の炭素価格上昇やセメント・コンクリートに対するCO2削

減への強い社会要請などを受けて、これに対応する世界

的な組織の設立が不可欠と判断され、WBCSD-CSIを継

承する形でセメントメジャー4社を中心に当社を含む10社

によりGCCAが設立されました。

　2026年6月現在、42社が参加しており、参加企業のセ

メント生産能力は、中国をのぞく世界のセメント生産の

80%以上をカバーしています。

　気候変動への対応、安全衛生、サーキュラーエコノミー、

社会的責任、自然環境保護を活動の柱として策定された

サステナビリティ憲章に基づき、各種目標設定・ガイドライ

ン策定・政策提言・各種国際機関との連携といった、国際

的な枠組みでなければ対応できないような重要な活動が

進められています。

GCCAの概要

　当社は、GCCAの最高意思決定機関といえる理事会の

メンバー企業であり、重要施策の意思決定に関与していま

す。また、理事会の活動を支える機能として傘下に個別テ

ーマごとにワーキンググループが設置され、実務的な議論

はこのワーキンググループで進められています。なお、

GCCAでは年に一度、各社CEOやワーキンググループメ

ンバーが一堂に会し対面で開催される年次総会の場が設

けられています。気候変動、循環型経済や生物多様性とい

った重要課題に対して、積極的な議論が展開されます。ま

た、対面での開催ということで、普段は直接会うことがで

きない会員企業同士の貴重な交流の機会でもあります。

　イノベーション分野の活動も活発であり、GCCAが大学

等の研究者への資金提供プログラムであるGCCRN（グロ

ーバル・セメント・コンクリート・リサーチネットワーク）や

有望なスタートアップ企業の探索プログラムといえるオー

プン・チャレンジといった先進的な活動に、当社も参加し

ています。

　以上のような活動のほか、サステナビリティ憲章をふま

える形で環境評価指標としての各種ガイドラインが策定

されており、会員企業である当社はこれらを活用して、自

社の統合報告書において、CO2排出量、排出物、安全衛生

等の主要業績評価指標として公表しています。

GCCAの活動

会員企業同士の交流の様子（2026年6月マドリッドで
開催の「CEO戦略対話」にて情報交換中の田浦社長）

　2050年の脱炭素に向けて「ネットゼロ・コンクリー

トロードマップ」が策定されています。セメント材料の

みならず、コンクリートとして、設計・施工における取り

組みも含めて、これらの施策を一体化させたロードマ

ップであり、セメントという製品のライフサイクル全体

におけるCO2の吸収効果を加味したシナリオが導入さ

れています。

　このロードマップに基づく会員企業の活動は、年に1

度「セメント・コンクリートインダストリー・ネットゼロ・

アクション・プログレス・レポート」という名称の冊子

にまとめられ、セメント・コンクリート産業の先進的な

取り組みとして毎年秋に開催されるCOPや、そのほか、

各種国際的なイベントで配布されています。

セメント・コンクリートインダストリー・ネットゼロ・アクション・プログレス・レポート活動事例01

　カーボンニュートラルのような大きな政策課題に対

しては、セメント・コンクリート産業にとどまらず国際

的な政策機関・イニシアチブ等との連携を進めるとと

もに、関係する業界との関係も深化させています。

2025年10月には、エンジニアリング業界、混和剤等の

材料系メーカー、CCUS 関連技術サプライヤーといっ

たセメント・コンクリート業界の脱炭素にとって重要な

技術を持つ企業が参画した新しいメンバーシップであ

る“ネットゼロ・バリューチ

ェーン・パートナー ”が設

立されました。今後、会員

企業と協力することで、イ

ノベーションの推進をはじめとして業界としてのさら

なる飛躍が期待されます。

ネットワーク/メンバーシップの拡大活動事例02

　セメント・コンクリート分野でのイノベーションを推

進するため、その基礎を担う大学等の機関での研究開

発を資金的に支援するプログラムであるGCCRNを設

立しました。セメント産業のほか、プラントメーカーや

混和剤メーカー等といった関連産業も、設立の趣旨に

賛同して参加しています。オンラインでの交流のほか、

年に1度は対面での研究成果の報告の機会も設けら

れており、当社の研究員も積極的に参加し、情報収集、

人脈形成の機会として活用しています。

研究開発：GCCRN活動事例03

セメント・コンクリートインダスト
リー・ネットゼロ・アクション・プロ
グレス・レポート2025/2026年版
https://gccassociation.org/
wp-content/uploads/2025/11/
GCCA_ProgressReport_2025_
AW_FINAL.pdf

“ネットゼロ・バリューチェーン・パー
トナー”の紹介冊子
https://gccassociation.org/wp-
content/uploads/2025/09/
GCCA_NetZeroValueChain.pdf

GCCRNの研究会の風景（2026年3月フランス リヨンにて）

中期経営計画達成に向けた戦略
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DXビジョン

高度化するデジタル技術とデータを活用して、
社内外のステークホルダーに安全・安心を提供します。

DX人材マインド（習慣・決意）

デジタルファースト・小さく試して成功体験・挑戦と学習の文化

ITインフラ/セキュリティ基盤

デジタルでつながる
働く環境

2

● 工場・業務・
データの一体化

人・組織・文化の変革

3

● 挑戦
● 自律
● 育成

業務・意思決定

1

● 業務標準化
● 生成AI
● データ活用

DX戦略
DXの力で、現場力を進化させ、持続的成長を支える。

　当社は、労働供給制約社会（人手不足の進行）の到来を

見据え、サプライチェーン全体の効率化・省力化を目的と

したDX推進を重点戦略のひとつとしています。

　2025年にはDX推進部を新設するとともに、システム会

社であるパシフィックシステム社を完全子会社化し、グル

ープ一体での推進体制を構築しました。これまでにDX人

材育成や生成AI活用を中心とした取り組みやデータ基盤

の整備・強化を進めてきました。今後は、デジタル技術と蓄

積データを融合し、工場・オフィスの自動化をさらに加速

するとともに、DX人材の育成を通じて、全社的な変革と持

続的成長の実現を目指します。

　人口減少による採用難やベテラン層の退職により、従来の業務の進め方は見直しが求め
られています。経理課ではAI・RPA（業務自動化ツール）による業務効率化や紙書類の電子
化に取り組んでいます。さらに業務部主導でDX 推進委員会を立ち上げ、工場一丸となって
推進する体制づくりを進めています。

DXによる業務改革と生産性向上VOICE

藤原工場　業務部　経理課　林 優作

　今後は、各事業の個別領域で進めてきたDXを、サプラ

イチェーン全体の最適化へと発展させていきます。生産、

販売、物流、保全に関するデータをつなぎ、需要変動への

対応力、安定供給力、業務効率を高めることで、労働供給

制約下においても持続的に価値を創出できる企業体質へ

の転換を目指します。当社グループは、デジタル技術と現

場力を融合し、セメント産業における安全・安定操業、環

境対応、顧客価値向上を支えるDXを推進していきます。

今後の展開：個別最適から全体最適へ

安全・安定操業と生産性向上を両立する
スマートファクトリー化

デジタル活用により、
業務プロセスと顧客接点を変革

現場主導の変革を支える人材基盤を強化

　セメント製造は、24時間365日の安定操業と設備の長
期安定稼働が競争力の基盤です。当社は、AI・IoTを活用
した設備・操業データの収集・分析により、操業状況の可
視化とデータに基づく意思決定を推進しています。デジタ
ル技術を活用したスマートファクトリー化により、安全性
および品質管理の強化、環境リスクの未然防止、生産性の
さらなる向上を同時に目指しています。

　当社は、生成AIや業務自動化ツールの活用を通じて
業務プロセスの改革を進めています。定型業務の効率
化やペーパーレス化を推進するとともに、営業・顧客
対応のデジタル化により顧客接点を強化し、生産性向
上と顧客価値向上の両立を目指しています。

　DX を持続的な競争力につなげるためには、デジタ
ル技術の導入だけでなく、それを活用して業務改革を
推進できる人材の育成が不可欠です。当社は、全従業
員のデジタルリテラシー向上に加え、各部門で変革を
牽引するDX 人材の育成を進め、現場主導による継続
的な業務改革の実現を目指しています。

生産プロセスイノベーション

業務効率の改革 DX人材育成

1

2 3

● 重大設備故障や突発故障停止の未然防止
● データに基づく自律的・最適操業の実現 
● キルンオペレーション・設備管理の高度化
● 現場作業の自動化・省力化
● 技能伝承と知識の標準化により、組織的な知見活用を実現した工場

運営
● エネルギー効率向上による環境負荷低減

目指す姿

● 熊谷工場をモデル工場としてスマートファクトリー化を推進 
● ドローンを活用した設備点検・パトロール監視の実証を推進 
● AIによる設備異常検知の精度向上への取り組み 
● キルン自動運転の高度化テスト 

進捗状況

● 従業員が高付加価値業務へ集中できる環境の実現 
● 業務プロセスの標準化と自動化の推進 
● データに基づく迅速な意思決定 
● 顧客対応品質と顧客満足度の向上 
● 柔軟で持続可能な働き方の実現

● 全従業員のデジタルリテラシー向上 
● 各事業・部門にDX推進人材を配置 
● 現場課題を起点とした継続的な改善文化の定着 
● データ活用による意思決定の高度化 
● DX人材が自律的に改革を推進する組織の実現

目指す姿 目指す姿

● 生成AIを活用し、資料作成・議事録作成を効率化
● RPAによる定型業務の自動化を推進
● 電子契約・電子承認の活用によるペーパーレス化を推進
● 営業DXや顧客対応DXにより顧客接点を強化
● リモートワーク環境の整備により、柔軟な働き方を支援

● 全従業員を対象にDXリテラシー教育を継続
● デジタル活用高度人材の育成を推進
● デジタル企画コア人材の育成を推進
● 2025年度末時点で約400名のDX人材育成を達成
● 2026年度末までに26中計目標である450名の達成を見
込む

進捗状況 進捗状況

中期経営計画達成に向けた戦略
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テーマ アクション アウトプット アウトカム

グローバル人材の
育成

ダイバーシティの
推進

中期経営計画の
達成

マネジメント人材の
育成

財務目標達成への貢献

売上高営業利益率：
10％以上

ROE：10％以上

【主なKPI】
・教育研修費用、教育時間
・採用人数
・女性採用比率、女性管理職 

比率

中期経営計画

▼

計画的な
人材育成の推進

教育体系の拡充

女性活躍の推進

経験者採用の推進

障がい者採用の
推進

リファラル・
アルムナイ採用の

活用

人材基盤の強化

組織力向上

従業員
エンゲージメント

向上

労働生産性の向上

マネジメント人材層
の拡充

グローバル人材層
の拡充

多様な人材の確保

女性従業員の
活躍領域の拡大

人的資本戦略
経営戦略と人材戦略との連動を意識した取り組みを展開し、従業員が安心して働き続け、
自己成長と貢献実感が得られる機会を提供していくことで、人的資本経営を実現していきます。

　健康経営活動の主担当として年間計画を策定し、各事業所と連携しながら健診未受診者の削
減や生活習慣改善の啓発に取り組んでいます。また、カフェテリアプラン制度の担当として介護・
子育ての支援ポイントを導入し、ライフステージに寄り添う制度づくりを進めてきました。さら
に、社宅利用申請のDX化にも挑戦し、利便性を高めながら日々の業務負担を軽減することで、働
きやすさの向上につなげています。

健康経営と制度改革で、働きやすい職場環境を実現するVOICE

人事部　ワークライフサポートグループ　森 あずさ

　当社は、人材を成長の原動力であり競争力の源泉である

「資本」と位置づけ、一人ひとりが互いの個性や価値観を

尊重しあって、その能力を最大限に発揮できる環境づくり

を人的資本戦略の基本方針としています。

　26中計では当社グループの経営戦略に合致する人材

像として「グローバル人材の育成」「ダイバーシティの推進」

「マネジメント人材の育成」の3つを掲げており、その実現

に向けて着実に各種施策を進めています。

　従業員が生活との調和を図りながら個々の能力を発揮

できる組織風土を醸成し、多様なバックグラウンドを持つ

人材から真に「選ばれる会社」となることを目指すことで、

さらなる企業価値の向上につなげていきます。

グローバル人材の育成

海外子会社への従業員の出向・派遣を継続的に実施している一
方で、海外子会社から当社への出向受け入れも実施しています。
2025年度末時点で2社（ギソンセメント社、タイヘイヨウセメント
フィリピンズ社）より受け入れています。人的交流により海外子
会社との相互の人材育成・関係強化を図っています。

海外子会社との双方向の人的交流による
人材育成と組織関係強化

取り組み 進捗状況

組織の活性化と新たな価値創出を目的として、実務経験を有す
る人材の積極採用を推進するとともに、外部専門人材も採用して
います。多様な知識と視点を取り入れ、その能力を発揮していた
だくことにより、生産性の向上を推進するとともに、持続的な成長
と競争力の強化を目指します。

経験者・外部専門人材の採用による組織活性化と
価値創出の推進

人材の長期定着および採用ミスマッチの軽減を目的として「リ
ファラル（従業員紹介）」採用および「アルムナイ（退職者）」採用
に取り組んでおり、2025年度は、リファラル5名、アルムナイ1名
を採用しました。今後もこれらの採用手法を積極的に活用し、多
様な人材の確保と定着に努めていきます。

リファラル・アルムナイ採用の活用による人材確保

雇用のダイバーシティ推進として、女性・経験者・障がい者の採
用において、個別に取り組みをしています。当社においてマイノリ
ティである女性の活躍推進は、女性に限らず従業員の誰しもがも
てる能力を最大限発揮できる組織風土の醸成につなげるため、
基本方針のもと、女性リーダー育成研修等の取り組みを継続し
ています。

女性活躍推進の継続による多様性を尊重する
組織風土の醸成

取り組み 進捗状況

国内外を問わず広く活躍することのできる人材の育成を図るた
めに、海外渡航をともなうグローバル人材育成プログラムを実施
しています。海外トレーニー制度では、派遣エリアや研修機会の
拡大を進め、従業員が多様な海外経験に触れられる機会を継続
的に提供しています。2025年度はフィリピン・タイ・ベトナムへ
派遣しました。

成長戦略上の急務であるグローバル人材の育成に
向けた研修制度の拡充

ダイバーシティの推進

中期経営計画達成に向けた戦略
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定年年齢を65歳に延長

　当社は、年齢にかかわらず活躍できる就業環境づくりを

さらに推進していくため、2026年4月より定年年齢を65歳

に延長しました。国内の労働力人口の減少が加速するな

か、将来にわたる持続的成長を実現するため、人材の「採用」

「育成」「定着」を重要課題と位置づけ、人事制度再構築に

取り組んでいます。その一環として、定年年齢を65歳に延

長することとし、従業員が入社から65歳まで安心して働き

続けられる基盤を構築しました。

健康経営優良法人2026（大規模法人部門）認定

　当社は、経済産業省と日本健康会議が選定する「健康経

営優良法人2026（大規模法人部門）」に、4年連続で認定さ

れました。この認定は、当社が人的資本経営の一環として、

年度ごとに策定する健康経営活動計画の成果を示してい

ます。2025年度は、健康保険組合と協働してウォーキング

イベントを実施しました。今後も関連組織と連携し、従業員

とその家族の健康保持・増進に取り組み、全従業員が能力

を最大限に発揮できる職場づくりを推進していきます。

Topics

取り組み 進捗状況

将来の経営を担う人材を段階的に育成するため、階層別研修と
して社内外研修の受講機会を提供しています。加えて、D&Iの観
点から女性リーダー育成研修を拡充するとともに、女性管理職
の選抜派遣を実施しています。また、近い将来の幹部層を見据え
た人材に対しても選抜型の社外研修へ派遣しています。

持続的成長を支えるマネジメント人材育成の推進

グループ会社との交流人事は、相互理解の深化やノウハウ共有、
人材育成を通じた組織力向上を目的とし、グループ会社間の相互
派遣に取り組んでいます。2025年度は40代後半の管理職クラス
の相互派遣を実施し、これまでの経験と派遣先文化を融合した提
案など、実務面での知見交流が進んでいます。

グループ会社間の相互派遣による人材交流と
組織力強化

企業価値向上につながる人材育成のために階層別研修やグ
ローバル人材育成プログラム、選抜型社外派遣研修等を通じて
従業員の成長を支援しています。また、スキルマップに基づく免
許・資格取得支援および通信教育受講支援、リスキリングにも活
用できるe-ラーニング整備により、従業員の自律的な学びを促進
しています。

人材育成とリスキリングを通じた自律的学びの推進

方針と運用体制

　当社グループの経営理念、ありたい姿といった価値観に

対する従業員の理解や共感、また、従業員の会社への貢献

意欲を高めることが企業の持続的成長に資するという考

えのもと、人権や多様性を尊重した働きやすく活気のある

職場づくりを進めています。

　当社では、職場の環境や働きやすさの向上は進んでいる

か、働き方に関する意識の変化はあるか、他社と比較して

どのような状態にあるのかといった観点から、従業員のエ

ンゲージメント向上に関する課題等を可視化し、施策の検

第5回エンゲージメントサーベイの実施

　2025年10月実施のエンゲージメントスコアは「68.9」で、

ベンチマークスコア※「69.4」に対して、0.5ポイント乖離が

ある状態となっており、第4回の2025年5月調査時と比較

して0.5ポイント上昇しました。

　項目別に見ると、組織風土項目内にある「キャリア機会

の提供」「挑戦する風土」などに改善が必要であるものの、

環境項目内にある「ワーク・ライフ・バランス」「給与への納

得感」については、前回調査に引き続き、当社の強みとして

討・実施につなげるため、2023年6月からエンゲージメン

トサーベイを導入しています。

表れました。 

　今後もエンゲージメントサーベイを定期的に実施し、そ

のスコアを確認しながら、組織の課題分析、アクションプラ

ンの策定・実行、そして効果の評価検証といったPDCAサ

イクルを各部署で展開することで、従業員のパフォーマン

ス向上や組織の活性化を図り、中長期的な企業価値の向

上を目指していきます。

エンゲージメント向上の取り組み

※ （株）アトラエ「Wevox」を利用

マテリアリティの目標・KPI / その他目標 2023年度（6月） 2024年度（5月） 2024年度（10月） 2025年度（5月） 2025年度（10月）

当社のエンゲージメントスコア 66.8 67.8 67.1 68.3 68.9

（ベンチマークスコア※） (69.4) (69.3) （69.5） （69.4） （69.4）

◉ マテリアリティのKPI・目標と実績

※ Wevox 利用企業のうち、すべての業界かつ企業規模1,001～5,000人の会社の
総合平均スコア

マネジメント人材の育成

人的資本戦略

全社
エンゲージメントスコア

キードライバーごとのスコア比較

ベンチマーク
エンゲージメントスコア

※ 全業界 / 1001～5000人規模 / Standard（上位50％）
■ 全社スコア　● ベンチマークスコア

職務 自己成長 健康 支援 人間関係 承認 理念戦略 組織風土 環境

中期経営計画達成に向けた戦略
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Business At a Glance セメント事業（国内）

　国土強靱化対策、防衛関連、都市開発事業、半導体関連

事業をはじめとするサプライチェーンの国内回帰にともな

う工場建設、リニア中央新幹線等により一定の需要がある

一方、建設コストの高騰や建設現場における週休二日制

の拡大による土曜日の出荷量減少に加え、慢性的な建設

作業員不足にともなう工期の長期化等の影響を受けまし

た。国内販売数量は、受託販売分を含め1,193万トンと前

期に比べ9.4％減少しました。

　骨材事業、鉱産品事業は販売数量が減少しました。土壌

ソリューション事業は主に北海道新幹線関連工事が順調

に進捗し、固化不溶化材の販売数量が増加しました。また

事業全体において、各種コストアップ分の販売価格への転

嫁が浸透しました。

　ALC（軽量気泡コンクリート）および建築・土木材料の

販売が低調に推移したことに加え、運賃や人件費等の各

種コストアップの影響を受けました。

　米国は、住宅需要の減速や悪天候の影響等により、販売

数量は前期を下回ったものの、販売価格は前期を上回り

ました。ベトナムは、国内需要が回復し、輸出を含めた販売

数量は前期を上回りました。フィリピンは、販売数量は前

期を上回ったものの、新型コロナウイルス影響後の金利上

昇および需要の停滞をふまえて事業計画を見直した結

果、固定資産の減損損失を計上しました。

　石炭の埠頭中継業務や汚泥処理は伸び悩んだものの、

リニア建設発生土の埠頭中継業務や石炭灰処理が堅調に

推移しました。

セメント事業（国内）

資源事業

建材・建築土木事業

グローバル事業

環境事業

売上高3,367億円　営業利益280億円

売上高909億円　営業利益100億円

売上高434億円　営業利益19億円

売上高3,312億円　営業利益214億円

売上高818億円　営業利益93億円

◉ セグメント別売上高・営業利益 ◉ セグメント別売上高・営業利益

◉ 5年間の売上高と営業利益の推移

その他
建材・建築土木事業

資源事業

セメント事業
（国内）

グローバル事業

環境事業

その他
建材・建築土木事業

資源事業

セメント事業
（国内）

グローバル事業

環境事業

売上高
8,984億円

営業利益
746億円

　国内セメント事業では、セメントの販売をはじめ、大型工事案件の受注活動や安定供給に向けた調
整など、幅広い業務に携わっています。ユーザーとは対話を重ねながらニーズや課題を丁寧に把握し、
より良い提案を心掛けています。様々な立場の方 と々信頼関係を築きながら課題解決に取り組む中で、
自身の視野や対応力の広がりを実感しています。事業環境が大きく変化するなか、今後も柔軟な発想
と挑戦する姿勢を持ち続け、国内セメント事業の持続的な成長に貢献していきたいと思います。

セメント事業の持続的な成長に向けてVOICE

セメント事業本部　営業部　営業グループ　原田 誉千

2025年度実績 2026年度計画

売上高 3,367 3,680

営業利益 280 170

（単位：億円）

（年度）

（億円） （億円）
4,000 400
3,000 300
2,000 200
1,000 100

-1,000 -100

-3,000 -300
-2,000 -200

2021 2025202420232022
-400-4,000

0 0-19

149

2802,375

-369

-14

2,557
3,367

2,375
2,9862,557

3,3672,952

■売上高（左軸）　 営業利益（右軸）

26中計の取り組みと進捗状況

シェア重視から
収益重視への転換

（営業利益率
10％以上）

● 1トンあたり2,000円の値上げの早期浸透　
● サプライチェーン全体で価格転嫁を推進

● 国内セメント需要の減少、生産・物流コストの上
昇、老朽化施設の維持更新費用等が収益を圧迫

● デンカ（株）のセメント事業承継や、セメント価格
の適正化により営業利益率10％以上を目指す

営業体制の
効率化

● 情報共有プラットフォームの構築・運用
● 全社横断的な情報共有化の推進

● インプット情報の量や粒度にばらつきがあり、活
用が限定的となっている

● 全社で取り組み予定の業務標準化プロジェクト
と併せ、営業活動へのさらなる活用を推進する

キルン
アロケーション

（輸出混合セメント
特化）

需要減少下での工場稼働率維持を図るため、佐伯
アッシュセンターでの分級フライアッシュを使用し
た混合セメントの製造・出荷設備の建設に着手

2026年度末の稼働開始に向け、建設工事を進め
ている

価格政策の抜本的見直し

トータルソリューションの提供

生産体制の最適化

取り組み 2025年度までの成果 26中計達成に向けた課題・取り組み方針

※ 2025年度より子会社の所管変更を行っています

事業概況
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グローバル事業 資源事業

◉ セグメント別売上高・営業利益 ◉ セグメント別売上高・営業利益

◉ 5年間の売上高と営業利益の推移 ◉ 5年間の売上高と営業利益の推移

　グローバル事業本部での業務を通じて、各国の市場や事業環境を学びながら、当社の事業が世界の
社会インフラを支えていることを日々実感しています。米国でのSCMs・混合セメントの展開、フィリピ
ン・ルソン島でのセメントターミナル新設、インドネシアから米国向け輸出の開始など、環太平洋におけ
るネットワークは着実に広がっています。今後も現場から学ぶ姿勢を忘れず、部門を超えた連携を大切
にしながら、当社のグローバルな価値創造に貢献していきたいと思います。

　資源事業部では、国内自給率100％の石灰石を主力商材として、国内外で幅広くビジネスを展開で
きることに魅力を感じています。
　全国に展開する鉱山と物流網を強みに、セメント・鉄鋼・化学向けなどの多様な需要を取り込むほ
か、有限な資源である石灰石の価値をユーザーにご理解いただいたうえで、市場の変化を的確に捉え、
その価値を最大限に高める提案を通じて、将来の事業成長に貢献していきたいです。

世界へ広がるセメントネットワークの最前線VOICE 資源の価値を国内外のユーザーに広げるVOICE

グローバル事業本部　ビジネスマネジメント部　第1グループ　藤﨑 和希 資源事業部　鉱産品営業グループ　那谷屋 久

2025年度実績 2026年度計画

売上高 3,312 3,970

営業利益 214 317

2025年度実績 2026年度計画

売上高 909 960

営業利益 100 106

（単位：億円） （単位：億円）
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■売上高（左軸）　 営業利益（右軸） ■売上高（左軸）　 営業利益（右軸）

26中計の取り組みと進捗状況 26中計の取り組みと進捗状況

米国事業の深化
セメント工場に加え、採石場や生コン事業資産の買収による垂直
統合を推進し、米国西海岸におけるプレゼンス向上にも寄与

これまでに実施してきた大型投資の相乗効果を発現させる施策に
取り組み、競争力強化を図る 製造設備と供給網の

強化による資源品の
安定供給体制を実現

コスト上昇分の価格転嫁と生産・物流体制の強化により供
給基盤を確立。また土佐山鉱山の能力増強完了と南袖骨材
センター稼働開始により国内外への出荷拠点を拡充

資源品の持続的な生産・販売に必要なコスト分は価格転嫁
を行い、拡充した出荷拠点を活用し国内外での拡販を推進
することでセメント需要に左右されない収益構造の確立を
図る

M&Aの検討・実行
米国以外においては、アジア・オセアニア地域を中心にM&Aの機
会を探索し、具体的な案件を検討したものの、成立にはいたらず

26中計期間は、米国事業における大型投資のシナジー発現を最
優先に取り組む。他地域におけるM&Aは、財務規律を考慮しなが
ら、将来の成長につながる案件があれば検討する

混合セメント展開
上磯・大分工場からシンガポール、スリランカ、フィリピンへFA 混
合セメントを輸出中。また、米国輸入品（韓国品・ベトナム品）の一
部を石灰石混合セメントへ切り替え完了済

混合セメント化が加速度的に進む米国需要を取り込むべく、米国
向けに出荷するギソン品・インドネシアSBI品の混合セメント化を
着実に進める

東南アジア事業の
拡大

中国セメント製造事業からの完全撤退と、成長期待の大きい東南
アジアへの投資拡大によるポートフォリオの見直し

ベトナムでは好採算エリアへの販売を強化し、利益最大化を図
る。フィリピンでは事業構造改革を確実実行し、収益力改善に取
り組む

未進出エリア・
未開拓事業への進出

フィリピン最大のセメント消費地であるマニラ首都圏への足掛か
りとして、ルソンDTを建設中。また、インドネシアにおいては現地
法人を設立し、地盤改良事業へ進出

ルソンDTの工期管理を徹底し、確実に工事を進める。インドネシ
ア地盤改良事業は現地パートナーと協業して製販体制の整備を
進める

物流ネットワーク強化
インドネシアの米国向け輸出桟橋やフィリピンのルソンDTなど、
グループネットワーク強化に資する取り組みを実施

インドネシアの桟橋は完工し、2026年6月に米国向け輸出開始。
その他工事も、工期管理を徹底し、開業遅延にともなう機会損失
を回避する。また、完工後の取扱数量最大化に向けた取り組みを
強化する

既存事業の収益基盤強化 既存コア事業の強靱化

グループ会社間の
相互補完と互恵関係を
強化し、シナジー効果を
最大化

グループ会社の管理体制強化と会議体を通じた損益改善
を推進し、収益力向上と整理・統合を進め企業体質を強化

製販一体で最適生産・出荷体制の強化と有利子負債削減を
進めるとともに、会議体を通じた経営課題への対応および
サプライチェーンマネジメントの推進によりさらなる収益力
向上を図る

関係会社の収益向上

石灰石鉱山における
次期鉱区開発の
着実な実行

新鉱区開発工事、砕砂設備の増設が順調に進展し、生産能
力向上と供給力強化に向けた体制整備を推進

新津久見鉱山(大分県)や田海鉱山(新潟県)での次期鉱区
開発工事の確実な実行により、生産基盤の強化と資源品の
歩留まり向上を通じて安定供給体制の構築を図る

資源の長期安定供給体制構築

機能性マテリアル事業
の拡大および
ベトナム等現地法人
事業の拡大

機能性中空粒子等の新規商材の上市化と海外事業におけ
る固化材・石膏販売の事業化を推進

機能性中空粒子は量産化と製品改良・拡充による需要の取
り込みを進め事業化を加速。海外事業はグローバル事業本
部との連携を強化し、固化材事業の安定化と新規事業拡大
を推進する

国内外新規事業の拡大

事業領域の更なる拡大

トレーディング事業の拡大

取り組み 取り組み2025年度までの成果 2025年度までの成果26中計達成に向けた課題・取り組み方針 26中計達成に向けた課題・取り組み方針

事業概況
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環境事業 建材・建築土木事業

◉ セグメント別売上高・営業利益 ◉ セグメント別売上高・営業利益

◉ 5年間の売上高と営業利益の推移 ◉ 5年間の売上高と営業利益の推移

2025年度実績 2026年度計画

売上高 818 920

営業利益 93 104

2025年度実績 2026年度計画

売上高 434 470

営業利益 19 19

（単位：億円） （単位：億円）
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■売上高（左軸）　 営業利益（右軸） ■売上高（左軸）　 営業利益（右軸）

26中計の取り組みと進捗状況 26中計の取り組みと進捗状況

コスト低減に寄与する
廃棄物収集への注力、
廃棄物再資源化価格
の見直しと熱エネルギ
ー代替となる廃棄物
の受け入れ増強

廃棄物再資源化については物流コストや人件費等の上昇
のため、価格の適正化を実施。地域の資源循環への貢献の
ため、廃棄物再資源化価格の適正化について、ユーザーに
丁寧に説明し、理解を得ることができた

● 廃棄物再資源化価格の適正化に理解を得られた主な要
因は、セメント資源化への期待と認識。セメント生産量は
減少傾向にあるが、ユーザーの期待に応えられるよう、再
資源化数量の拡大を検討している

● 熱エネルギー代替廃棄物の受け入れ強化は今後の重要
課題であり、必要な設備投資の検討を進めている

カーボンニュートラル
実現に向けた
取り組み推進

FA 混合セメント輸出拡大に向けて原料ソースである石炭
灰確保の取り組みを進めている。また、九電みらいエナジー

（株）とのオフサイトPPA 契約を締結し2025年度から電力
供給を開始。福島県浪江町の大規模酪農施設のプロジェク
トは、2026年4月に開業した

中計期間中での具体的施策は実施したが、直近では、佐伯
アッシュセンターのFA混合セメント輸出拠点化が控えてい
る。カーボンニュートラル実現を加速させる大きな取り組み
であり、引き続きこれら取り組みを積極的に推進する

サーキュラー
エコノミーに資する
新規事業の立ち上げ

ナコード社の袖ヶ浦リサイクルセンターでの廃太陽光パネ
ル処理事業は順調に稼働している。東京都、メタウォーター

（株）と共同で開始した下水からのリン回収については自主
研究を継続している

中計期間中での取り組みで具体的に掲げたものは実施し
た。今後とも、廃棄物に含まれる有用な物質を、様々な用途
として活用できるよう、検討を模索していく

アッシュセンターの
最大活用とFA混合
セメント輸出拡大支援

佐伯アッシュセンターで新たに稼働した石炭灰分級設備を
活用し、輸出用FA 混合セメントの原料を製造している。FA
混合セメントはフィリピンをはじめとしたアジア向けに出荷
している

佐伯アッシュセンターのFA混合セメント輸出拠点化を控え
ているため、輸出数量のさらなる拡大に対応できるように
する

既存事業の競争優位性拡大

新たな付加価値の創造

収益基盤のさらなる強化
取り組み 2025年度までの成果 26中計達成に向けた課題・取り組み方針

　国内需要が低迷するなか、当社では工場の安定操業と廃棄物の安定処理の両立に向け、処理費の改
定に取り組んでいます。取引先との対話を通じて、廃棄物のセメント資源化が多様な産業を支える社
会基盤であるとあらためて実感しました。今後はこれまで培ってきた“インフラ力”を生かしながら、取
引先との新たな協業にも挑戦し、さらにはセメント資源化以外での有効利用の開発を通じて、循環型社
会の実現に貢献していきたいです。

　グループ戦略推進部での業務を通じ、プレミックス製品や軽量気泡コンクリート等の製品や技術に
触れるなかで、セメントが多様な建材や工法を支えていることを実感しています。コンクリートの知識
が役立つ場面もある一方、これまで馴染みのなかった材料や技術に触れる機会も多く、それもこの業務
の魅力のひとつだと感じています。今後はさらに各社の技術的知見への理解を深め、グループシナジー
の創出と価値向上に貢献していきたいと考えています。

廃棄物の有効利用で再認識するセメントの“インフラ力”VOICE 技術をつなぎ、グループの力を未来へ生かすVOICE

環境事業部　サーキュラーマテリアルグループ　長尾 昌哉 グループ戦略推進部　戦略推進グループ　立岩 華英

● 各種上昇コスト
の売価への反映

● DX 関連投資の
推進

● 上昇する各種コストの売価への反映を実行
● 生産・物流体制の見直しとDX投資により、原価

低減と省人・省力化を推進

● 適正な収益率確保のため、各種コストの売価へ
の反映を適宜実施

● 原料調達リスクに備えた調達先や代替材料の
確保の推進

● 製造現場の人手不足に対応したDX 推進のさら
なる強化

● 高機能プレミッ
クス製品の海外
市場開拓

● M&Aを含めたイ
ンフラ補修事業
の拡大検討

● インドネシア等アジア地域において、高機能プレ
ミックス製品販売の現地パートナーを選定し、
供給体制検討に着手

● 洋上風力発電向け材料の供給体制整備

● インドネシアにおける高機能プレミックス製品
の供給体制確立

● 施工能力確保によるインフラ補修や風力発電工
事の受注体制強化

● インフラの維持補修分野の新製品開発と上市

海外を含む新規事業領域への進出

● 低炭素型製品の
市場投入

● CCU 技術のグル
ープ各社への展開

● 低炭素型グラウト材「太平洋プレユーロックス
GX 」が国土交通省新技術情報提供システム
NETISに登録

● 屋久島町における低炭素コンクリートの施工

● 当社保有技術のグループ会社商材への実装検討
を推進するとともに、低炭素型製品の拡充を図る

● 屋久島町公共事業における低炭素技術採用に
向けた活動の推進

● 激甚災害対策商材・技術の認知度向上

カーボンニュートラル実現に向けた新規商材の市場投入

取り組み 2025年度までの成果 26中計達成に向けた課題・取り組み方針

※ 2025年度より子会社の所管変更を行っています※ 2025年度より子会社の所管変更を行っています

事業概況
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マテリアリティ
当社グループは、140年以上にわたり高品質のセメントや建設資材を社会に供給し、インフラや
生活環境を支えるとともに、地球環境に配慮した事業活動を行ってきました。
これらの経験に基づき、気候変動をはじめ直面する様々な環境や社会の課題への取り組みにおいて、
目指すべき姿や方向性の整理のためにマテリアリティを特定しました。

　課題の抽出から妥当性の確認までを3つのステップで

実施しました。その結果、財務側面および環境・社会側面

　重要度が「きわめて高い」「より高い」12テーマをマテリアリティとしました。

から12テーマのマテリアリティを特定しました。

特定されたマテリアリティ

マテリアリティの特定プロセス

課題を抽出し、テーマ別に分類

STEP1

各種開示ガイドラインやESG評価機
関の評価項目などを参考※にし、また
ESG 面談などによるステークホル
ダーからの意見や情報、第三者から
の意見、当社の沿革や強み、さらには
各関係部との意見交換を行い、事業
内容の固有の課題を抽出し、それら
の課題をテーマ別に分類

テーマの優先順位づけと整理

STEP2

・ステークホルダーにとって、当社グループにとっ
ての重要度を両軸でマッピングしたテーマ候補
を選定

・ステークホルダーにとっての重要度においては、
投資家などとのESG面談における意見や情報を
参考に関心事項や重要事項を評価

・当社グループにとっての重要度においては、ダブ
ルマテリアリティの原則に則り、当社が環境・社
会に対して中長期にわたり与えるインパクトを
考慮して評価

妥当性の確認

STEP3

特定したマテリアリ
ティについて、最終
的にサステナビリ
ティ経営委員会、経
営会議で審議し、妥
当性を確認

◉ マテリアリティと主なKPI一覧

※ SDGs、ISO26000、GRIスタンダード、ESG評価機関の評価項目、GCCAサステナビリティ・フレームワークなど

側
面

マテリアリティ
（関連するSDGs） 取り組みテーマ 目標・KPI等 関連する基準・目標・

ガイドライン等

財
務
側
面

カーボンニュートラル
の実現 CO2排出量削減

● カーボンニュートラル実現（2050年度）
● CO2排出原単位20%以上削減
（2030年度、2000年比）
● 国内CO2排出総量40%以上削減
（2030年度、2000年比）

カーボンニュートラル 
戦略2050

循環経済実現への
貢献

代替原燃料使用の
推進
廃棄物排出量削減

● 廃棄物等利用原単位
400kg/トン-セメント以上を維持

● 廃棄物最終処分量40トン以下を維持

GCCA代替原燃料
ガイドライン

持続可能な
サプライチェーン サステナビリティ

アセスメント
● 主要サプライヤーのアセスメント率

75%（2030年度）

GCCA
サプライチェーン・
ガイドライン

国土強靱化への貢献 製品の安定供給
体制の維持

● 安定供給を維持するための工場設備更新の
実施

● 重大品質クレーム0件
ISO9001

環
境
・
社
会
側
面

生物多様性
鉱山回復計画の策定 ● 回復計画策定率90%以上 GCCA生物多様性

ガイドライン

水源保全
水資源の管理 ● 淡水使用原単位の管理推進

GCCA
サステナビリティ
フレームワーク・
ガイドライン

安全で健康な
職場づくり 災害の発生防止

健康経営の推進
● 死亡災害ゼロ❶
● 定期健康診断受診率100%❷

❶CSR目標2025
❷社内環境整備方針

ダイバーシティ&
インクルージョン 女性活躍の推進

● 女性従業員比率	 10%以上	❶❸
● 女性管理職比率（2030年）	 5%以上	❸

（2026年）	 3%以上	❸
● 女性採用比率（エリア非限定職）	 30%以上	❶
● 新任管理職の女性比率	 10%以上	❶

❶CSR目標2025
❸26中期経営計画
　サステナビリティ
　目標

人権の尊重 人権デュー
デリジェンスの推進

● 計画的な人権デューデリジェンスの実施と
是正・対応 国連・政府等の基準

ステークホルダー
エンゲージメント

株主・投資家との
エンゲージメント
地域との
コミュニケーション

● 株主・投資家とのエンゲージメント
310件/年以上

● 地域社会とのエンゲージメント
1,500件/年以上

GCCA
サステナビリティ
フレームワーク・
ガイドライン

グループガバナンス 内部通報制度の
グローバル化

● 内部通報制度のカバレッジ90%以上
（2030年度）

カバレッジ＝
導入社数/対象子会社

企業倫理・
コンプライアンス コンプライアンス教育

● 行動基準研修（e-ラーニング）受講率
90%以上を維持

GCCA
サステナビリティ
フレームワーク・
ガイドライン太平洋セメントグループにとっての重要度

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

きわめて高いより高い高い

き
わ
め
て
高
い

よ
り
高
い

高
い

● 環境配慮型製品の普及
● 生物多様性
● 水源保全
● 持続可能なサプライチェーン

● 財務側面　● 環境・社会側面

● カーボンニュートラルの実現
● 循環経済実現への貢献

● 環境負荷の低減

● ダイバーシティ&インクルージョン
● 人権の尊重
● ステークホルダーエンゲージメント
● 企業倫理・コンプライアンス

● 安全で健康な職場づくり
● 国土強靱化への貢献
● グループガバナンス

● DX推進 ● リスク管理（危機管理） ● 人材育成

マテリアリティの進捗
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マテリアリティ

　セメント製造では多量のCO2が排出され、その約4割は

エネルギー、約6割は主原料である石灰石の脱炭酸に由来

します。エネルギー起源はクリーンエネルギー転換で削減

可能ですが、石灰石を用いる限り原料起源のCO2をゼロ

にできないことが大きな課題です。当社は2030年の中間

目標を含む「カーボンニュートラル戦略2050」を掲げ、地

球温暖化防止と持続的成長に向け、中長期的視点でCO2

　当社はサプライチェーン全体で人権尊重をはじめとし

た責任ある行動を促進すべく、グループとしての「購買基

本計画」および「サプライヤー行動規範」を2025年3月に

策定していますが、2025年度は、その実効性を確保する

ため、当社のサプライヤーを対象として自己評価アンケー

　半世紀を超える老朽化した設備が多いなか、安定生産・

供給体制を確立するため、設備の強靱化に取り組むととも

に、省エネルギーや原価低減を目的とした機能改善をとも

なう設備更新を進めます。

　また、長期にわたって培ってきたプロセス管理技術なら

　当社ではセメント製造に用いる天然原料・燃料を廃棄

物・副産物に置き換えることで、天然資源の保全と最終

処分場の延命に貢献し、カーボンニュートラルとサーキュ

削減対策を推進しています。

　2030年の目標のひとつであるサプライチェーン全体で

のCO2排出原単位20％削減（2000年比）に対し、2025年

度は12.4％削減でした。もうひとつの2030中間目標であ

る国内CO2排出総量40％以上削減（2000年比）は超過達

成しました。

トを実施しています。人権への配慮のほか、労働安全衛生

や環境、法令遵守といった多面的な視点からの評価を通

じて、サプライチェーンにおける潜在的リスクの評価を継

続的に進めています。

びに品質管理技術により、製品品質の安定ならびに向上

に取り組んでいます。さらには、廃棄物・副産物の有効活

用などによって地球環境保全に配慮したセメント製造に

努めています。

ラーエコノミーを推進しています。2025年度の廃棄物・

副産物使用量は505万9千トン、使用原単位は399.4kg/

トン‐セメントで、いずれも前年度を下回りました。

カーボンニュートラルの実現 持続可能なサプライチェーン

国土強靱化への貢献

循環経済実現への貢献

2025年度実績 2026年度計画 2030

● 混合セメント拡大の技術開発と輸出事業への活用
● GX-ETSにつき、セメント産業用の基準策定等に関与
● Ｃ２ＳＰキルンの開発に関してはGI基金事業での

目標をクリアし、第3ステージに移行
● 屋久島町ゼロカーボンアイランド構想への協力と

して、シラスを用いた長寿命および低炭素コンク
リートを活用したEV急速充電ステーションを整備

● 混合セメントへのシフト加速
● 混合材調達体制整備 
● 化石エネルギーの代替促進
● GX-ETSの社内体制整備と排出枠取引市場への準備
● 革新的CO2回収（Ｃ２ＳＰキルン）、利用、貯留技

術の開発継続 
● Ｃ２ＳＰキルン派生技術（酸素富化燃焼技術、メ

タン焼成等）の開発推進

● 混合セメントの新規格化
● 新型粉砕助剤の開発
● カーボンニュートラルに資する革新技術の完成
● Ｃ２ＳＰキルン派生技術の既存工場横展開

KPI・目標 2023年度 2024年度 2025年度

カーボンニュートラルの実現（2030中間目標）
　CO2排出原単位※120％以上削減（2000年比）

11.6% 10.7% 12.4%

　国内CO2排出総量※240％以上削減（2000年比） 46.8% 46.1% 47.1%

※1  スコープ1（化石エネルギー代替分をのぞく） 
+ スコープ2 + スコープ3（カテゴリ1,3）

※2  スコープ1（化石エネルギー代替分をのぞく） 
+ スコープ2

2025年度実績 2026年度計画 2030

廃棄物・副産物の使用量は505万9千トンで、セメ
ント生産量の減少にともない受入量も前年比で減
少しました。また使用原単位は399.4kg/トン-セメ
ントで、前年度より低い値となりました。燃料代替
である廃プラスチックの受入量も前年比-1.9%と減
少しました。

これまで処理困難とされていたリサイクル品の受け
入れ・廃棄物処理量の増加、セメント製造における
燃料系廃棄物処理量の増加による熱エネルギー代
替率の向上、およびサーキュラーエコノミーの深化
に資する新規事業の早期立ち上げを図ります。

セメントの生産量が減少するなかで、サーキュラー
エコノミーの深化に資する新規事業の拡大を図り、
地域社会に貢献できる活動を強力に推進します。

KPI・目標 2023年度 2024年度 2025年度

代替原燃料使用の推進　
　廃棄物等利用原単位400kg/トン-セメント以上を維持

421.9kg/トン-セメント 412.6kg/トン-セメント 399.4kg/トン-セメント

廃棄物排出量
　廃棄物最終処分量40トン以下を維持

2.0トン 13.9トン 1.0トン

詳細は「統合報告書 ES編」をご覧ください。

https://www.taiheiyo-cement.co.jp/assets/pdf/csr/integrated-report-es_2026.pdf

2025年度実績 ありたい姿

・QMSスキルアップセミナー、内部監査員養成セミナーの実施
・予防処置強化による固結・異物トラブルの防止
・品質異常対応訓練の実施
・各事業部、各グループ会社での品質データ不正に関する自主点検
・グループ会社を対象に試験結果の取得プロセスにおける不正リスク調査実施

品質方針である「従業員一人ひとりがグローバルな視点に立ち、サーキュラー
エコノミーとカーボンニュートラルの推進による地球環境に配慮した製品とユ
ーザーニーズに応える品質を追求し、社会への貢献と顧客満足度の向上に努
める」ことを実現するため、一人ひとりがこの方針に基づいて活動することで、
確かな技術と品質保証体制を確立して高品質な製品・サービスを提供し、ユー
ザーに信頼され、期待される企業グループであり続ける。

KPI・目標 2023年度 2024年度 2025年度

重大品質クレームゼロ 0件 0件 0件

マテリアリティの進捗
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マテリアリティ

　当社グループは、石灰石鉱山の開発・操業において、地

域の生態系保存と地域振興の両立を重視しています。従

来実施してきた希少動植物の保全、採掘区域・跡地の緑化

活動などに加え、2023年度からは環境省が推進する「生

物多様性のための30by30アライアンス」ならびに「経団

労働安全保安衛生

　当社は「太平洋セメント安全保安衛生方針」を掲げ、労

働災害の撲滅と安全な職場環境の実現を目指し、安全保

安衛生活動をグループとして組織的に展開しています。

　本方針の精神に則り、本社安全所管部と事業所では年

　ダイバーシティ&インクルージョンの推進をイノベーテ

ィブな労働力創出のための重要課題のひとつと捉え、多

健康経営の推進

　2018年より健康経営を推進しており、2022年9月に改

訂した健康宣言のもと、毎年度、健康経営活動計画を定

　当社グループのセメント工場における水資源の利用に

ついて、将来、顕在化する可能性のある課題として水リス

クの分析、水使用状況の把握に努め、水資源の適正利用を

図っています。

連自然保護協議会」に参加し、より積極的な活動を進めて

います。さらに2025年度からは、自然との接点を明確にす

るため、TNFD提言に基づくLEAPアプローチを用いた手

法で自然への依存・インパクト・リスク・機会の把握を進め

ています。

度ごとに職場の実態に即した安全保安衛生管理方針を作

成・展開し、安全保安衛生方針を効果的に実施していま

す。また、これらの根幹には、当社グループの安全保安衛

生管理についての基本的な事項を「安全保安衛生管理規

程」に定め、安全保安衛生の推進に努めています。

様な価値観を有する人材が活躍できる企業を目指してい

ます。

め、施策の実施、効果検証、次年度への施策の反映など、

PDCAサイクル運用の中で健康経営を推進しています。

生物多様性 安全で健康な職場づくり

ダイバーシティ& インクルージョン

水源保全

2025年度実績 2026年度計画 2030

● 生物多様性
・生物多様性のための30by30アライアンス参加

● 鉱山緑化
・種子吹付12千㎡
・苗木植栽3,431本

● 生物多様性
・30by30アライアンスの取り組みを推進し、
30by30達成に貢献する

● 鉱山緑化
・種子吹付30千㎡
・苗木植栽3,100本

● 生物多様性
 ・自然共生型の事業活動を推進し、ネイチャーポ
ジティブの実現に貢献する

● 鉱山緑化（2027年～2030年合計）
・種子吹付128千㎡
・苗木植栽17,900本

マテリアリティの目標・KPI／その他目標 2023年度 2024年度 2025年度

鉱山回復計画の策定　
　鉱山回復計画策定率90％以上

100% 100% 100%

2023年度 2024年度 2025年度

表層水 4,374 4,974 5,154

地下水 16,740 18,117 17,151

用水 2,289 2,756 2,900

淡水の総取水量（I） 23,403 25,847 25,205

海水の総取水量 145,758 138,724 139,072

総取水量 169,161 164,570 164,278

淡水の総排水量（O） 13,021 14,414 14,530

海水の総排水量 145,927 138,724 139,072

総排水量 158,948 153,138 153,602

淡水消費量（I-O） 10,382 11,432 10,675

◉ 水使用の状況 GCCA（単位：千m3）

マテリアリティの目標・KPI／その他目標 2023年度 2024年度 2025年度

災害の発生防止　死亡災害ゼロ 1件 4件 5件

全社安全保安衛生委員会目標

①グループ全体で死亡災害ゼロ 1件 4件 5件

②重点取組事項

（1）ルール違反災害 31件 54件 37件

（2）熱中症災害 11件 8件 6件

（3）類似・再発災害 97件 91件 76件

③当社在籍従業員の休業率 5.00‰台 6.89‰ 6.89‰ 7.85‰

マテリアリティの目標・KPI / その他目標 2023年度 2024年度 2025年度

定期健康診断受診率100％ 99.9% 100.0% 100.0%

マテリアリティの目標・KPI / その他目標 2023年度 2024年度 2025年度

女性採用比率（エリア非限定職）30%以上 22.0％ 20.8％ 27.3％

女性従業員比率10%以上 9.9％ 10.6％ 11.0％

新任管理職の女性比率10％以上 11.4％ 14.3％ 10.6％

女性管理職比率（2030年）5%以上（2026年）3％以上 2.5％ 3.2％ 3.7％

詳細は「統合報告書 ES編」をご覧ください。

https://www.taiheiyo-cement.co.jp/assets/pdf/csr/integrated-report-es_2026.pdf

※ 過年度に遡って修正

マテリアリティの進捗
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マテリアリティ

　人権尊重をサプライチェーン全体の最重要課題と捉え

た事業活動を実践するため、グループ全体を対象とした

人権啓発活動を推進しています。当社は2022年5月に国

連グローバル・コンパクトに署名し、人権の保護、不当な

労働の排除、環境への対応、そして腐敗の防止にかかわる

10の原則に賛同し、その実現に向けて取り組んでいます。

人権デューデリジェンスの推進

　当社グループは2023年度に実施した第1回人権デュー

　「コンプライアンス・ホットライン」を設け、通常の社内

手続きを経ない通報を直接受け付けています。通報受付

窓口は社内（コンプライアンス・ホットライン）と、社外（法

律事務所）にあり、通報の秘匿性を担保しています。グル

ープ会社従業員もこれらの窓口の利用を可能とし、グルー

　当社は「行動指針」において“事業環境の変化に即応し、

柔軟に行動する”ことを宣言しています。リスクマネジメン

トは経営の不確実性を低減し、経営目標を達成するため

の基盤と考え、社会変革・地球環境変化・自然災害・事故・

不祥事など、経営目標の達成を不確実とするリスクを「リ

スク管理基本方針」に基づき管理しています。またリスク

管理基本方針を具体的なリスク管理活動に展開するように

「リスク管理規程」を定めています。

　2025年4月には、独立的かつ予防的観点に基づくリス

ク管理体制の確立および内部通報体制の強化を目的とし

て、総務部内に「リスク管理・コンプライアンス室」を新設

しました。

　持続可能な企業であり続けるためには、多様なステーク

ホルダーからの期待や要請に応えて社会的責任を果た

し、良好な関係を築き続けることが必要不可欠であるとの

考えに基づき、適時適切な情報開示やステークホルダーと

のコミュニケーションを促進しています。今後も、ステーク

デリジェンスの結果、ならびに日本政府の「責任あるサプ

ライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」

（2022年）に従い、2024年度に「太平洋セメントグループ

人権方針」を策定しました。　

　2025年度には同方針を基調として新たな調査範囲を

設定し第2回人権デューデリジェンスを実施しました。今

後も調査範囲のさらなる拡大と定期的な実施による是正

の継続により企業価値の向上を目指していきます。

プガバナンスの強化、制度の実効性向上と各社の負担軽

減を図っています。2024年度には海外グループ会社が利

用できる社外窓口を設置し、2025年度より順次運用を開

始しました。

コンプライアンス教育

　行動基準に沿って具体的にどのように行動すればよい

か、個々の事例を示した「行動基準［ケースブック］」を作成

し、当社の全従業員および主要なグループ会社の全従業

員に配付しています。「行動基準［ケースブック］」は最新情

報を反映しながら定期的に改定しています。また、「行動基

準［ケースブック］」などを題材にし、個々の状況でどのよう

な行動をとるべきかをクイズ形式で学習するe-ラーニング

を全従業員に向けて、毎月1回実施しています。2025年度

の受講率は、96.1%でした。

ホルダーから寄せられるご意見やご要望をより一層経営

に生かすよう努めるとともに、企業にとって最大の資本で

ある従業員が生き生きと働くことができるよう、人的資本

経営をさらに推進していきます。

人権の尊重 グループガバナンス

企業倫理・コンプライアンスステークホルダーエンゲージメント

2025年度実績 2026年度計画 2030

主要国内グループ会社
（生コン・コンクリート二次製品・建材製造）

主要国内グループの一次サプライヤー会社
（石灰石・代替原燃料供給）

主要国内グループ会社
（セメント・生コン・コンクリート二次製品・建材製造

以外のセグメント）

主要国内グループのサプライヤー会社
（2023年度および2025年度の調査対象以外）

定期的な人権デューデリジェンスの実施と、PDCA
による是正措置の継続による人権リスクの低減

ステークホルダー ステークホルダーの関心事項 2025年度実績

株主・投資家

● 業績動向
● 中長期的な経営戦略
● カーボンニュートラルの実現
● 株主還元方針
● 資本コストの考え方

● IR活動実績	 計303回
・決算説明会（Web同時配信）	 2回
・IR個別面談 	 293回
・IRカンファレンス	 4回
・施設見学会	 3回
・米国事業説明会	 1回

地域社会

● 地域社会との エンゲージメント
● 生物多様性
● 環境負荷の低減
● 国土強靱化への貢献
● 水源保全

● 地域社会とのエンゲージメント実績	 計3,032件
・地球環境保全活動	 1,525件
・地域文化・交流の活性化	 1,232件
・地域の発展	 114件
・教育・人材育成	 145件
・災害支援	 6件
・その他	 10件

KPI・目標 2023年度 2024年度 2025年度

内部通報制度の（国内外）グループ会社
　カバレッジ90%以上（2030年度） 88.3% 95.7% 98.9%

行動基準研修（e-ラーニング）受講率90%以上を維持 97.3% 96.3% 96.1%

2025年度実績 2026年度計画 2030

南海トラフ地震や首都直下地震を想定したBCP 構
築に向け、これら大規模災害に対応する事業継続
戦略策定等に取り組むワーキングチームを設置

次期中期経営計画も見据え、現中計達成やマテリア
リティの取り組みを阻害し当社グループ経営の不確
実性に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクを特
定し、効果的な対策につなげる

リスク管理体制の整備拡充および実効性あるリス
ク管理・コンプライアンス活動の継続により、当社
グループの事業継続ひいては持続的発展に貢献
する

詳細は「統合報告書 ES編」をご覧ください。

https://www.taiheiyo-cement.co.jp/assets/pdf/csr/integrated-report-es_2026.pdf

マテリアリティの進捗
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取締役会

サステナビリティ経営委員会

全社安全保安衛生委員会
委員長：安全担当役員

本社各所管部

協力会社 安全衛生
協力会

災害防止
協力会

保安
協力会

本社
安全衛生
委員会

佐倉
安全衛生
委員会

各工場
安全衛生
委員会

各支店
安全衛生
委員会

各鉱山
保安委員会

グループ
会社

安全衛生
委員会

保安委員会

各専門委員会

マテリアリティの目標・KPI／その他目標 2023年度 2024年度 2025年度

災害の発生防止　死亡災害ゼロ 1件 4件 5件

全社安全保安衛生委員会目標

①グループ全体で死亡災害ゼロ 1件 4件 5件

②重点取組事項

（1）ルール違反災害 31件 54件 37件

（2）熱中症災害 11件 8件 6件

（3）類似・再発災害 97件 91件 76件

③当社在籍従業員の休業率 5.00‰台 6.89‰ 6.89‰ 7.85‰

労働安全保安衛生

　当社は、以下「太平洋セメント安全保安衛生方針」を掲

げ、労働災害の撲滅と安全な職場環境の実現を目指し、

安全保安衛生活動をグループとして組織的に展開してい

ます。

　本方針の精神に則り、本社安全所管部（各事業部）と事

業所では年度ごとに職場の実態に即した安全保安衛生管

理方針を作成・展開し、安全保安衛生活動を効果的に実

施しています。

　また、これらの根幹には、当社グループの安全保安衛生

管理についての基本的な事項を「安全保安衛生管理規程」

に定め、安全保安衛生の推進に努めています。

　取締役会直属のサステナビリティ経営委員会の傘下に

「全社安全保安衛生委員会」を設置し、設備部担当役員が

委員長となっています。同委員会では本社安全所管部なら

びに事業所の推進活動を統括しており、グループ会社の

安全に対してもデータの収集ならびに部門間を横断した

指導を行っています。

　また、本社安全所管部が管轄する各事業所およびグ

ループ会社では、労使双方で構成する「安全保安衛生に関

する委員会および協力会」を組織し、事業所ごとに活動を

推進しています。

　国内のセメント工場・鉱業所の安全保安衛生管理は

OSHMS※により展開しています。

　全社安全保安衛生委員会では、前述の規定ならびに

OSHMSに則り毎年四半期ごとにレビューを行い全社で

PDCAを回しています。PDCAを回すことで全社の状況に

あった目標を毎年定めています。

　その中で、普遍的かつ永続的な目標を掲げ、重点的に安

全保安衛生推進活動に取り組んでいます。

　また2025年度は、2024年度のレビュー結果を踏まえ、

目標および活動内容を定め取り組みました。

基本的な考え方 運用体制

実現に向けて

❶ 労働災害ゼロを目指し、労使一体となった協議と事業所で働
く全ての人の参加の下に安全保安衛生活動を推進します。

❷ 安全保安衛生関係諸法令を遵守するとともに、当社で定め
た安全保安衛生管理規程と事業所及びグループ関係会社
で定めた安全保安衛生規定類に基づき、従業員と協力会社

太平洋セメント株式会社は、従業員及び協力会社を含む事業
所で働く全ての人の安全と保安及び健康の確保が企業の存立
の基盤をなすものと認識し、労働安全衛生法及び鉱山保安法
の精神に基づき労働災害及び職業性疾病の発生を防止する
ために適切な経営資源を投入し、以下の基本方針を効果的に
実施していくこととします。

基本方針

の安全保安衛生を確保します。
❸ 労働安全衛生マネジメントシステムの実施及び運用を積極

的に推進し、作業と設備の本質安全化並びに教育訓練や自
律的安全活動を継続的に実施するとともに労働安全衛生
マネジメントシステムの継続的改善で安全保安衛生水準
の向上に努めます。

❹ 全社と事業所及びグループ関係会社の安全保安衛生委員会
を通して全員で安全保安衛生リスク低減を積極的に推進し、
職場環境と作業環境・方法を継続的に改善します。

❺ 全社と事業所及びグループ関係会社の安全保安衛生委員
会のリーダーシップで安全保安衛生管理体制を強化する
とともに、全員参加による労働災害撲滅活動を進め、太平
洋グループ全体の安全保安衛生の確保を推進します。

太平洋セメント安全保安衛生方針

※ OSHMS（Occupational Safety and Health Management System）：1999年に厚生労働省が示した指針で、連続的かつ継続的な安全衛生管理を自主的に行うことにより、
事業所の労働災害の潜在的な危険性の低減、および快適職場を促進させる仕組み

◉ 安全保安衛生体制図

◉ マテリアリティのKPI・目標と実績

目標 グループ全体で死亡災害ゼロ（26中期経営計画・サステナビリティ目標）

工場での安全衛生推進委員会の様子

マテリアリティの進捗

私
た
ち
の
存
在
意
義

中
期
経
営
計
画
達
成
に
向
け
た
戦
略

マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
の
進
捗

事
業
概
況

ガ
バ
ナ
ン
ス

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

TAIHEIYO CEMENT REPORT 2026

102 103



4月 5月 6月 7月 8月 9月10月11月12月1月 3月 5月2月 4月 6月 7月 8月 9月10月11月12月1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月10月11月12月1月 3月 5月2月 4月 6月 7月 8月 9月10月11月12月1月 2月 3月

20
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10

5

（件）

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

2022年度  120件（49件）
月平均  10.0件

2023年度  133件（53件）
月平均  11.1件

2024年度  128件（46件）
月平均  10.7件

2025年度  110件（35件）
月平均  9.2件

0

※ 休業災害：当社では社内規程に基づき、労働災害により1日以上休業した場合を休業災害として取り扱っています

労働安全保安衛生

■不休　■休業・死亡　（ ）内は休業災害※の件数

　2025年度は、労働死亡災害５件が発生し、また精神疾

患の増加に伴い休業率が7.85‰となり、目標を達成する

ことはできませんでした。一方、労働災害の総件数は減少

傾向となり、安全活動の効果も見られました。

　当社グル－プ経営において、労働安全衛生は最重要事

項の一つとしており、グル－プ全体で労働災害の撲滅に向

けた取り組みを強化しています。その成果として、2023年

度以降は全社災害件数ならびに休業を伴う災害件数とも

に改善が図られてきました。そのような中、2025年度に死

　災害を踏まえ、以下の全社安全管理体制のさらなる強化に向けた取り組みを拡充しています。

　上記の死亡事故発生事業所においては、規定により「安

全管理特別協調事業所」指定を行い、安全意識改革およ

び体制整備など安全管理強化の取り組みを6カ月以上に

わたり実行しています。この期間中、本社安全所管部によ

　各事業所でリスク撲滅および設備の本質安全化をこれ

まで以上に推進し、安全な職場を構築する活動を継続し

ていきます。

亡災害が5件発生したことは誠に痛恨の極みであり、この

事態を深刻に受け止めるとともに、さらなる安全対策が必

要であると認識しています。「安全は全てにおいて優先す

る！」という強い決意のもと、グル－プ全体で安全活動を

強化推進していきます。

る安全調査を定期的に実施し、安全管理体制が適切に改

善されていることを確認するとともに、全社安全保安衛生

委員会に報告し評価確認を行っています。

安全保安衛生活動の実績 災害防止に向けた取り組み

強化対策

◉ 災害件数推移

◉ 死亡災害の発生状況

　2018年3月に国際標準化機構によるOSHMS のISO 
45001規格が制定されました｡ 当社は2007年より厚生労
働省が示した指針に基づきOSHMSを運用していますが､
国際的な企業として品質（ISO9001）､環境（ISO14001）に
加え､安全衛生のISO45001規格の認証を2023年4月に本
社設備部（中央機能）、上磯工場ならびに大分工場で取得し
ました。
　2026年3月には本社・上磯工場・大分工場にて認証継続
審査を受審し、継続的改善が認められ登録継続が決定しま
した。引き続き当システムを活用した継続的な改善を推進
していきます。

ISO45001への取り組み

2025年5月16日 協力会社 原料置場内で積付原料の近傍に立ち入った際に崩落に巻き込まれ

2025年7月29日 協力会社 ベルトコンベア歩廊内を通行中、腐食した床を踏み抜いて墜落

2025年8月29日 運送会社 セメント運搬車上で作業中、加圧でハッチが吹き飛び頭部に激突

2025年9月19日 子会社 骨材ヤ－ド内で作業中、足元の骨材が荷崩れし崩落に巻き込まれ

2026年3月25日 従業員 原料の輸送状況を監視中、何らかの原因でベルトコンベアに巻き込まれ

安全推進体制の拡充 全事業部門に安全担当者を発令配置
→情報連携の強化、安全対策推進の迅速化等を図る

潜在リスクへの対応強化
ヒヤリハット抽出活動の活性化により災害リスクを顕在化させ、高リスクへの対応を確実に実行する。
→リスクアセスメント実施、高リスクの処置対策を徹底
→専門WGを発足し設備改善活動を展開

設備本質安全化への対応強化
フールプルーフに基づいて設備の在り方を見直し、設備の本質安全化を強力に推進する。
→専門WGを発足し設備改善活動を展開
→設計基準へ反映し、恒久的な設備安全体制を構築

経営トップによる安全指導 事業所を視察往訪（工場、支店）
→訓示や対話を通じて安全管理強化を直接指示、指導

安全投資の優先的実行 高リスクへの安全投資を中長期計画化し確実に実施する

従業員の安全意識高揚 上述の活動と各安全施策を実施することで、従業員ならびに働く人全員に「真に安全最優先」で行動する
意識の醸成を図る

安全ガバナンス強化 サステナビリティ経営委員会等において、報告と質疑主体の運用から改善措置に係る議論も含めた体制
強化を図る
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2023年度 2024年度 2025年度

国内
事業所 14回/13事業所 14回/12事業所 20回/10事業所

海外
事業所 2回/1事業所 3回/2事業所 １回/1事業所

労働安全保安衛生

 設備の本質安全化（実施事例）

グループ会社への安全活動支援 安全体感教育

　各事業所では働く人々から危険箇所をヒヤリハットとし

て抽出する活動を行っています。抽出された危険な状態に

ついてリスクアセスメントを実施し、顕在化した高リスク

を確実に対策し設備の本質安全化を図っていきます。

　全社安全保安衛生委員会は、グループ会社の安全活動

を支援しています。2018年度から開始し、グループの国内

と海外の事業所に対し安全調査を実施しています。

　一人ひとりの危険に対する感受性を高めるため、身近な

作業における危険を体験する安全体感教育を実施してい

ます。2018年度から各セメント工場に危険体感設備を導

入、現場作業の動画を活用し、若手従業員、協力会社従業

員など経験の浅い人にも効果的に教育ができる体制を整

えています。また、VR体感教育を併用するなど工夫を凝ら

しています。

◉ グループ会社への安全調査の実施回数

◉ ベルトコンベアへの巻き込まれ防止対策
 （各ローラ類への安全カバー設置）

導入した危険体感設備・器具
巻き込まれ（ローラー・チェーン・Ｖベルト・ベルトコンベア・
ロータリーフィーダー・卓上ボール盤・エアシリンダー）／安
全靴、落下物衝撃体感／墜落制止用器具（安全帯）でのぶら
下がり／感電・人体電気抵抗体感／指差呼称安全体感／重
量物玉掛け／ディスクグラインダーのキックバック／その他

VR教育との併用
高所からの落下／感電／ベル
トコンベアの巻き込まれ／重機
との接触

　当社グループは「安全は全てに優先する」という

経営基本方針のもと、協力会社を含めた労働災害

の撲滅と安全な職場環境を目指し、安全保安衛生

活動をグループ全体で組織的に展開してまいりま

した。その成果として、2023年度以降は全社災害

件数ならびに休業を伴う災害件数ともに改善が図

られてきました。そのような中で2025年度に死亡

災害が5件発生したことを深刻に受け止め、改めて

経営としての責任を痛感しています。安全こそが事

業の持続的成長を支える基盤であるとの認識のも

と、経営として安全を最優先とする意思を明確に

し、さらなる取り組みを全社一丸となって推進して

まいります。 

　再発防止に向けては、原因の徹底究明とともに、

実効性ある対策を講じるべく取り組みを進めてい

ます。具体的には、ヒヤリハット情報の活用強化、

フールプルーフ（人為的ミスがあっても事故につな

がらないようにする安全設計の考え方）に基づく設

備設計・改良などで、従来の設備投資と切り離して

必要な安全対策投資を確実に実行していくことと

しています。現場の声を的確に反映する仕組みを

整え、必要な人員・設備投資を積極的に行うこと

で、安全水準の着実な向上を図ってまいります。 

　さらに、これらの取り組みを単なる制度やルール

にとどめることなく、組織文化として定着させるこ

とが不可欠です。そのため、経営層と現場との対話

を一層強化し、安全に対する意識と行動の変革を

促進してまいります。一人ひとりが「安全は自らが

守るもの」であると同時に、「仲間の安全を守る責

任」を持つという意識を醸成し、安全を最優先とす

る企業文化の確立に取り組んでまいります。 

　また、DX技術を活用して過去の災害情報等を蓄

積・分析し、その教訓を現場での危険予知活動や

安全教育に反映するとともに、作業現場での画像

監視による異常行動の早期発見などを通じて、安

全対策のさらなる高度化も目指します。

　当社は、安全への徹底した取り組みこそが、従業

員一人ひとりの安心と働きがいを高め、ひいては企

業としての信頼の向上や持続的な成長につながる

ものと考えています。社会から真に信頼される企業

であり続けるために、今後も不断の努力を重ねてま

いります。

安全担当役員メッセージ

全社安全保安
衛生委員会委員長・
安全担当役員
川辺 孝治
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取締役・監査役の紹介

取締役

監査役

1978年  4月	 当社入社
2007年  4月	 環境事業カンパニー事業推進部長
2009年  5月	 環境事業カンパニー営業部長
2010年10月	 環境事業部長
2012年  4月	 執行役員　環境事業部長
2015年  4月	 常務執行役員

  6月	 取締役　常務執行役員
2016年  4月	 取締役　常務執行役員　
	 セメント事業本部長
2017年  4月	 取締役　専務執行役員		
	 セメント事業本部長
2018年  4月	 代表取締役社長
2024年  4月	 取締役会長（現在）

1983年  4月	 当社入社
2013年  4月	 海外事業本部営業部長
2017年  4月	 執行役員　海外事業本部営業部長
2019年  4月	 常務執行役員　海外事業本部長

  6月	 取締役　常務執行役員　
	 海外事業本部長

  8月	 取締役　常務執行役員
	 海外事業本部長　
	 太平洋水泥（中国）投資有限公司董事長
2020年  6月	 常務執行役員　海外事業本部長
	 太平洋水泥（中国）投資有限公司董事長
2022年  4月	 常務執行役員　海外事業本部長
2023年  4月	 専務執行役員　海外事業本部長

  6月	 取締役　専務執行役員　
	 海外事業本部長
2024年  4月	 代表取締役社長（現在）

2000年  4月	 弁護士登録（第一東京弁護士会）
2001年  7月	 田辺総合法律事務所入所
2012年  4月	 同事務所パートナー
2018年  2月	 当社社外監査役
2023年  6月	 生化学工業（株）社外監査役 （現在）
2024年  6月	  （株）早稲田アカデミー　
	 社外取締役（現在）

  9月	 ロデム綜合法律事務所
	 パートナー（現在）
2026年  6月	 当社社外取締役（現在）

1985年  4月	 当社入社
2015年  4月	 建材事業部長
2018年11月	 建材事業部長 兼 事業企画管理部長
2019年  4月	 建材事業部長
2020年  4月	 執行役員　建材事業部長
2021年  4月	 当社執行役員　
	 ギソンセメントコーポレーション社長
2022年  4月	 当社常務執行役員　

海外事業本部副本部長
	 ギソンセメントコーポレーション社長
2023年  4月	 常務執行役員
2024年  4月	 専務執行役員

  6月	 取締役　専務執行役員
2026年  4月	 取締役

  6月	 常勤監査役（現在）

1983年10月	 監査法人太田哲三事務所
	  （現EY新日本有限責任監査法人）
	 入所
1987年  8月	 公認会計士登録
1999年  7月	 太田昭和監査法人
	  （現EY新日本有限責任監査法人）
	 パートナー
2014年  8月	 新日本有限責任監査法人
	  （現EY新日本有限責任監査法人）
	 退職
2023年  6月	 当社社外監査役（現在）

2000年10月	 弁護士登録
	 西村総合法律事務所（現西村あさひ
	 法律事務所・外国法共同事業）
2002年  6月	 法務省民事局付
2006年  4月	 西村ときわ法律事務所（現西村あさひ
	 法律事務所・外国法共同事業）
2011年  4月	 野村ホールディングス（株）
	 グループ法務部次長
2014年12月	 バークレイズ証券（株）
	 コンプライアンス部
	 コントロールルーム室長
2015年  9月	 シティユーワ法律事務所
	 スペシャル・カウンセル
2023年  1月	 同事務所パートナー（現在）

  3月	 住友林業（株）社外取締役（現在）
2026年  6月	 当社社外取締役（現在）

1989年  4月	 当社入社
2019年  4月	 事業企画管理部長
2022年  4月	 執行役員　人事部長
2024年  4月	 常務執行役員
2025年  4月	 顧問
2025年  6月	 常勤監査役（現在）

1978年  4月	 日本電信電話公社（現NTT（株））入社
2008年  6月	 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ（株）
	  （現NTTドコモビジネス（株））
	 取締役法人事業本部チャネル
	 営業本部長
2010年  6月	 エヌ・ティ・ティ・コム·チェオ（株）
	  （現NTTドコモビジネスチェオ（株））
	 代表取締役社長
2014年  6月	 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ
	  （株）（現NTTドコモビジネス（株））
	 常勤監査役
2018年  6月	 同社監査役
	 三菱UFJ信託銀行（株）
	 社外取締役監査等委員（現在）
2020年  6月	  （株）大林組社外取締役
2024年  6月	  （株）西武ホールディングス社外取締役
	  （現在）
2026年  6月	 当社社外監査役（現在）

取締役会長
不死原 正文

代表取締役社長
田浦 良文

社外取締役
三谷 和歌子

常勤監査役
松井 功

社外監査役
青木 俊人1977年  4月	 大蔵省入省

2004年  7月	 金融庁審議官
2010年  7月	 財務省財務総合政策研究所長
2013年12月	 同省退官
2014年  6月	  （一社）信託協会専務理事
2021年  6月	 当社社外取締役（現在）

1981年  4月	 東洋曹達工業（株）
	  （現東ソー（株））入社
2017年  6月	 東ソー（株）取締役　上席執行役員
2019年  6月	 同社取締役　常務執行役員
2020年  6月	 大洋塩ビ（株）取締役社長
2024年  6月	 当社社外取締役（現在）

社外取締役
振角 秀行

社外取締役
堤 晋吾

社外取締役
豊田 祐子

常勤監査役
根本 裕介

社外監査役
小林 洋子

1984年  4月	 当社入社
2017年  4月	 関西四国支店長
2019年  4月	 執行役員　セメント事業本部営業部長
2023年  4月	 常務執行役員　
	 セメント事業本部長 
	 兼 セメント事業本部営業部長
2024年  4月	 常務執行役員　セメント事業本部長
2025年  4月	 専務執行役員　セメント事業本部長

  6月	 取締役　専務執行役員　
	 セメント事業本部長（現在）

1986年  4月	 当社入社
2019年  4月	 経理部長
2022年  4月	 執行役員　経理部長
2023年  4月	 常務執行役員
2026年  4月	 専務執行役員

  6月	 取締役　専務執行役員（現在）

取締役
専務執行役員
吉良 尚之

取締役
専務執行役員
伴 政浩

1982年  4月	 当社入社
2011年  4月	 ギソンセメントコーポレーション社長
2016年  4月	 当社執行役員
	 ギソンセメントコーポレーション社長
2018年  4月	 当社執行役員　
	 セメント事業本部営業部長
2019年  4月	 常務執行役員

6月	 取締役　常務執行役員
2020年  6月	 常務執行役員
2022年  4月	 専務執行役員

  6月	 取締役　専務執行役員
2024年  4月	 代表取締役副社長（現在）

1986年  4月	 当社入社
2015年  4月	 海外事業本部企画部長
2018年  4月	 環境事業部長
2019年  4月	 執行役員　環境事業部長
2022年  4月	 常務執行役員
2024年  4月	 専務執行役員　海外事業本部長

  6月	 取締役　専務執行役員
	 海外事業本部長
2025年  4月	 取締役副社長
	 グローバル事業本部長
2026年  4月	 代表取締役副社長
	 グローバル事業本部長（現在）

代表取締役副社長
朝倉 秀明

代表取締役副社長
深見 慎二

ガバナンス
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企業価値向上を支える実効性ある取締役会へ

　私は取締役として12年にわたり取締役会に参画し、

2024年4月からは取締役会長として議長を務めていま

す。近年、当社の取締役会の実効性は大きく向上してきた

と感じています。特に、社外取締役により多様性と存在感

が増してきたことを実感しています。企業経営、グローバ

ルビジネスなど異なるスキルを持つ人材が参画すること

により、それぞれの専門的見地から有益な提言がありま

す。現在の取締役会は、多様な視点から企業価値向上に向

けた議論を行う場へと着実に進化を遂げています。

　2026年6月には新たな社外取締役として三谷氏、豊田

氏を迎えました。三谷氏にはリスクマネジメント分野での

知見を、豊田氏にはグローバルビジネスに関する豊富な

経験を生かしていただくことを期待しています。多様な専

門性を持つ社外取締役をバランスよく配置した体制にな

ることと、社外取締役の半数が女性になり、女性目線での

経営チェックも可能になり、取締役会の監督機能がさらに

高まるものと考えています。

　当社では、取締役会での議論がより活性化するよう、事

前に社外取締役への説明の場を設けています。米国にお

けるセメント市場の環境や、Ｃ２ＳＰキルンの仕組みなど、

当社特有の専門性の高いテーマについても担当部門が丁

寧に説明し、活発な質疑応答を行います。時には予定時間

を大きく超えることもありますが、こうしたプロセスを通じ

て社外取締役は十分な理解を得たうえで取締役会に臨む

取締役会議長メッセージ

ことができ、建設的で質の高い議論につながっています。

社外取締役の知見を生かしガバナンスを高度化

　セメント業界には長い歴史の中で培われた独自の慣行

や考え方があります。それらは事業運営上の合理性を持つ

一方で、業界の内部にいるだけでは客観的課題に気づきに

くくなる側面もあります。そうしたなか、社外取締役による

外部の視点が入ることによって、従来あった「あたり前」を

本質から問い直す機会が増えました。社外取締役からの

指摘を受けて議論を深め、必要に応じて方針や戦略を見

直すことで、当社のガバナンスは着実に向上しています。

　近年、取締役会で議論するテーマも大きく広がってお

り、とりわけグローバルガバナンスに関しては、重要課題と

して何度も議論を重ねています。中でも海外事業の中核で

ある米国事業については、これまでの外部モニタリングに

加え、事業会社の組織内部に当社から常勤の監査人材を

派遣するなど、ガバナンスの強化を進めてきました。これも

社外取締役からの提言を受けて実施した事例であり、多

様な外部視点を取り入れることが経営の質の向上に直結

した、象徴的な成果でした。

グローバル企業を支える
人権尊重とコンプライアンス

　当社グループはグローバルなサプライチェーンを構築

しており、グループ会社やパートナー企業を含め、非常に

多くの外国籍の人材が事業を支えています。このような状

況の中で、経営の根幹としてあらためて重要性を増してい

るのが「人権の尊重」です。

　私は人権とは「あらゆる立場の人を対等に尊重するこ

と」という信念を持っています。海外拠点や当社のビジネ

スに携わるすべての人々を、ともに未来を切り拓くパート

ナーとして尊重しあい、成長を支え合う関係性を築いてい

くことが大事なのです。そのためにも、国籍や文化の違い

を超えて、誰もが安心して意見を言える公平な環境整備

を進めていきます。

　当社グループには、米国、東南アジアと環太平洋を中心

に非常に優秀な人材が数多く在籍しています。そうした人

材が対等な立場で能力を発揮し、一体となって企業価値

向上を目指せる組織を築いていくことが、今後の成長に欠

かせません。

　一方で、グローバル化の加速にともない、法令違反に関

するリスクも多様化・複雑化しています。こうした問題を未

然に防ぐため、コンプライアンス強化のための仕組みを整

備していますが、これはあくまでスタートラインに過ぎま

せん。真の課題は、整備した仕組みをサプライチェーン全

体や海外拠点を含むグループ全体へ確実に浸透させるこ

とです。従業員一人ひとりがコンプライアンスを自らの問

題として捉え、同じ価値観と基準で判断・行動できる組織

をつくるにはどうすればよいのか。これは今後、取締役会と

しても議論を深めていくべき重要なテーマです。

次のステージへと進む取締役会

　私は、取締役会が上程された議案を審議・承認するだけ

の場であってはならないと考えています。中期経営計画や

長期ビジョンについても、その方向性や考え方を社外取締

役の目線も取り入れて議論し、「太平洋セメントグループは

将来どのような姿を目指すべきか」という本質的な問いを

共有することが重要です。取締役会が未来に対する問題

提起を行い、その議論を通じて意思決定の質を高めていく

ことが、今後ますます求められる役割だと考えています。

　また、当社グループは利益の約半分を海外事業が生み

出し、従業員の約半数が海外で働いています。この事業構

造をふまえれば、取締役会にもグローバルな視点をさらに

取り込んでいくことが重要です。海外事業の機会とリスク

を適切に監督するためには、各地域の事業環境や経営課

題に対する理解を取締役会に反映していく必要がありま

す。外国人取締役の参画も含め、どのような取締役会のメ

ンバー構成が当社の持続的成長に資するのか、今後も議

論を深めていきます。

成長のあゆみを止めない企業グループを目指して

　太平洋セメントの強みは、40年以上にわたり海外事業

を育て続けてきたことにあります。海外展開は決して順風

満帆ではありませんでした。市場環境の変化や経営上の

困難に直面しながらも、先人たちは撤退することなく事業

基盤を築き上げてきました。その背景には、国内市場だけ

に依存するのではなく、将来を見据えて新たな成長機会を

切り拓こうとする強い意志がありました。

　現在、当社グループは米国西海岸、フィリピン、ベトナム、

インドネシアなど環太平洋地域に事業基盤を有していま

す。さらに、それぞれの拠点を結ぶ物流ネットワークが形成

され、地域ごとの需給状況に応じた柔軟な事業運営が可能

となっています。私は、この長期視点で挑戦を続けてきた企

業文化こそが太平洋セメントのDNAだと考えています。

　創業以来、当社の原点には「国土に貢献する」という使

命があり、意思決定の根幹となっています。その使命を果

たし続けるためには、企業自らが成長を続けなければなり

ません。先人たちが国内市場の将来を見据えて海外に活

路を求めたことも、社会に必要とされる企業であり続ける

ための挑戦でした。成長への挑戦と社会への貢献は決し

て別のものではなく、当社にとっては表裏一体の関係にあ

ります。

　取締役会議長として、私は多様な知見が生かされる議

論の場づくりに努め、執行の挑戦を適切に監督するととも

に、企業価値向上につながる気づきや助言を提供していき

たいと考えています。実効性あるガバナンスを通じて、「国

土に貢献する」という使命を次世代へつなぎ、「成長のあゆ

みを止めない企業グループ」の実現を支えていきます。

太平洋セメントグループの
使命を未来につなぐ、
実効性ある取締役会へ
取締役会長
取締役会議長

不死原 正文

ガバナンス
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社外取締役座談会

実効性ある取締役会に向けて

堤　社外取締役の存在意義は、やはり「外の世界から見た

視点」を経営にしっかりと持ち込むことにあると考えてい

ます。社内で長く業務に携わっていると、どうしても組織の

中での常識や従来の判断基準が無意識の前提になってし

まいがちです。だからこそ、「社会や資本市場の目線から見

て違和感がないか」を常に問い続けることが重要だと感じ

ています。

三谷 　おっしゃる通りです。当社で長く経営に携わってき

た方々は、多様なリスクを認識したうえで十分に検討を重

ねられています。ただ、その判断過程が社内だけで完結し

てしまい、社外からは見えにくい場面があるのも事実で

す。検討内容やリスクをしっかりと可視化していくことも、

取締役会が監督機能を果たすうえで欠かせないポイント

だと考えています。社外の視点を示しながら、社内では「あ

たり前」とされていることに対しても、あえて「なぜそうな

のか」と問いかけ、議論をより立体的にしていくのが私た

ちの役割だと思っています。

豊田 　そうした外部の視点を実効性のある議論につなげ

るためには、前提となる十分な情報の開示と共有が重要

です。その点、当社では事前説明が非常に丁寧に行われて

おり、議案の背景や検討経緯をしっかり理解したうえで取

締役会に臨める環境が整っています。新任の社外取締役

として、まずはこうした情報を的確に読み解き、独立した

立場から監督機能を果たすことに注力しています。そのう

えで、法務やガバナンス領域での経験を生かし、社会の要

請や多様なステークホルダーの視点を議論に反映させて

いきたいと考えています。

振角　情報提供の質という意味では、この5年間で本当に

進化しました。現在は取締役会に付議される一つ手前の

「経営会議」での議論まで共有されるようになり、結論にい

たるプロセスをふまえた深い議論ができるようになってい

ます。もうひとつ大きな変化だと感じるのは、重要な意思

決定後の「フォローアップ」です。私はM&Aなどの重要案

件について「決定後も進捗や成果、課題をしっかり検証す

べきだ」と提言してきましたが、現在は中期経営計画の振

り返りや中国事業撤退後の総括なども行われ、結果を次

の意思決定につなげるサイクルが定着しつつあります。

三谷 　取締役会や監査役会の多様性が高まったことで、

議論の活気もいっそう増しました。次のステップとしては、

海外事業の重要性が増すなかで「海外の視点」をいかに取

り込んでいくかが課題だと考えています。ただし、単に外

国人を経営陣に迎えれば解決するわけではありません。当

社の歴史や企業文化、強みをしっかり理解したうえで、異

なる視点をもたらしてくれる人材を見いだし、育てていく

という発想も必要です。

振角　多様性の向上と並行して、次代の経営を担う人材の

発掘もきわめて重要です。私たち社外取締役は、事前説明

や国内外の拠点訪問などを通じて当社の次期経営者候補

と接する機会が多くあります。そうした継続的な対話を通

じて、能力やリーダーシップ、人柄を多面的に見極め、将来

の経営体制に対して客観的な意見を示していきたいです。

三谷 　私は次代のトップには、当社の良さや伝統を大切

にしつつも、環境変化を先取りして新たな道を切り拓くア

グレッシブな姿勢に期待しています。特にこれからもっと

重要性の高まるグローバル戦略においては、過去の延長

線上にとどまらない、大胆に決断する力が求められるので

はないでしょうか。

豊田 　まさに不確実性が高まる時代だからこそ、必要な

決断を実行に移し、組織を前進させるリーダーシップが必

要とされています。一方で、リスクを慎重に見極める冷静

さとのバランスも重要だと思います。

現中期経営計画への評価

堤　「26中期経営計画」について振り返ると、目指すべき

方向性と3年間で取り組むべき施策が非常に明確な計画

でした。ただ、経営目標については、残念ながら達成には厳

しい状況です。国内需要の低迷に加え、米国の高金利にと

もなう住宅需要の停滞や、フィリピンでの需給悪化・競争

激化など、市況産業として外部環境の影響を大きく受けた

ことがその要因です。その一方で、国内での価格改定を着

実に浸透させられた点は、高く評価できると思っています。

また、計画策定時には想定していなかった国内外での「大

型投資」を実行したことも、大きな成果です。財務上の負担

はともないますが、事業環境の変化を捉え、将来の収益基

盤を強化する戦略的な判断であったと評価しています。

振角　この大型投資については、私たち社外取締役の間

でも非常に慎重な検討を重ねました。社外取締役の役割

はリスクにブレーキをかけるだけでなく、成長に必要と判

断した場合にはアクセルを踏むという後押しをすることも

あります。今回は財務負担や市場環境、投資後の収益性を

精査した結果、「いま決断すべきタイミングだ」と判断しま

した。この意思決定にいたる過程でも、正式な取締役会に

先立って何度も説明の場が設けられ、懸念材料も含めた

詳細な情報共有がありました。今後は、投資実施後の統合

プロセス（PMI）や収益貢献を継続的に検証していきます。

堤　案件ごとの戦略的意義も非常に明確でした。国内で

は、（株）トクヤマからのセメント営業権取得により、需要

縮小が進む国内市場においてもリーディングポジション

が強化され、安定した収益基盤を築くための大きなピー

スが埋まるものと思います。米国では、生コンクリートや

骨材事業を拡充し、垂直統合を着実に進めています。「国

内の安定基盤」と「米国を中心とする成長基盤」という2つ

の軸がより強固になると言えます。課題として残るのは、

東南アジア事業、特にフィリピン事業の早期立て直しで

す。強化した国内・米国の基盤から確実に収益を生み出し

つつ、課題事業に迅速に手を打つことが、次期中期経営計

画に向けた最優先テーマになるでしょう。そしてもう1点、

労働災害への対応もきわめて重い経営課題です。安全は

製造現場の根幹であり、働く人々の確保や定着にも直結

します。設備や制度の面だけでなく、安全文化そのものを

あらためて徹底する必要があります。経営陣も強い危機

感を持っていますが、対策の確実な実行とその実効性を

私たちも継続的に監督していかなければなりません。

社外取締役

振角 秀行
社外取締役

堤 晋吾

社外取締役

三谷 和歌子
社外取締役

豊田 祐子

外の視点でガバナンスの高度化を支え、
持続的な価値創造へとつなげる

ガバナンス
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グループガバナンスの高度化

堤　当社グループは多数の子会社・関連会社を抱えてい

ます。各種規程や方針の整備は進んでいますが、それらが

現場の実務にどこまで根づいているかを絶えず確認する

必要があります。ただ、すべてのグループ会社に一律で同

じ管理リソースを割くのは現実的ではありません。それぞ

れの会社がグループ内で果たす役割や創出する価値を再

定義し、リソースを集中すべき対象を明確にするとともに、

必要に応じ再編や整理も視野にいれるべき時期に来てい

ると感じます。

振角　まさにメリハリをつけた管理体制が必要だと考え

ます。事業規模やグループ全体への影響度に応じて重点

管理する会社を見定め、本社の関与を強めると同時に、IT

基盤の共通化などを通じて情報をリアルタイムかつ正確

に把握できる仕組みを整えるべきです。また、グループ会

社とのコミュニケーションの質も変わってきています。従

来のような一方的な方針伝達から、課題や取り組みを双

方で出し合う対話へと移行しつつあります。今後は中核会

社との間で経営課題をさらに深掘りして議論するなど、各

社の置かれた状況に応じた密なコミュニケーションを充

実させていくべきです。

三谷 　私は社外監査役時代に国内外のグループ会社を

数多く訪問しましたが、本社とは規模も人員体制もまった

く異なる現場を目の当たりにしてきました。小さなグルー

プ会社で起きた不祥事であっても、世間からは「太平洋セ

メントグループ全体の不祥事」として受け止められます。

だからこそ、規模の大小にかかわらず監督を怠るわけには

いきません。とはいえ、本社と同じガバナンスの枠組みを

そのまま小規模な会社に当てはめても機能しません。本社

の法務や総務部門が中心となり、各社の規模や事業特性

に合った管理手法を示し、教育や支援を行うことが不可欠

です。「各社任せ」にするのではなく、グループ全体でガバ

ナンス責任を共有する仕組みへと進化させていく必要が

あります。

豊田 　現場の実情に応じた支援と同時に、グループ全体

のデータを迅速に集約できる仕組みづくりを本社主導で

進めることも重要です。特に海外拠点は、言語や法制度、

商慣行の違いから、ガバナンスの「死角」が生じやすい領域

です。地域ごとの統括体制にするのか、あるいは事業部門

ごとのレポーティングラインを強めるのか、当社グループ

に最適な体制を検討し続ける必要があります。

堤　海外のなかでも、特に米国事業のスケールは拡大し

ており、その重要性は増す一方です。近時、現地の監査組

織に日本の親会社から監査人材を派遣してグループガバ

ナンスを強化しました。これに加え、現地の経営人材を親

会社の経営層に迎え入れるような双方向の仕組みも検討

していくべきです。現地でのリアルな市場環境や課題を本

社の意思決定にダイレクトに反映させることが、グローバ

ルガバナンスの高度化につながるはずです。

企業価値向上に向けて（PBRの向上）

豊田 　PBRの向上については、単に収益性を高めるだけ

でなく、どの事業に資本を配分し、どのような成長を描く

のかを市場に明確に示すことが重要です。M&Aをはじめ

とする成長投資、既存事業への設備投資、そして株主還元

のバランスをどのように取り、企業価値向上に結びつける

か。個別の投資案件にとどまらず、事業ポートフォリオ全

体と資本効率の観点から議論を深めていくことが、取締役

会としての重要な責務だと感じています。　

堤　PBRやROEといった指標に対する社内の意識は、こ

の数年で格段に高まりました。ただ、ROICを個々の事業

現場にまで落とし込み、それに基づいた具体的な資源配

分を議論する取り組みは、まだ始まったばかりと言えま

す。各事業がどれだけ価値創造に貢献しているかを把握

し、次期中計に反映させていく必要があります。取締役会

でも次期中計の大枠の方向性が共有されはじめています

ので、計画が具体化するプロセスで社外取締役として積極

的に議論へ関与していきます。

三谷 　企業価値を高めるうえでは、当社が社会において

果たしている「社会的価値」を正当に評価してもらう努力

も欠かせません。当社は単に社会インフラを支えるセメン

トを供給するだけでなく、膨大な廃棄物や副産物をセメン

トの代替原燃料として受け入れたり、セメント製造工程で

排出するCO2の削減技術を開発したりするなどして、社会

貢献を果たしています。しかし、そうした社会的価値がま

だ十分にステークホルダーへ伝わりきっていないと感じる

ことがあります。

堤　おっしゃる通りです。当社は単なるセメントメーカー

ではなく、社会の廃棄物・副産物を資源として循環させる

「環境産業」としての重要な側面を持っています。この事業

構造と社会へのプラスのインパクトを、より明確なストー

リーとして発信していくべきですね。

振角　東日本大震災の際にも、当社は膨大な災害廃棄物

の処理で大きな役割を果たしました。インフラを支えるだ

けでなく、災害復旧や循環型社会の形成に不可欠な存在

であるという多面的な価値を、具体的な実績データととも

にアピールしていくことが大切です。

堤　カーボンニュートラル（CN）への投資もきわめて重要

なテーマです。ただし、単に「CNが重要だ」と訴えるだけで

は市場の納得は得られません。投資家が意識する時間軸

と、当社が掲げる「2050年」という長期的時間軸にはどう

してもギャップがあります。長期投資だからこそ、技術開発

の進歩や事業化へのロードマップ、そして投資回収の考え

方を、短・中期のマイルストーンとともに提示していくこと

が重要です。

振角　CN対応を「コスト」として捉えるのではなく、「将来

の成長機会」として提示する視点が大事ですね。CN 関連

技術やその周辺技術を、将来的にグローバル展開していく

ビジョンまで描くことができれば、太平洋セメントならで

はの魅力的な成長ストーリーになると思います。

豊田 　こうした独自の価値や将来像を資本市場へ届ける

ためにも、投資家との「対話」が鍵を握ります。社内の情報

を深く咀嚼したうえで、社外取締役としての客観的な評価

や視点を直接投資家に伝えることは、当社グループの実

態を正しく理解してもらう後押しになります。同時に、対話

を通じて投資家目線に触れることは、私たち自身の監督機

能を高めるうえでも非常に有益です。

堤　最近では投資家との対話内容が取締役会へ詳細にフ

ィードバックされるようになり、市場の期待や懸念を把握

しやすくなりました。そうした情報共有が進む一方で、投

資家側からも「社外取締役と直接対話したい」というニー

ズが高まっています。経営陣からの説明だけでなく、独立

した立場からの評価や課題認識を直接確認したいという

期待の表れでしょう。今後は私たち社外取締役も積極的

に対話の場に臨み、そこで得た気づきを取締役会での議

論に還流させていきたいと思います。

三谷 　投資家との対話で特に意識すべきなのは、お互い

が持つ「時間軸の違い」です。当社は鉱山開発に代表され

るように、超長期のタイムスケールで事業を営んでいま

す。一方で、投資家は長くても5年～10年の時間軸で判断

します。この差を埋めるためには、数十年先の大きな目標

だけでなく、「5年・10年で何をどこまで達成するのか」とい

う段階的なステップに翻訳して伝える必要があります。そ

れも私たち社外取締役の重要な役割だと思っています。
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株主総会

会計監査人監査役会

監査役室

指名報酬諮問委員会

監査部

代表取締役

役付執行役員

執行役員

取締役会
（経営の意思決定・監督）

経営会議
（重要案件の審議）

サステナビリティ
経営委員会

本社、支店、工場、
研究開発本部（業務執行）

グループ会社

選任・解任

選
任
・
解
任

選任・解任 選任・解任

選定・解職・監督

決裁・指示・監督

連携監査

監査

監査

報告

報告

諮問

答申

高度な専門性などが要求
される意思決定や業務執
行にあたっては、顧問法
律事務所、経営コンサル
タント等、専門家のアド
バイスを受けています。

補助

コーポレートガバナンス
持続的な成長と企業価値の向上を目指し、コーポレートガバナンスの強化に取り組んでいます。

　グループ経営理念に基づき、株主をはじめとするステー

クホルダーに対する経営責任を果たし、持続的な成長と

中長期的な企業価値の向上に資することを目的として、コ

　当社は持続可能なビジネスモデルをグローバルに展開

するため、コーポレートガバナンスの課題や実効性、ガバ

ナンステーマを的確に認識し、対応する体制づくりを進め

ています。

　経営機構は取締役会と監査役会を基本としています。

業務執行については、執行役員制度を導入し、経営の意思

決定および監視・監督機能と業務執行の分離に努めてい

ます。監査役の業務については、その全般を補助する機関

ーポレートガバナンス基本方針を策定し、健全性、透明性、

効率性の高いコーポレートガバナンス体制の強化に取り

組んでいます。

として監査役室を設置しています。また、監査部を設置し

て内部統制システムの整備、内部監査による当社および当

社グループ会社の業務の適正の確保に努めています。

　また、サステナビリティ推進のため、サステナビリティ経

営委員会を設置しています。下部組織に、人権・労働慣行、

環境経営、品質管理などについて専門委員会を設け、コー

ポレートガバナンスの強化を図っています。

コーポレートガバナンスの基本方針

コーポレートガバナンス体制

コーポレートガバナンス基本方針

◉ コーポレートガバナンス体制図

◉ ガバナンス体制概要（2026年6月30日現在）

◉ 主な会議体の開催状況

項目 人数等

組織体制 監査役会設置会社

取締役会議長 会長

取締役人数（うち女性人数） 10名 （2名）

　うち社外役員人数 4名 （2名）

　うち独立役員人数 4名 （2名）

取締役の任期 1年

執行役員制度 あり

監査役人数（うち女性人数） 4名 （1名）

　うち社外役員人数 2名 （1名）

　うち独立役員人数 2名 （1名）

委員会 開催回数 社外役員出席状況 概要

取締役会 15 100％

取締役会は原則として毎月1回、そのほか必要に応じて開催し、法令で定められ
た事項および経営にかかわる重要事項の意思決定を行っています。
取締役は10名で構成されており、うち4名が社外取締役です。また、取締役会に
はすべての監査役が出席します。2025年度の開催回数は15回、取締役・監査
役の出席率は100%でした。

監査役会 11 100％

監査役会は常勤監査役2名、社外監査役2名で構成されており、取締役会等の
重要会議への出席ならびに取締役等からの職務の執行状況の聴取および重要
な決裁書類の閲覧等により、経営に対する監視・監査機能を果たしています。
さらに、監査の充実を図るため、支店、工場およびグループ会社等に赴くなどし
て、業務執行状況について調査しています。また、定期的に監査役連絡会を開
催して各監査役間（必要な場合は関連部門担当者を交えて）にて意見交換を行
い、公正かつ適正な監査が実施できる体制を構築すべく情報の共有化を図って
います。

経営会議 22 ―

経営会議は会長をのぞくすべての社内取締役および役付執行役員で構成され
ており、取締役会で意思決定される以外の重要事項について決定しています。
経営会議には常勤監査役が出席します。なお、社外取締役および社外監査役は
出席しませんが、社外取締役に対しては経営企画部から定期的（原則週1回）な
報告を行い、また、社外監査役に対しては定期的（原則週1回）に監査役連絡会
を開催し、常勤監査役が経営会議等の重要な会議の内容を報告するなど、情報
を共有し職務執行に対する補佐を行っています。
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（年）

2004 ・・・ 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

経営機構

取締役

総数
（名）

社外 
人数 

（名）

任期

監査役（名）

コーポレート
ガバナンス
基本方針

指名報酬 
諮問委員会

役員報酬制度
（�譲渡制限付株

式報酬制度）

経営会議設置、執行役員制度導入

22 13 8 10 11 13 14 7 9

1 2 3

2年 1年以内

4 5 4

基本方針を施行

設置

譲渡制限付
株式報酬制度

10 10

4

コーポレートガバナンス

取締役候補者の選任

　コーポレートガバナンス基本方針に則り、社長が社内・

社外の多様な人材の中から取締役候補者を取締役会に

提案し、取締役会が審議のうえ、取締役候補者として指名

し、株主総会の決議をもって選任しています。取締役候補

を指名するにあたり、指名報酬諮問委員会は審議を行い、

取締役会に審議結果を答申しています。

監査役候補者の選任

　監査役候補者は取締役の職務全般に対する監査を公

正に行うことができ、適切な経験・能力に加え、財務・会計・

法務に十分な知識を有する多様な人材の中から社長があ

　2025年度は取締役会を15回開催し、法令・定款が定め

る重要事項について審議・決定するとともに、取締役の職

務執行を監督しています。取締役の職務効率性を確保す

るため、職務分担を受けた取締役および執行役員が職務

執行状況の報告を行っています。経営執行については、執

行役員に一定の業務権限を委譲し、中期経営計画および

社外取締役の活動状況

　指名報酬諮問委員会は社外取締役3名および社内取締

役1名からなる委員によって、2025年度は計5回開催され

ました。また、社外監査役を含む計5名の社外役員のみで

開催される会議は2回開催され、現状の課題や取締役会

の審議内容について、忌憚のない意見交換を行いました。

　当社事業拠点にも定期的に訪問しており、2025年度は

タイヘイヨウセメントフィリピンズ社を視察しました。ま

た、米国カルポルトランド社とは毎年対面での意見交換を

行っています。

らかじめ監査役会の同意を得たうえで、取締役会に提案

し取締役会がこれを審議し、指名した監査役候補者を株

主総会の決議をもって選任しています。

社外役員候補者の選任

　社外役員候補者はさらに当社が定める「社外役員の独

立性判断基準」を満たし、社外の独立した立場から当社の

取締役および経営の監督を行うとともに、弁護士、企業経

営者、公認会計士、国家公務員などといった経験と見識に

基づき、的確・適切に助言を行うことができる人材を指名

しています。

年度経営方針（社長方針）に沿って方針展開システムによ

り業務を執行し、取締役会はその進捗状況をレビューして

います。

ガバナンスの変遷

取締役および監査役の状況一覧

取締役会の運営状況

社外役員の独立性判断基準

◉ 役員における女性比率（2026年7月）

◉ 役員の独立性（2026年7月）

◉ 取締役会の主な審議事項（2025年度）

◉ 取締役会出席状況（2025年度）（出席回数／開催回数）

セメント販売
戦略

国内セメント販売事業の譲受
販売価格改定の進捗状況

グローバル戦略 米国における事業買収・中国事業からの
撤退
海外子会社の設備投資・市場戦略

工場・鉱山設備
強靱化

安全に係る取り組み状況の報告
製造設備の更新・石灰石鉱山開発

カーボンニュートラル 低炭素化に向けた製造技術の進捗状況

その他 ● サステナビリティ経営の推進
● コーポレートガバナンス・コード対応
（取締役会全体の実効性評価）

● 内部監査、グループ会社監査報告
● 中期経営計画の振り返り
● 機関投資家および株主等との対話状況
● ダイバーシティ・マネジメントの推進
● 健康経営の推進

氏名 取締役会

不死原 正文 15／15 （100%）

田浦 良文 15／15 （100%）

朝倉 秀明 15／15 （100%）

深見 慎二 15／15 （100%）

松井 功 15／15 （100%）

吉良 尚之 12／12 （100%）

小泉 淑子 15／15 （100%）

振角 秀行 15／15 （100%）

堤 晋吾 15／15 （100%）

苅野 雅博 15／15 （100%）

根本 裕介 12／12 （100%）

三谷 和歌子 15／15 （100%）

青木 俊人 15／15 （100%）

※1 当期開催の取締役会は15回であり、うち取締役 吉良 尚之氏、監査役 根本 裕介
氏の就任以降開催された取締役会は12回となっています。

※2 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第24条の
規定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が1回ありました。

女性比率
21.4%

女性3名

男性11名

社外取締役比率
40.0%

社外取締役4名

社内取締役6名
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　当社は事業活動について適切な意思決定と高い監督機

能を発揮するため、役員に期待される知識、専門性や経験

を、マテリアリティの更新に併せて見直しています。今年度

は企業経営・生産技術研究・営業販売・財務会計・法務リ

スクマネジメント・グローバルビジネスの6項目のスキル・

　当社では取締役会が業務執行の監督や適切な意思決

定を行うため、社内外の役員間の情報共有に努めていま

す。社外取締役に対して適時、適切な情報提供、海外や関

係会社を含めた事業所視察機会の提供などを通じて、取

締役会の実効性を高める努力をしています。さらに、取締

役会の構成、運営状況、議題、審議の状況など、取締役会

　当社は取締役・役付執行役員の指名および報酬の決定

に関する手続きの公平性・透明性・客観性を強化し、コー

ポレートガバナンスのさらなる充実を図ることを目的とし

て2021年3月に指名報酬諮問委員会を設置しました。本

委員会は取締役会の決議によって選定された5名の取締

役で構成されており、うち4名は社外取締役となっていま

す。また、委員長は取締役会の決議で選定された社外取締

役が務めています。

　本委員会は、取締役の指名に関する方針、取締役等の

選解任、取締役の個人別の報酬等の決定方針ならびに取

締役等の報酬の内容について審議し、取締役会に答申し

ています。

　取締役の選任にあたっては、性別、国籍、職歴および年

齢等を問わず、幅広い多様な人材の中から社長が提案し

た取締役候補者について、本委員会にて審議しています。

社内取締役候補者については、当社の経営を的確・公正に

行うことができる知識および経験を有し、かつ、優れた人

格、見識および能力とともに高い倫理観を有する者である

か審議し、取締役会に答申しています。また、社外取締役

候補者については、社外の独立した立場から当社の取締

役および経営の監督を行うとともに、その豊富な経験と幅

広い見識に基づき的確・適切な助言を行うことができる者

であるか審議し、取締役会に答申しています。各委員は、候

補者の履歴資料に不足があれば追加で請求したり、また

適格性が不十分であるような場合にはその旨答申するこ

ともあり得るなど、実質的な議論を尽くす心構えで臨んで

います。

マトリクスで表しました。

　持続的な成長とサステナビリティを根幹とした経営理

念の実現に向け、このような高度な知識や専門性、また多

様な経験を最大限に生かし経営にあたっています。

全体の実効性に関する分析・評価については、2025年度

では全取締役・全監査役が外部機関に直接回答する形で

の評価を実施し、外部機関の集計結果の報告をふまえ、そ

の内容を取締役会において確認しました。集計結果を基

に、取締役会の構成、運営について改善しており、当社の

取締役会全体の実効性を確保しています。

サステナビリティ経営の推進体制

　サステナビリティ経営を推進するため、社長を委員長と

して取締役会直属で全取締役および全役付執行役員をメ

ンバーとした、部門横断的に構成される「サステナビリティ

経営委員会」を設置しています。個別課題により具体的に

取り組むため、サステナビリティ経営委員会の傘下に7つ

の専門委員会を設けています。各専門委員会は担当役員

が委員長を務め、課題に対し最も関連の強い部署が事務

局となっています。サステナビリティ経営委員会は、サステ

ナビリティに関する重要事項の審議と専門委員会活動実

施状況のレビューなどを行っています。

スキル・マトリクス

取締役会の実効性評価

取締役会の実効性評価

コーポレートガバナンス

◉ 役員のスキル・マトリクスと指名報酬諮問委員会の構成

◉ 課題と取り組み状況（2025年度）

◉ サステナビリティ経営委員会体制図

知識・専門性・経験

氏名 役職 社外
役員

在任
年数

指名報酬
諮問

委員会
企業経営 生産技術

研究 営業販売 財務会計 法務リスク 
マネジメント

グローバル
ビジネス

不死原 正文 取締役会長   11年 ◯ ●   ● ● ● ●

田浦 良文 代表取締役社長   3年   ● ● ●     ●

朝倉 秀明 代表取締役副社長   4年   ●   ● ● ● ●

深見 慎二 代表取締役副社長   2年   ● ● ●     ●

吉良 尚之 取締役専務執行役員   1年   ●   ●      

伴 政浩 取締役専務執行役員   ―   ●     ● ●  

振角 秀行 取締役 ◯ 5年 ◯（委員長）       ● ● ●

堤 晋吾 取締役 ◯ 2年 ◯ ●   ● ●   ●

三谷 和歌子 取締役 ○ ― ○       ● ●  

豊田 祐子 取締役 ○ ― ○         ● ●

根本 裕介 常勤監査役   1年   ●     ●   ●

松井 功 常勤監査役   ―   ●   ● ●   ●

青木 俊人 監査役 ◯ 3年         ● ●  

小林 洋子 監査役 ○ ―   ●   ●   ●  

課題
● 経営環境の変化による戦略の修正変更も含めた議論の促進
● 取締役に対するトレーニングの見直し

取り組み状況
● 「２６中期経営計画の振り返りと今後の方針」の公表
● ＤＸに関する役員研修会の企画

2026年度の課題
● 取締役会における議論のさらなる活性化
● 重要な決議事項についての実施後のフォローアップ強化

全事業所 グループ会社

サステナビリティ経営委員会

取締役会

ス
テ
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ク
ホ
ル
ダ
ー
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コ
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ュ
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シ
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ン
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員
会
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境
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理
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会

全
社
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全
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生
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員
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人
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行
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会

情
報
セ
キ
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ィ
委
員
会

リ
ス
ク
管
理
・
コ
ン
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ス
委
員
会

専
門
委
員
会

・人権
・労働慣行

・人権・環境・消費者課題
・コミュニティ参画および発展

・組織統治
・公正な事業慣行

委員長：社長
事務局：サステナビリティ推進部

監
査 監

査
部
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（年度）

（百万円） （銘柄）
40,000 400

30,000 300

20,000 200

10,000 100

2021 2025202420232022
00

5,826 5,806 5,806 5,843 5,858

180 180 183179

38 33 29 23 23

17,73817,738 18,910 21,127 22,717

38,86338,863

184

金額（左軸）■非上場　
■それ以外

銘柄数（右軸） 非上場
それ以外

　取締役の報酬決定にあたっては、過半数が社外取締役

によって構成され、社外取締役を委員長とする指名報酬

諮問委員会による審議・取締役会への答申を経て、取締役

会において同委員会の答申結果を尊重し、株主総会の決

議および当社規程による相当額の範囲内で代表取締役の

　当社および当社グループ各社の業務の適正、効率的な

運営を確保する体制について「内部統制システム構築の

基本方針」に則り、現在運用している制度などの充実、強

化、また必要な事項については見直し、再検討することを

基本としています。内部監査については、担当役員の指示

のもと、監査役と連携して当社取締役の承認を得た内部

監査計画を立案しています。2025年度は当社5事業所、国

内グループ会社13社、海外グループ会社1社の監査を実

施しました。監査にあたっては、当社グループにおける会

社業務の有効性・効率性・規程の遵守状況を確認し、改善

事項を明らかにしたうえで、助言や勧告をしています。ま

　取引先との営業上の安定的・長期的な取引関係の維

持・強化の観点より、当社の中長期的な企業価値向上に資

すると判断される場合、当該取引先の株式を政策保有株

式として取得・保有しています。

　また、取締役会において、個別の政策保有株式について

保有目的が適切か、保有にともなう便益やリスクが資本コ

ストに見合っているかの観点をふまえ、中長期的な経済合

理性や将来の見通しなどを検証のうえ、毎年その保有の

必要性を確認しています。

● 固定報酬は役位に応じて設定されます。
● 業績連動報酬の額は、当該事業年度の親会社株主に帰

属する当期純利益に1%を乗じた額（上限400百万円）に

役位別係数を乗じて得た額としています。
● 株式報酬は役位に応じて毎年譲渡制限付株式を交付し

ます。原則として、取締役退任日が譲渡制限解除日とな

ります。
● 株式報酬制度の導入、ならびに業績連動報酬の指標とし

て親会社株主に帰属する当期純利益を採用した理由は、

株主の皆さまとの一層の価値共有を進めることを目的と

するものです。

合議へ一任する旨を決議しています。

　当社取締役（社外取締役をのぞく）の報酬体系は固定報

酬と業績連動報酬、株式報酬で構成され、社外取締役は

固定報酬のみで構成されています。また、監査役の報酬体

系も固定報酬のみとなっています。

た、会社法、金融商品取引法に対応し、財務報告に係る内

部統制評価・開示制度に関する対応等を実施しています。

　また、グループ会社には必要に応じて事業部所管部署

より監査役を派遣し、監査を実施しています。監査役を派

遣していない会社に対しては、定期的に内部統制状況に

関する自己診断を実施してもらっています。また、重要性

の高い海外グループ会社の監査部門とは、オンラインによ

る会議を定期的に開催し、統制状況を確認しています。内

部監査における指摘事項等はグループ会社の経営層が参

集する会議で事例を紹介し、再発防止を図っています。

　なお、純投資目的である投資株式については、保有して

おりません。

役員の年間報酬

　株主総会における取締役報酬の決議日は2021年6月

29日、当該株主総会後における取締役数は9名（うち社外

取締役3名）で年額12億円（うち社外取締役1億円）以内、

また当該報酬枠の枠内で、取締役（社外取締役をのぞく）

に対し譲渡制限付株式報酬として年額2億円（20万株）以

内となっています。

　株主総会における監査役報酬の決議日は2000年6月

29日、当該株主総会後における監査役数は4 名、月額

1,300万円以内となっています。

報酬の構成
社外取締役の活動実績　（出席回数／開催回数）

役員報酬の決定プロセス

内部統制システム

政策保有株式

コーポレートガバナンス

氏名 取締役会出席状況 発言状況

小泉 淑子 15／15 主に弁護士としての豊富な経験と企業法務における幅広い見識から適宜発言しています。

振角 秀行 15／15 主に国家公務員としての豊富な経験と幅広い見識から適宜発言しています。

堤 晋吾 15／15 主に事業法人の経営者としての豊富な経験と幅広い見識から適宜発言しています。

※ 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第24条の規定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が1回ありました

◉ サステナビリティ経営委員会の開催実績（2025年度）

◉ 貸借対照表計上額および銘柄数（特定投資株式）

◉ 役員の報酬等の総額（2025年度）

◉ 取締役（社外取締役をのぞく） ◉ 社外取締役・監査役

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数 （名）固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取締役 644 331 266 47 10

監査役 72 72 ─ ─ 5

（うち社外役員） （67） （67） （─） （─） (5)

※ 上記の取締役および監査役の支給人数には、2025年6月27日開催の第27回定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役1名、監査役1名を含んでいます

※ 固定報酬：おおむね90%から45%　株式報酬：おおむね10%から15% 
業績連動報酬：0%からおおむね40%

固定報酬固定報酬 業績連動報酬 株式報酬

開催時期 主な内容

第1回　2025年5月13日 ● 統合報告書2025の作成に向けた課題

第2回　2025年9月30日
●  4つの専門委員会の活動中間報告
● サステナビリティと法務の関係性に関する報告

第3回　2025年12月23日
● 3つの専門委員会の活動中間報告
● GCCA（グローバルセメント・コンクリート協会）活動報告
● 統合報告書2025発行後のESG面談内容と来年度の統合報告書の方向性に関する報告

第4回　2026年3月24日
● 7つの専門委員会の2025年度活動実績報告
● 7つの専門委員会の2026年度活動計画
● サステナビリティに関する今年度活動の総評

ガバナンス
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　当社は「行動指針」において“事業環境の変化に即応し、

柔軟に行動する”ことを宣言しています。リスクマネジメン

トは経営の不確実性を低減し、経営目標を達成するため

の基盤と考え、社会変革・地球環境変化・自然災害・事故・

不祥事など、経営目標の達成を不確実とするリスクを「リ

スク管理基本方針」に基づき管理しています。またリスク

　リスク管理・コンプライアンス推進における最高責任者

を社長とし、社長より指名された統括責任者（総務部担当

役員）が「リスク管理・コンプライアンス委員会」を主宰・運

営し、組織的かつ計画的に活動を推進しています。

　同委員会は、方針の展開、全社リスクの洗い出し・評価

と特定、PDCAサイクルによるリスク管理活動ならびにコ

ンプライアンス関連対応を推進する役割をはじめ、リスク

管理・コンプライアンスに関する規程の制定や改定、従業

員への啓発・教育推進など、当社グループ全体のリスク管

理・コンプライアンス推進の中核を担っています。2025年

度は3回の会議を開催しました。

管理基本方針を具体的なリスク管理活動に展開するように

「リスク管理規程」を定めています。

　2025年4月には、独立的かつ予防的観点に基づくリス

ク管理体制の確立および内部通報体制の強化を目的とし

て、総務部内に「リスク管理・コンプライアンス室」を新設

しています。

価値創造へ向けて

運用体制

リスクマネジメント・コンプライアンス

◉ リスク管理・コンプライアンス推進体制図

※  管理対象：（国内外）グループ会社94社（2026年3月末現在）

コンプライアンスの徹底

　企業は単に経済的側面のみならず、広く社会に対して

有用な役割を積極的に果たすことが期待されています。当

社およびグループ各社が社会からの信頼と期待に応え、

継続的かつ安定的な発展を遂げていくために、「社会にお

いて守るべきルールを認識し、これに基づいて行動する」

というコンプライアンス経営を推進し、信頼される企業グ

ループであり続けます。

内部通報制度

　「コンプライアンス・ホットライン」を設け、通常の社内

手続きを経ない通報を直接受け付けています。通報は顕

名に加え、心理的障壁を低減するよう匿名も可としていま

す。また、通報受付窓口は社内（コンプライアンス・ホット

ライン）と、社外（法律事務所）にあり、通報の秘匿性を担

保しています。グループ会社従業員もこれらの窓口を利用

することができ、グループガバナンスの強化、制度の実効

性向上と各社の負担軽減を図っています。2025年度より

海外グループ会社が利用できる社外窓口の運用を開始し

ています。なお、この制度を利用したことを理由として通報

者に不利益な取り扱いがなされないよう、「内部通報制度

運用規程」を定めています。

リスクマネジメント

　ひとたび重大なリスクが顕在化すれば、経営資源が損

なわれるだけでなく、当社グループを取り巻くステークホ

ルダーにも悪影響を及ぼし、信頼関係の崩壊や社会的信

用の失墜などきわめて深刻な事態となるおそれがありま

す。事業を継続し、持続的に発展するための、リスク管理体

制の整備と、実効性あるリスク管理活動を推進することで

重大なリスクの低減と顕在化したリスクによる損失の最

小化を図ります。また、情報資産の適切な取り扱い・保護・

管理にも努めます。

実現に向けてのロードマップ

KPI・目標 2023年度 2024年度 2025年度

内部通報制度の（国内外）グループ会社
カバレッジ90%以上（2030年度） 88.3% 95.7% 98.9%

行動基準研修（e-ラーニング）受講率90%以上を維持 97.3% 96.3% 96.1%

◉ マテリアリティのKPI・目標と実績

2025年度実績 2026年度計画 ありたい姿（2030）

● 南海トラフ地震や首都直下地震を想定したBCP
構築に向け、これら大規模災害に対応する事業
継続戦略策定等に取り組むワーキングチームを
設置

● 次期中期経営計画も見据え、現中計の達成やマテリ
アリティの取り組みを阻害し、当社グループ経営に
おける不確実性に重大な影響を及ぼす可能性のあ
るリスクを特定することで効果的な対策につなげる

● リスク管理体制の整備拡充および実効性あるリ
スク管理・コンプライアンス活動の継続により、
当社グループの事業継続ひいては持続的発展に
貢献する

◉ 内部通報制度実績（2025年度）※

◉ 内部通報制度

受付窓口 件数

社内（コンプライアンス・ホットライン） 5

社外（法律事務所） 1

「通報」とすべきもの：「内部通報制度運用規程」による
※ 当社およびリスク管理・コンプライアンス委員会においてリスク管理対象としてい

るグループ会社を集計対象とする

最高責任者 ： 社長

リスク管理・
コンプライアンス委員会

リスクの洗い出し・評価

統括責任者 ： 総務部担当役員

年度取り組み計画

本社各事業所
（研究開発本部含む）

工場・支店
グループ会社

リスク管理・
コンプライアンス責任者

リスク管理・
コンプライアンス推進者

リスク管理・
コンプライアンス責任者

リスク管理・
コンプライアンス推進者

リスク管理の実践・教育

リ
ス
ク
対
策
取
り
組
み
状
況
報
告

評価制度
（是正制度）

（従業員）

（
内
部
通
報
制
度
）

（従業員）

委員長 ： 統括責任者（総務部担当役員）
委　員 ： 本社各事業所長

事務局 ：
総務部

（
内
部
通
報
制
度
）

違
法
行
為

社
内
窓
口

総
務
部
担
当
役
員

総
務
部

社
外
窓
口

社
長

監
査
役

報
告

報
告

報
告

報
告

指
示

指
示

発
見

調
査
対
応

保
護

通
報
者

1.当社は、製品・サービスの品質と安全性を確保し、従業員およ
び家族の生活と安全を守り、ステークホルダーから一層の信
頼を得るため、リスクの予防と低減に努める。

2.当社は、事業活動を取り巻く様々なリスクを適切に管理する
ための体制を整備する。

3.当社は、計画・実践・評価・是正のサイクルを通じてリスク管
理を推進する。

4.当社は、リスクが顕在化した際に迅速かつ適切に対処する。
5.当社は、当社グループ各社と連携し、事業環境の変化に伴い

新たに生じるリスクを機敏に感知し、太平洋セメントグルー
プとして迅速かつ適切に対処するための体制を構築する。

6.ステークホルダーとのリスクコミュニケーションを通じ、リス
ク管理に必要なステークホルダーの声を把握する。

7.リスクの評価、対処の結果などのリスク情報を誠実に開示し、
ステークホルダーと当社間の信頼関係を醸成する。

● 経営理念、行動指針、社会規範の遵守
● 社内諸制度・諸規程の整備と周知徹底
● グループ各社の連携と教育・啓発活動推進
● 問題発生時の適切な対応と施策打ち出し
● 必要な情報の適時･適切な開示とコミュニケーション
● 国際基準・ルール遵守と現地文化・習慣尊重
● 反社会的勢力・団体の不正・不当な要求拒否

リスク管理基本方針 コンプライアンス基本方針（要旨）
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STEP1 マテリアリティの取り組みを阻害する
リスクの洗い出し

STEP2 当社グループの経営の不確実性に
重要な影響を与えうる全社リスクを特定

STEP3 全社リスクのレビュー

STEP4 全社リスクの特定

特定された全社リスク

● 自然災害の激甚化と施設・設備老朽化リスク
● サプライチェーンの経営変動リスク
● 人材関連リスク

サステナビリティ経営委員会
（情報セキュリティ最高責任者：社長）

情報セキュリティ委員会

情報セキュリティ統括責任者
情報セキュリティ担当責任者

各事業所

情報管理責任者
（事業所長）

情報取扱責任者
（業務部長・選任者）

グループ会社

1. 全社リスクの洗い出し・評価と特定

　当社は3年に1度、グループ会社を含めた全社リスクの

洗い出し、特定を行うとともに、毎年その対策につき

PDCAサイクルを回しています。2022年度に実施した全

社リスクの見直しでは、過去3年間の環境の変化をふまえ

リスクの網羅的な棚卸しを行い、顕在化の懸念が高まって

いるものおよび対策が不十分なものを「全社リスク」とし、

リスク管理・コンプライアンス委員会で効果的な対応策を

推進しました。

　2025年度はリスク洗い出し・評価をする年度でしたが、

次期中期経営計画策定に合わせて2026年度に実施する

こととしました。

2. 海外におけるリスク対策活動事例

　「暴動・テロ対応マニュアル」を作成し、定期的に改定し

て活用しています。また、リスクが高い派遣国については、

現地退避決定をするための要領を明文化し、現地情勢変

化に応じた緊急退避レベルを評価するためのツールの作

成とトレーニングを実施しています。国外退避および緊急

時に必要な備蓄品（食料品、衣類、衛生用品、医薬品）や現

金などのリストアップと、その確保は各海外事業拠点にお

いて実施しています。

情報セキュリティ推進体制

　当社では情報資産のセキュリティを確保し運用するため

「情報セキュリティ基本方針」ならびに「情報セキュリティ

管理規程」を制定し、これに基づく管理体制のもと、積極

的に情報セキュリティ保持活動に取り組んでいます。

　情報セキュリティ体制の最高責任者は社長であり、社長

から指名された統括責任者（DX推進部担当役員）が、組織

的かつ計画的に情報セキュリティ活動を推進するため「情

報セキュリティ委員会」を主宰・運営しています。

　知的財産権の侵害防止を目的に、定期的に関連分野に

おける他社の特許出願状況を関係部門と連携して審査状

況を監視し、必要に応じて対応策を実施しています。また、

新規事業を開始する場合や製品仕様を変更する際には、

当社が他社の知的財産権を侵害していないことを確認す

るなどのリスクマネジメントを推進しています。

　事業を展開している諸外国では、外部機関や現地専門

家を通じて現地情報を収集し、国内と同等レベルの対応

3. 緊急事態対応

　災害・事故・不祥事などの事象が発生した場合、発生事

業所から総務部長に情報伝達されます。総務部長は事象

の重大性を考慮して所管事業所主導または緊急対策本部

の設置による対応体制のいずれかを判断し、選択された

体制をもって緊急事態に対応します。

　また、災害・事故への対応訓練として、各事業所で大規

模地震を想定したシェイクアウト訓練や、防災・防火訓練

を実施しています。

4. リスク管理・コンプライアンス推進研修

　リスク管理・コンプライアンスの効果的な実施のため、

当社各事業所ならびにグループ会社のリスク管理・コンプ

ライアンス責任者および推進者を対象とした研修を実施

しています。

　2025年度は、2月に本社事業所の責任者を対象として

研修会を開催し（38名参加）、「ビジネスと人権」について

外部講師より講演いただきました。当日の講演内容は、経

営層、工場長・支店長およびグループ会社トップに録画配

信し視 聴いただきまし

た。推進者への研修会

は、1月に外部講師による

リスクマネジメント研修

を開催しました。

5. コンプライアンス教育

　行動基準に沿って具体的にどのように行動すればよい

か、個々の事例を示した冊子「行動基準［ケースブック］」を

作成し、当社の全従業員および主要なグループ会社の全

従業員に配付しています。「行動基準[ケースブック]」は最

新情報を反映しながら定期的に改定するとともに、取るべ

き行動をクイズ形式で学べるｅ-ラーニングを実施してい

ます。全従業員向けに毎月1回実施しており、2025年度の

受講率は、96.1%でした。

情報セキュリティ推進活動

　当社では、外部からのセキュリティ侵害発生を想定した

机上訓練を継続して実施しています。また、不審メール対

応訓練やバックアップシステム稼働訓練、セキュリティ調

査なども定期に実施しています。詐欺メールの増加など警

戒すべきイベントがあれば社内ポータルにて随時情報発

信します。

　グループ会社各社の情報システム担当者との交流会も

開催しており、当社からの情報発信や各社課題を共有す

る場となっています。このほか、各社でセキュリティ問題が

発生した際は対応を支援します。

　こうした活動を通じて得られた知見や明らかになった

課題を踏まえ、情報資産の安全確保およびインシデント発

生時のステークホルダーへの影響最小化を図るとともに、

当社グループ全体のセキュリティレベル向上に継続して

取り組んでいきます。

　なお、2025年度は、重大なセキュリティ関連事故は発生

していません。

　これらの情報セキュリティ推進活動は、ITソリューショ

ン・サービス会社であるパシフィックシステム株式会社と

連携して実施しています。同社の完全子会社化によりグル

ープ一体での推進体制を強化しており、今後も同社の知

見を活用しながら施策の充実を図っていきます。

策を実施しています。

　このようなリスクマネジメント対策に加え、他社の権利

を尊重することの重要性についても、当社グループ内への

啓発活動を広げており、これまでに知的財産に関係するト

ラブルで事業に支障が生じたことはありません。今後も知

的財産に関するリスクマネジメントを推進し、安全な事業

環境の確保に努めます。

リスク管理・コンプライアンス推進活動 情報セキュリティ

知的財産に関するリスクマネジメント

リスクマネジメント・コンプライアンス

◉ 全社リスクの洗い出し・評価と特定の概要

◉ 情報セキュリティ体制

サステナビリティトップ
層講演会の様子

ガバナンス
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ESGデータ

単体：	 太平洋セメント（株）本体
グループ1 ：	 当社グループ「安全保安衛生管理規程」において労災報告対象事業所としているグループ会社
グループ2 ：	 当社および子会社184社、関連会社104社
グループ3 ：	 リスク管理・コンプライアンス委員会においてリスク管理対象としているグループ会社
GCCA ：	 セメント工場（国内9工場、海外7工場）およびセメント工場を有するグループ会社が所有する鉱山

集計範囲

集計範囲 単位 2023年度 2024年度 2025年度
セメント質製品※1生産量 GCCA 千t 25,939 26,526 26,461 
　国内セメント質製品生産量（cementitious） 千t 16,150 16,052 15,813 
　海外セメント質製品生産量（cementitious） 千t 9,789 10,474 10,648 
CO2排出 GCCA
　年間CO2排出量

スコープ1排出量（原料由来および燃料由来の直接排出） 千t 19,007 19,790 19,523
国内 千t 12,127 12,325 12,172
海外 千t 6,880 7,465 7,351 

グロス排出量（原料由来および燃料由来（自家発電分をのぞく）の直接排出） 千t 18,277 18,831 18,482 
国内 千t 11,397 11,365 11,131 
海外 千t 6,880 7,465 7,351 

ネット排出量（原料由来および燃料由来（代替燃料分および自家発電分をのぞく）の直接排出） 千t 17,228 17,806 17,425
国内 千t 10,391 10,403 10,141
海外 千t 6,837 7,403 7,284 

　セメント製造1トンあたりのCO2排出量
グロス排出原単位 kg-CO2/

t-cementitious 705 710 698 
ネット排出原単位 kg-CO2/

t-cementitious 664 671 659 
　スコープ2排出量（購入電力からの間接排出） 千t 854 755 786 

国内 千t 397 309 275 
海外 千t 457 446 511 

　スコープ3排出量（スコープ1,2以外の間接排出） 千t 1,578 1,186 951 
カテゴリ1（購入した商品およびサービス） 千t 880 442 250 
カテゴリ3（スコープ1,2に含まれない燃料およびエネルギー関連活動） 千t 698 744 701 

　ネットCO2排出原単位削減率［2000年度比］  % 9.8 8.8 10.5 
　サプライチェーン全体でのCO2排出原単位削減率［2000年比］※2 % 11.6 10.7 12.4 
　国内CO2排出総量削減率［2000年比］※2 % 46.8 46.1 47.1 
　クリンカ/セメント比率 % 83.3 83.0 82.3
クリンカ製造のための総熱量 GCCA
　エネルギー使用量 TJ 74,459 76,691 75,709 

化石エネルギー量 TJ 59,056 61,711 60,253 
化石エネルギー代替量 TJ 13,758 13,452 13,851 
バイオマスエネルギー量 TJ 1,645 1,528 1,605 

　エネルギー原単位 MJ/t-clinker 3,443 3,448 3,430 
　エネルギー代替の使用率 % 20.7 19.5 20.4 

化石エネルギー代替比率 % 18.5 17.5 18.3 
バイオマスエネルギー比率 % 2.2 2.0 2.1 

代替原料の利用 GCCA
　代替原料比率 % 15.1 14.8 15.1 
主要大気汚染物質の排出 GCCA
すべての大気汚染物質についてモニタリングシステムを有するキルンで製造されたクリンカ比率 % 53 52 51 
NOx、SOx、ばいじんについて連続測定器を導入しているキルンにより製造されたクリンカ比率 % 93 93 95 
モニタリングシステムを有するキルンで製造されたクリンカ比率 %

NOx % 100 100 100 
SOx % 100 100 100 
ばいじん % 100 100 100 
有機揮発物 % 77 76 72 
ダイオキシン類 % 92 90 100 
水銀 % 100 100 100 
HM1※3 % 77 77 73 
HM2※4 % 71 72 70 

集計範囲 単位 2023年度 2024年度 2025年度
大気汚染物質の排出量

NOx t 32,126 31,036 30,352
SOx t 1,014 919 723
ばいじん t 367 427 381
有機揮発物 t 643 1,617 1,217
ダイオキシン類 mg 1,214 1,268 2,132
水銀 kg 818 734 1,043
HM1※3 kg 131 197 259
HM2※4 kg 1,890 1,533 2,104

モニタリングシステムを有するキルンで製造されたクリンカあたりの排出原単位
NOx g/t-clinker 1,485 1,396 1,365
SOx g/t-clinker 47 41 33
ばいじん g/t-clinker 17 19 17
有機揮発物 g/t-clinker 38 96 76
ダイオキシン類 ng/t-clinker 61 63 96
水銀 mg/t-clinker 38 33 47
HM1※3 mg/t-clinker 7 10 15
HM2※4 mg/t-clinker 102 80 112

水使用の状況 GCCA
　総取水量 千m3 169,161 164,570 164,278
　総排水量 千m3 158,948 153,138 153,602
　淡水消費量 千m3 10,382 11,432 10,675
　淡水消費原単位 m3/t-cementitious 0.400 0.431 0.403
生物多様性の保全・回復 GCCA
　鉱山回復計画がある操業中の鉱山の割合 % 95 95 100 
　生物多様性価値の高い地域またはその近隣に位置する鉱山数 2 2 2 
　生物多様性価値の高い鉱山のうち生物多様性管理計画が実施されている割合 % 50 50 50 
廃棄物・副産物の使用量と原単位 単体
　廃棄物・副産物の使用量 千t 5,476 5,437 5,059 
　廃棄物・副産物の原単位 kg/t-cement 421.9 412.6 399.4 
廃棄物最終処分量 単体 t 2.0 11.8 1.0
投資額の総額 単体 百万円 26,370 32,254 48,850
環境保全コスト 単体
　環境保全投資額 百万円 5,829 3,266 6,512
　　事業エリア内コスト 百万円 4,822 3,077 6,002 

内訳 公害防止コスト 百万円 997 1,304 1,180 
環境保全コスト 百万円 3,673 845 2,756 
資源循環コスト 百万円 153 928 2,066 

　　上流・下流コスト 百万円 974 0 0 
　　管理活動コスト 百万円 30 21 11 
　　研究開発コスト 百万円 344 161 491
　　社会活動コスト 百万円 0 0 0 
　　環境損傷対応コスト 百万円 2 7 8 
　環境保全費用額 百万円 18,631 18,570 16,962 
　　事業エリア内コスト 百万円 10,886 16,990 14,947 

内訳 公害防止コスト 百万円 4,781 4,109 4,184 
環境保全コスト 百万円 5,571 6,925 5,313 
資源循環コスト 百万円 534 5,957 5,450 

　　上流・下流コスト 百万円 6,318 386 249 
　　管理活動コスト 百万円 158 119 122 
　　研究開発コスト 百万円 1,127 927 1,470 
　　社会活動コスト 百万円 67 74 77 
　　環境損傷対応コスト 百万円 75 74 97 
研究開発コストの総額 単体 百万円 1,538 1,359 2,093 

環境

CSR目標2025 10%以上

★ GCCA Sustainability Guidelinesに基づくKPI

★

★

★

★

★

★
★
★
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社会

ガバナンス

集計範囲 単位 2023年度 2024年度 2025年度
労働安全衛生 グループ1
　死亡災害 件 1 4 5 
　休業災害 件 53 46 35 
　労働災害総件数 件 133 128 110 
　休業率 ‰ 6.89 6.89 7.85
従業員数（連結） グループ2 名 12,540 12,586 12,626
従業員 単体
　従業員数（出向等をのぞく） 名 1,821 1,733 1,783

うち女性従業員数 名 214 217 229
うち女性従業員比率 % 11.8 12.5 12.8 
管理職に占める女性比率 % 3.4 4.2 4.9
平均年齢 歳 39.7 39.8 39.6

　従業員数（在籍計） 名 2,263 2,243 2,274
うち女性従業員数 名 223 237 250
うち女性従業員比率 % 9.9 10.6 11.0 

管理職に占める女性比率 % 2.5 3.2 3.7 

新任管理職登用の女性比率 % 11.4 14.3 10.6
　平均勤続年数（全体） 年 17.3 17.3 16.8

平均勤続年数・男性 年 17.8 17.9 17.4
平均勤続年数・女性 年 13.3 13.2 12.5

　新卒採用人数（エリア非限定職） 名 59 53 66
うち女性数 名 13 11 18
うち女性比率 % 22.0 20.8 27.3 

　新卒採用人数（エリア限定職） 名 30 34 29
うち女性数 名 4 6 2

　経験者採用人数 名 20 20 34
うち女性数 名 1 6 2

　入社3年以内の離職率 %
2021年度

入社
7.6

2022年度
入社
12.2 

2023年度
入社
18.0 

　外国籍従業員の人数 名 5 6 12 
　障がい者雇用率 % 2.84 2.63 2.61 
　年間総労働時間 時間 1,895 1,923 1,920 
　時間外・休日労働時間（月平均） 時間 17.9 19.8 20.2 
　年次有給休暇取得率 % 83.6 79.1 85.9
　年次有給休暇取得日数 日 15.8 15.0 16.2
　男性の育児休業等と育児目的休暇の取得率 % 93 105 97
　男性の育児休業等取得率 % 54 76 81
　男性の育児休業平均取得日数 日 23.4 33.9 40.7
　介護休業取得者数 名 0 0 2
　一人あたりの教育研修費用 円 73,971 99,710 101,102
　一人あたりの教育研修時間 時間 23.3 28.0 28.9
　平均年間給与 円 7,221,167 7,637,821 8,456,736
　男性の賃金に対する女性の賃金の割合　全従業員※5 % 69.8 70.2 71.6

正社員 % 69.8 69.9 71.6
パート・有期従業員 % 59.2 67.0 61.9

健康経営の取り組み 単体
　健康診断

定期健康診断受診率 % 99.9 100.0 100.0
定期健康診断後の二次検査受診率 % 96.2 96.4 97.3

　生活習慣病の予防対策
40歳以上の喫煙率 % 28.1 27.4 24.3
40歳以上の飲酒率 % 75.3 76.5 70.9
40歳以上の運動習慣者比率（30分以上の運動） % 30.1 31.0 25.7
40歳以上の朝食摂取率 % 81.8 82.2 71.8

集計範囲 単位 2023年度 2024年度 2025年度
ガバナンス体制 単体
　取締役 名 9 9 9 

社外取締役 名 3 3 3 
女性取締役 名 1 1 1 
取締役の女性比率 % 11.1 11.1 11.1 

　監査役 名 4 4 4 
社外監査役 名 2 2 2 
女性監査役 名 1 1 1 
監査役の女性比率 % 25.0 25.0 25.0 

　役員の女性比率 % 15.4 15.4 15.4 
　役員の年間報酬

取締役（人数） 百万円 393（10名） 569（13名） 644（10名）
監査役（人数） 百万円 72（5名） 72（4名） 72（5名）

インターナルカーボンプライシング 単体 円/t-CO2 5,000 5,000 5,000 
e-ラーニング受講率 単体 % 97.3 96.3 96.1
内部通報窓口への相談実績 グループ3 件 4 5 6 
知的財産 単体
　国内特許権新規登録件数 件 129 123 102
　国内特許権保有件数 件 1,509 1,586 1,646 

集計範囲 単位 2023年度 2024年度 2025年度
特定保健指導実施率 % 30.5 25.7 16.9
ウォーキングイベント参加率 % 42.5 53.2 53.5
BMI25以上の割合 % 30.8 31.2 30.7

　メンタルヘルスへの支援
ストレスチェック受検率 % 97.3 97.2 97.8
高ストレス者率 % 9.9 9.9 9.6

　ヘルスリテラシー教育に関するe-ラーニング受講率 % 87.9 98.0 97.0
人権擁護に対する取り組み 単体
　ハラスメント社内相談窓口への通報件数

セクハラ 件 0 0 0
パワハラ 件 4 10 5
その他 件 1 5 1

　ハラスメント社外相談窓口への通報件数
セクハラ 件 0 0 1
パワハラ 件 3 2 1
その他 件 1 0 5

　人権標語応募数 点 1,752 1,761 1,856
IR活動実績 単体 件 219 281 303

26中期経営計画サステナビリティ目標
（2030年）5%以上

CSR目標2025 10%以上

CSR目標2025 30%以上

CSR目標2025 10%以上

CSR目標2025 死亡災害ゼロ

※1  GCCA Sustainability Guidelinesに基づくKPI
※2  2030中間目標
※3  カドミウムとタリウム、およびカドミウムとそれらの化合物の合計
※4  アンチモン、ヒ素、鉛、クロム、コバルト、銅、マンガン、ニッケル、バナジウムとそれらの化合物の合計
※5  「女性活躍推進法に基づく男女の賃金の差異の情報公表について」（厚生労働省 2022年7月29日）に基づき算定

ESGデータ
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財務・非財務ハイライト

財務情報 非財務情報
◉ 売上高・営業利益および売上高営業利益率

◉ 有利子負債およびネットDER

◉ 親会社株主に帰属する当期純利益および
　 自己資本当期純利益率（ROE）

◉ 総資産・経常利益および総資産経常利益率（ROA）

◉ 死亡災害件数（件）

◉ 女性従業員・女性管理職比率（%）
　 （2026年3月31日現在）

◉ 女性採用比率（エリア非限定職）（%）
　 （2025年4月1日現在）

◉ 新任管理職の女性比率（%）
　 （2026年3月11日現在）

◉ ネットCO2排出原単位削減率（%）

◉ 直接雇用の従業員の休業災害度数率
　 （100万のべ実労働時間あたり）

◉ 代替原料・エネルギー代替の使用率（%） 

◉ 設備投資額および減価償却費

◉ EBITDA

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

7,082
8,095

8,863 8,963 8,984

565
467

777 746

45

6.6 6.4

8.7
8.3

0.6

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

11,030
12,689 13,383

14,237 14,791

595
502

754 751

10
0.1

4.64.7
5.5

5.2

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

1,028

689

1,228

1,387
1,452

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

290

-332

433

574

254

5.9
8.2

9.5

3.8

-6.6

■売上高（億円）　■営業利益（億円）　 売上高営業利益率（%）

■有利子負債（億円）　 ネットDER（倍）

■親会社株主に帰属する当期純利益（億円）　
自己資本当期純利益率（ROE）（%）

■EBITDA（億円）

■総資産（億円）　■経常利益（億円）　 総資産経常利益率（ROA）（%）

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

2,706

4,035
3,705 3,897 3,898

0.4
0.5 0.5

0.5

8.3

0.7

■設備投資額（億円）　■減価償却費（億円）

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

734 759

894

1,019

663 705

560
644 609

1,105

災害防止

ダイバーシティ

温室効果ガス排出抑制

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

22

1

4

5

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

9.3

1.3

9.6

2.0

9.9

2.5

10.6 11.0

3.2 3.7

2.0

3.7

9.3

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

17.5
14.3

22.0 20.8

27.327.3

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

6.3

13.6

11.4

14.3

10.6

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

8.3

10.2 10.5
9.8

8.8

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

15.7

15.3

19.9

15.5

20.7

15.1 15.1

19.5 20.4

14.8

2021 2022 202520242023 （年度）

1,434

1.33

2.13
1.98

0.92 0.45

GCCA

GCCAGCCA

※1  �26中期経営計画サステナビリティ目標（2030年） 5%以上
※2  �26中期経営計画サステナビリティ目標（2026年） 3%以上

CSR目標2025
▼

死亡災害ゼロ

CSR目標2025
▼

10%以上

CSR目標2025
▼

10%以上

CSR目標2025
▼

30%以上
CSR目標2025

▼

10%以上

代替原料　 エネルギー代替

女性従業員比率　 女性管理職比率

※1

※2
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11カ年サマリー

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
業績

売上高（百万円） 835,360 798,589 871,113 916,072 884,350 863,904 708,202 809,542 886,276 896,295 898,441
営業利益（百万円） 60,434 63,235 65,130 66,013 61,008 63,611 46,702 4,456 56,470 77,750 74,620
経常利益（百万円） 60,226 59,803 64,367 64,307 60,542 65,744 50,194 1,016 59,473 75,374 75,087
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 36,404 47,597 38,526 43,453 39,151 46,801 28,972 △33,207 43,273 57,428 25,401

財務状況
純資産（百万円） 357,073 400,035 432,327 450,645 473,241 506,821 544,799 528,857 596,385 676,124 712,237
総資産（百万円） 1,014,075 1,015,416 1,020,112 1,034,428 1,032,923 1,044,227 1,103,008 1,268,863 1,338,251 1,423,695 1,479,061
有利子負債（百万円） 394,498 340,930 288,607 279,615 266,116 248,102 270,587 403,485 370,469 389,688 389,767

一株あたり情報※

一株あたり純資産額（円） 2,591.1 2,930.2 3,193.7 3,388.4 3,567.6 3,971.3 4,362.2 4,228.5 4,872.9 5,758.9 6,098.1
一株あたり当期純利益金額（円） 296.3 383.9 311.4 351.7 319.9 387.8 245.8 △283.7 371.1 502.5 227.9
株価終値（円） 2,590 3,720 3,865 3,690 1,850 2,911 2,019 2,487 3,519 3,897 3,501

キャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 75,627 94,434 107,683 97,283 90,902 110,403 71,192 △269 140,543 117,874 114,205
投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △71,099 △10,394 △48,461 △58,025 △65,535 △47,809 △83,920 △93,345 △82,139 △106,528 △98,645
財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △4,028 △81,855 △65,818 △33,754 △29,437 △43,953 △3,743 112,080 △59,477 △20,611 △26,761
現金および現金同等物の期末残高（百万円） 50,072 51,975 44,977 50,085 45,748 63,820 50,214 70,828 71,147 65,339 53,926

財務指標
売上高営業利益率（%） 7.2 7.9 7.5 7.2 6.9 7.4 6.6 0.6 6.4 8.7 8.3
総資産経常利益率（ROA）（%） 5.9 5.9 6.3 6.3 5.9 6.3 4.7 0.1 4.6 5.5 5.2
自己資本当期純利益率（ROE）（%） 11.7 14.0 10.2 10.7 9.2 10.3 5.9 △6.6 8.2 9.5 3.8
自己資本比率（%） 31.4 35.6 38.7 40.1 42.3 45.1 46.3 39.0 42.1 45.1 46.0
EBITDA（百万円） 107,359 110,213 111,631 110,513 109,962 116,347 102,767 68,922 122,816 138,667 145,170
ネットDER（倍） 1.1 0.8 0.6 0.5 0.5 0.4 0.4 0.7 0.5 0.5 0.5

その他
設備投資額（百万円） 44,076 54,385 58,088 67,797 77,677 66,003 73,373 75,933 89,409 101,887 110,508
減価償却費（百万円） 43,958 44,459 44,004 44,009 48,863 52,684 56,010 64,419 66,305 60,876 70,518
研究開発費（百万円） 4,229 4,539 4,453 4,311 4,432 4,606 5,285 5,903 5,659 5,221 6,468

�2021年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用しています
※ �当社は2017年10月1日を効力発生日として、普通株式について10株を1株へ併合しました
これにともない、2015年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、一株あたり情報を算定しています

17中期経営計画
2015〜2017年度

20中期経営計画
2018〜2020年度

23中期経営計画
2021〜2023年度

26中期経営計画
2024〜2026年度

事業戦略
●既存事業の強化と成長戦略の策定・実行
●経営基盤の強靱化
●国家的プロジェクトへの対応
●研究開発の強化

最終年度実績
●売上高営業利益率：7.5%
●ROA（総資産経常利益率）：6.3%
●ネットDER：0.6倍

事業戦略
●既存事業の収益基盤強化
●成長戦略の策定・実行
●国家的プロジェクトへの対応

最終年度実績
●売上高営業利益率：7.4%
●ROA（総資産経常利益率）：6.3%
●ネットDER：0.4倍

事業戦略
●カーボンニュートラルへの取り組み
●成長投資の継続
●工場設備強靱化
●鉱山の強靱化

最終年度実績
●売上高営業利益率：6.4%
●ROA（総資産経常利益率）：4.6%
●ネットDER：0.5倍

グローバル戦略の更なる推進

国内事業の再生

サステナビリティ経営推進と
カーボンニュートラルへの貢献
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GCCAに基づく主要業績評価指標（KPI） GCCA・第三者保証報告書

　当社グループの2025年度主要業績評価指標（KPI）は、KPMGあずさサステナビリティ（株）から第三者による限

定的保証を受けています。

◉ 2025年度主要業績評価指標（KPI）※1 ※2

気候変動防止に関するマネジメント（CO2排出・エネルギー使用） 2023年度 2024年度 2025年度
排出インベントリを作成するためにGCCA　CO2・エネルギープロトコル・ガイドラインを使用している施設の数 16 16 16 
排出インベントリを作成するためにGCCA　CO2・エネルギープロトコル・ガイドラインを使用している施設の割合（%） 100 100 100 

年間CO2排出量（千t/年）
スコープ1排出量※3 19,007 19,790 19,523 
グロス排出量※4 18,277 18,831 18,482
ネット排出量※5 17,228 17,806 17,425 

Cementitious製品※6トンあたりのCO2排出量（kg-CO2/t-cementitious）
グロス排出原単位 705 710 698 
ネット排出原単位 664 671 659 

購入電力からのCO2排出量（千t/年）（スコープ2排出量） 853 755 786 
スコープ1、2以外の間接排出（算定事業者の活動に関連する他社の排出）（千t/年）（スコープ3排出量）※7 1,578 1,186 951 

カテゴリ1（購入した商品およびサービス）※8 880 442 250 
カテゴリ3（スコープ1、2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動）※9 698 744 701 

クリンカ製造のための熱量原単位（MJ/t-clinker） 3,443 3,448 3,430 
代替燃料の比率：キルン使用熱量に占める代替燃料の熱量の割合（%） 18.5 17.5 18.3 
バイオマス燃料の比率：キルン使用熱量に占めるバイオマスの熱量の割合（%） 2.2 2.0 2.1 
クリンカ/セメント係数：�GCCA　CO2・エネルギープロトコル・ガイドラインにしたがって算出したクリンカ使用量と

セメント製造量の比率（%） 83.3 83.0 82.3 

排出物質のモニタリングと報告 2023年度 2024年度 2025年度
連続・不連続測定にかかわらず、モニタリングシステムを有するキルンで製造されたクリンカ量の割合（%） 100 100 100 

主要排出物質について連続測定器を導入しているキルンにより製造された 
クリンカ量の割合（%）

NOx 97.6 97.8 97.8 
SOx 95.5 95.7 96.8 
ばいじん 100 100 100 

総排出量（t/年）
NOx 32,126 31,036 30,352 
SOx 1,014 919 723 
ばいじん 367 427 381 

排出原単位（g/t-clinker）
NOx 1,485 1,396 1,365 
SOx 47 41 33 
ばいじん 17 19 17 

水使用 2023年度 2024年度 2025年度

取水量（千m³）
淡水 23,403 25,847 25,205 
海水 145,758 138,724 139,072 

排水量（千m³）
淡水 13,021 14,414 14,530 
海水 145,927 138,724 139,072

安全衛生 2023年度 2024年度 2025年度
死亡災害

直接雇用従業員の死亡件数（件） 1 0 1 
直接雇用従業員の1万人あたりの死亡災害度数率 1.97 0 1.88 
間接雇用従業員（協力企業と下請企業）の死亡件数（件） 2 3 2 
第三者（雇用関係になし）が含まれる死亡件数（件） 0 0 0 

休業災害
直接雇用従業員の休業災害件数（件） 21 10 5 
直接雇用従業員の災害度数率（100万のべ実労働時間あたり） 1.98 0.92 0.45 
直接雇用従業員の災害強度率（100万のべ実労働時間あたり）※10 ─ 61.15 43.87
間接雇用従業員（協力企業と下請企業）の休業災害件数 （件） 25 21 21 
間接雇用従業員（協力企業と下請企業）の災害度数率（100万のべ実労働時間あたり） ─ 1.33 1.38 

※1	 2025年度「気候変動防止に関するマネジメント」、「排出物のモニタリングと報告」、「水使用」について、GCCA「GCCA Sustainability Guidelines for the monitoring 
and reporting of CO2 emissions from cement manufacturing Ver. 0.1」、「GCCA Sustainability Guidelines for the monitoring and reporting of emissions 
from cement manufacturing Ver.0.1」、「GCCA Sustainability Guidelines for co-processing fuels and raw materials in cement manufacturing Ver. 0.1」、

「GCCA Sustainability Guidelines for the monitoring and reporting of water in cement manufacturing Ver. 0.1」の各ガイドラインに準拠する。なお、セメント
工場（国内9工場、海外7工場）およびセメント工場を有するグループ会社が所有する鉱山を集計対象としている。

※2	 2025年度「安全衛生」について、「GCCA Sustainability Guidelines for the monitoring and reporting of safety in cement and concrete manufacturing Ver. 
1.0」の各ガイドラインに準拠する。なお、太平洋セメントおよび国内外グループ会社15社のセメント事業と、建材事業、骨材事業、生コンクリート事業については、当社安全
保安衛生管理規程において労災報告対象事業所とされている関係会社のうち、47社を集計対象としている。

※3	 GCCAにおける必須開示項目には含まれないが、セメント製造過程における原料由来および燃料由来（自家発電分を含む）排出量でスコープ1に該当するCO2排出量
※4	 セメント製造過程における原料由来および燃料由来（自家発電分を除く）のCO2排出量
※5	 セメント製造過程における原料由来および燃料由来（代替燃料分および自家発電分を除く）のCO2排出量
※6	 Cementitious製品：クリンカと混合材の合計
※7	 スコープ3に関しては、「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver.3.5）環境省」および「LCIデータベース IDEA

（2023,2024年度: version 3.5、2025年度:version 4.0） 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 安全科学研究部門 IDEAラボ IPCC 2021 without LULUCF AR6」を参照
※8	 GCCAのKPIにおける環境パフォーマンスデータの収集対象である事業所（以下、「対象事業所」）が対象事業所外から購入した原料の投入量（物量データ）に、それぞれの原

料の排出原単位を乗じて算出
※9	 対象事業所が購入した電力や燃料等のエネルギー種別ごとの調達量に、それぞれの排出原単位を乗じて算出（燃料の輸送部分は含まず）
※10	 災害強度率の算定では、GCCAガイドラインの定義に従い、分母としては「100万のべ実労働時間あたり」を使用している。また、直接雇用従業員の休業日数については、暦日

を使用している。
温室効果ガスの定量化は、活動量データの測定、及び排出係数の決定に関する不確実性並びに地球温暖化係数の決定に関する科学的不確実性にさらされている。

独立業務実施者の限定的保証報告書
2026年9月29日

太平洋セメント株式会社
代表取締役社長　田浦　良文　殿

KPMGあずさサステナビリティ株式会社
東京事務所

業務責任者　　斎藤　和彦
結論
　当社は、太平洋セメント株式会社（以下「会社」という。）の太平洋セメントレポート2026（以下「統合報告書」という。）に含まれる以下の見出しの環境・社会
パフォーマンス指標（以下「主題情報」という。）が、統合報告書に記載されている会社が定めた主題情報の作成規準（以下「会社の定める規準」という。）に準拠
して作成されているかどうかについて限定的保証業務を実施した。
　● 気候変動防止に関するマネジメント（CO2排出・エネルギー使用）1

　● 排出物のモニタリングと報告1

　● 水使用1

　● 安全衛生2

1 国内事業所に関しては2025年4月1日から2026年3月31日まで、海外事業所に関しては2025年1月1日から2025年12月31日までが対象
2 国内事業所、海外事業所ともに2025年1月1日から2025年12月31日までが対象

　実施した手続及び入手した証拠に基づいて、主題情報が会社の定める規準に準拠して作成されていなかったと信じさせる事項が全ての重要な点において
認められなかった。

結論の根拠
　当社は、国際監査・保証基準審議会（IAASB）が公表した国際保証業務基準（ISAE）3000（改訂）「過去財務情報の監査又はレビュー以外の保証業務」及び
ISAE3410「温室効果ガス報告に対する保証業務」に準拠して業務を実施した。同基準における当社の責任は、本報告書の「業務実施者の責任」に記載されて
いる。
　当社は、国際会計士倫理基準審議会（IESBA）が公表した「職業会計士のための国際倫理規程（国際独立性基準を含む。）」に定められる独立性及びその他
職業倫理に関する規定に準拠している。
　当社は、IAASBが公表した国際品質マネジメント基準（ISQM）第1号「財務諸表の監査若しくはレビュー又はその他の保証若しくは関連サービス業務を行
う事務所の品質マネジメント」を適用している。同基準は、職業倫理に関する規定、職業的専門家としての基準及び適用される法令等の遵守に関する方針又は
手続を含む品質管理システムを整備及び運用することを事務所に対して要求している。
　当社は、結論の基礎となる十分かつ適切な証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　当社の主題情報に対する結論の対象には、主題情報及びその保証報告書以外の情報（以下「その他の記載内容」という。）は含まれない。当社はその他の記載
内容を通読したが、追加的な手続は実施していない。また、当社はその他の記載内容に対して結論を表明するものではない。

主題情報に責任を負う者の責任
会社の経営者は、以下に対する責任を有する。
　● 不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない主題情報の作成に関連する内部統制を整備及び運用すること
　● 主題情報の作成に適合する規準を選択又は策定し、使用した規準を適切に参照又は説明すること
　● 会社の定める規準に準拠して主題情報を作成すること

主題情報の測定又は評価における固有の限界
　統合報告書に記載されているように、温室効果ガス排出量の定量化は、活動量データの測定、及び排出係数の決定に関する不確実性並びに地球温暖化係
数の決定に関する科学的不確実性にさらされている。
　したがって、経営者が、許容可能な範囲で異なる測定方法、活動量、排出係数、仮定を選択した場合、報告される値が重要な程度に異なる可能性がある。

業務実施者の責任
業務実施者は、以下に対する責任を有する。
　● �主題情報に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて限定的保証を得るために業務を計画し実施すること
　● 実施した手続及び入手した証拠に基づき、独立の立場から結論を形成すること
　● 経営者に対して結論を報告すること
　当社は、業務の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行使し、職業的専門家としての懐疑心を保持した。当社は、主題情報に関して結論の基礎となる
十分かつ適切な証拠を入手するための手続を立案し、実施した。選択した手続は、主題情報及びその他業務環境に関する当社の理解と、重要な虚偽表示が生
じやすい領域の検討に基づいている。業務を実施するに当たり、当社は主に以下の手続を行った。
　● 主題情報の作成に適用される規準の妥当性の評価
　● 会社の担当者に対する、主題情報の作成に関連する主要なプロセス、システム、及び内部統制についての質問
　● 分析的手続（傾向分析を含む）の実施
　● 重要な虚偽表示リスクの識別・評価
　● �太平洋セメントグループ全16工場のうち、リスク分析に基づき選定した以下の4工場における現地往査（4工場のスコープ1及びスコープ2のグロスCO2排

出量は総グロスCO2排出量の29%*に相当）
* �国内事業所に関しては2025年4月1日から2026年3月31日まで、海外事業所に関しては2025年1月1日から2025年12月31日までのグロスCO2排出量に基づく。

海外工場 国内工場
- CalPortland Company Rillito工場	
- CalPortland Company Mojave工場	

- 太平洋セメント株式会社：熊谷工場
- 太平洋セメント株式会社：大分工場

　● �主題情報に含まれる数値情報についてサンプルベースによる再計算の実施
　● �抽出したサンプルに関する入手した証憑との突合
　● �主題情報が会社の定める規準に従って表示されているかどうかの評価
　限定的保証業務で実施される手続の種類と時期には幅があり、合理的保証業務に比べて手続の範囲が限定されている。したがって、限定的保証業
務で得られる保証の水準は、合理的保証業務が実施されていれば得られたであろう保証水準よりも低い。

以　上 

上記は保証報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社及びKPMGあずさサステナビリティ株式会社がそれぞれ別途保管しています。
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用語集

あ
AKシステム（都市ごみのセメント資源化）
家庭ごみや事業系一般ごみを、ごみ資源化
キルンを利用して生分解反応（発酵）させ、
普通ポルトランドセメントの原燃料として
リサイクルするシステムのこと。

エコセメント
清掃工場で焼却した際に発生する焼却灰
や汚泥等の廃棄物を主原料とした特殊な
規格のセメントおよびその製造システム。

塩素バイパス技術
セメント製造工程中の塩素分を分離・回収
し、廃プラスチックなど代替原燃料の利用
拡大を可能とする技術。

か
カーボンプライシング
排出されるCO2に価格をつけることで、排
出者の行動を変えようとする政策的手法の
こと。炭素税や排出量取引制度などが典型
的なもの。

環境製品宣言（EPD）
製品のライフサイクル全体における環境負
荷を定量的に開示する国際的な環境情報
開示制度。

機能性中空粒子
微小なガラス質の中空粒子であり、断熱性
や軽量化が求められる家電製品、電子部
品、樹脂製品等に用いられる。

キルン
クリンカ焼成に用いられる回転する窯のこ
とで、ロータリーキルンとよばれることもあ
る。通常、直径5～6m、長さ60～100m の
円筒形の回転窯が用いられる。

クリンカ
石灰石、粘土などのセメント原料をキルン
で焼成した際に生成する塊状の生成物で
あり、セメントの中間製品である。

クリンカ焼成
石灰石、粘土などのセメント原料を1,450℃

炭酸反応を集中させることで、高濃度の
CO2を直接回収できるクリンカ焼成炉のこ
と。NSPキルンの特長を継承する。

シェイクアウト訓練
一斉に参加者全員が机の下に隠れるなど
身の安全を図る行動をとることで、日ごろ
の防災対策を確認するきっかけづくりとす
る地震対応の訓練。

地盤改良工事
住宅建設地など地盤が弱い場合に建物を
安全に支えるためにセメント系固化材など
を使い地盤を補強する工事のこと。

重金属不溶化材
建設発生土などから土壌汚染対策法で指定
される重金属類の溶出を抑制することでよ
り安全な処理を可能とする土壌の処理材。

焼却残さ資源化システム
清掃工場で焼却した際に発生する焼却灰を
通常のセメント工場で処理するシステム。

シラス
南九州に広く分布し、火山灰や軽石など火
山活動を起源とする噴出物の堆積物。固ま
りが弱いことに特徴がある。

人権デューデリジェンス
企業が事業活動やサプライチェーンにおけ
る人権への負の影響を特定・防止・軽減し、
その対応状況を継続的に確認・開示する取
り組みのこと。

スコープ1、2、3
事業活動に伴う温室効果ガス排出量を、自
社直接排出(スコープ1)、購入エネルギー
(スコープ2)、サプライチェーン由来（スコー
プ3）に分類した指標。

スマートファクトリー
AIやIoT 技術、センサー技術等のデジタル
技術を用いて、工場の稼働管理を行う手法
で、生産性の向上だけでなく、労働安全性
の向上にも寄与する。

スラッジ
汚泥のこと。特に生コンクリート製造や施
工に際して発生するものはコンクリートス
ラッジなどとよばれる。

で加熱しクリンカをえるプロセスのこと。

建築物LCA
建築物の資材製造から施工、使用、解体ま
でのライフサイクル全体で環境負荷やCO2

排出量を評価する手法。

高炉スラグ
製鉄工程で鉄鋼製品から不純物等を取り
除くために発生する副産物のことで、単に
スラグや鉱さいとよばれることもある。

国連グローバル・コンパクト
国連と民間（企業・団体）が手を結び、健全
なグローバル社会を築くための世界最大
のサステナビリティイニシアチブ。

骨材
セメント・水とともにコンクリートを構成す
る主要材料で、砂利（粗骨材）、砂（細骨材）
がこれにあたる。

コンクリートのスランプ
生コンクリートの軟らかさを示す指数であ
り数値が大きいほど軟らかい。コンクリート
の施工時の管理項目のひとつ。

混合セメント
クリンカの一部をフライアッシュや高炉ス
ラグなどの混合材で置き換え、セメント製
造時のCO2排出量を低減する低炭素セメン
トのこと。

さ
30by30（サーティー バイ サーティ）
2030年までに陸と海の30％以上を健全な
生態系として保全するための国際目標。

酸素富化燃焼
燃焼用空気中の酸素濃度を高めることで
燃焼効率を向上させ、代替燃料利用やCO2

削減に寄与する技術。

CCUS技術
CO2の分離・回収・利用・貯留をあわせた一
連の技術の総称。

Ｃ２ＳＰキルン
酸素燃焼とした仮焼炉に原料石灰石の脱

セメンティシャスマテリアル（SCMs）
クリンカ代替やコンクリートの性能を改善
する混合材のこと。副産物である高炉スラ
グ、フライアッシュや天然材料の石灰石、ポ
ゾランなど。

セメント系高強度グラウト材
建設現場において空隙の充てんなど接合部
や地盤の補強を目的に注入する材料で、無
収縮かつ高強度であることが求められる。

セメント系固化材
セメントを主原料とした地盤改良材のこと
で、幅広い土質において長期にわたり安定
した強度が得られる特長がある。

セメント質製品
ポルトランドセメントと混合セメントや混
合材などとの和のこと。

セメントターミナル
セメント工場とユーザーを結ぶセメントの
中間物流拠点のこと。日本ではサービスス
テーション、SSともよばれる。

た
代替原燃料
廃プラスチックや汚泥、バイオマスなど、天
然資源や化石エネルギーの代わりに利用
される原料・燃料の総称。

な
ナノリチア
リチウムイオン電池のプラス極に使用され
る材料で、熱安定性が高く、コバルトを使用
しないことを特長としている。

ネイチャーポジティブ
生物多様性の損失を止め、回復傾向へと向
かわせることをいう。

は
ハインリッヒの法則
1つの重大事故は突然発生するものではな
く、多くの軽微な事故や事故寸前の状態が

積み重なって発生するという考え方。

フライアッシュ
石炭火力発電所から発生する石炭由来の
灰のことで、排ガス気流中から電気集じん
機によって捕集される。

FA（フライアッシュ）混合セメント
輸出先の各国の規格に適合するように混
合材としてフライアッシュを使用した混合
セメントのこと。

プレミックス製品
セメントや砂などが所定の割合で混合され
たもので、水と混ぜるだけでモルタルなど
をつくることができる商材のこと。

ポゾラン
単独では硬化性を持たないが、水酸化カル
シウムと反応してセメント硬化物を形成す
る天然または人工材料。

ポルトランドセメント
クリンカと石膏を主成分とするセメントの
総称。最も汎用的に使われているセメント。

ま
マスコン
マスコンクリートの略称で、ダムや橋桁、大
型の壁などの大規模構造物に用いられる。
部材寸法が大きく、硬化時の温度上昇や温
度ひび割れへの対策が必要。

メタネーション
CO2と水素からメタンを合成すること。グ
リーン水素を用いることでカーボンニュー
トラルとなることから注目される。
技術。

や
養生
コンクリートやモルタルが十分な強度や耐
久性を発揮できるよう、施工後に適切な温
度や湿度を保ちながら硬化を促進・保護す
る作業のこと。

ら
LEAPアプローチ
TNFD が推奨する自然関連課題の評価手
法のこと。自然との接点を特定（ Locate ）
し、依存・影響を評価（Evaluate）、リスク・
機会を分析（Assess）、対応策を実行・開示

（Prepare）することを示す。

リン回収
下水・下水汚泥からリンを回収すること。回
収したリンは肥料として使用できるため、枯
渇が危惧される天然リン鉱石に代わる手法
として注目されている。

英
CCS
石炭火力発電所や各種工場の排ガスなど
から分離・回収したCO2を枯渇油田や海底
地層で貯留する一連のシステムのこと。

CCU
石炭火力発電所や各種工場の排ガスなど
から分離・回収したCO2を、工業原料や植
物培養といった用途で再利用する一連のシ
ステムのこと。

GCCA
グローバルセメント・コンクリート協会のこ
と。世界のセメント製造会社42社を正会員
とし、世界生産能力の約40%をカバーする
業界団体。

GX-ETS
日本政府が進める排出量の削減を目的とし
た取引制度で、企業の脱炭素化を促進する
ための仕組み。

OSHMS
連続的かつ継続的な安全衛生管理を自主
的に行うことにより、事業所の労働災害の
潜在的な危険性の低減、および快適職場を
促進させる仕組み。

TNFD
自然関連財務情報開示タスクフォース。企
業が自然関連課題を評価し、投資家などへ
開示するための国際的な枠組みを提言。
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会社情報

商号 太平洋セメント株式会社

設立 1881年5月3日

資本金 86,174百万円

本社所在地 〒112-8503　東京都文京区小石川1-1-1
文京ガーデン　ゲートタワー

従業員数 連結：12,626名　
単体：1,783名（出向含まず）

売上高 連結：8,984億円　
単体：3,392億円

◉ 会社概要 （2026年3月31日現在） ◉ ウェブサイトのご案内◉ 本レポート内に掲載された太平洋セメント（株）
および太平洋セメントグループの日本国登録商標一覧

アッシュセンター

ＡＤＶＡＮＣＥＭＥＮＴ

AKシステム

ＳＦＰＣ

Ｃ２ＳＰキルン

シラスクリート

セラクリーン

セルスフィアーズ

太平洋プレユーロックスＧＸ

ダクタル（Ｄｕｃｔａｌ）

デナイト

ナノリチア

1998年 10月 太平洋セメント発足

1999年 5月 国内直轄6工場でISO14001の 
認証を取得

2000年 9月 ＰＮＧ-ハラセメント社（パプアニュ
ーギニア、現PNG太平洋セメント
社）買収

2000年 10月 グランドセメント社（フィリピン、 
現タイヘイヨウセメント 
フィリピンズ社）経営権取得

2000年 11月 ギソンセメント社（ベトナム）竣工

2001年 7月 糸魚川発電所で 
電力卸供給事業開始

2002年 6月 グループ経営理念制定

2003年 4月 グランドセメント社を完全子会社化
同年6月タイヘイヨウセメントフィリ
ピンズ社に社名変更

2003年 4月 建設発生土のセメント資源化事業
開始

2005年 4月 土佐発電所で電力卸供給事業開始

2006年 1月 太平洋セメント環境経営方針制定

2008年 10月 創立10周年

2009年 4月 ISO14001全社統合認証を登録

2010年 3月 事業構造改革公表

2000年 5月 フランス3社から無機系 
複合材料「ダクタル（Ductal）」の独
占実施権取得

2001年 7月 熊谷工場で都市ごみ焼却残さ水洗
処理施設（灰水洗システム）稼働

2002年 1月 関東アッシュセンター竣工に 
ともなう石炭灰処理事業の拡大

2002年 11月 埼玉工場でAKシステム（都市ごみ
のセメント資源化）稼働

2002年 12月 大分工場で木質バイオマス資源 
利用施設稼働

2006年 7月 超高強度コンクリート用 
「シリカフュームプレミックスセメン
ト（SFPC）」を開発

2007年 8月 重金属不溶化材「デナイト」 
販売開始

2007年 12月 羽田空港D滑走路の桟橋部床版に
「ダクタル」採用

2010年 4月 ギソンセメント社第2生産ライン 
稼働

2011年 3月 東日本大震災による被災のため 
大船渡工場操業停止

2013年 7月 天皇、皇后両陛下（当時）が大船
渡工場をご視察

2015年 5月 「CSR 目標 2025」を制定

2015年 6月 オログランデ工場 
（米国カリフォルニア州）買収

2018年 5月 世界のリーディングカンパニーと
「グローバルセメント・コンクリー
ト協会（GCCA）」を設立

2018年 10月 創立 20 周年

2019年 6月 「気候関連財務情報開示タスク
フォース（TCFD）」の提言に賛同

2021年 1月 セメン・インドネシアグループ
との資本提携に関する契約締結

2022年 3月 「カーボンニュートラル戦略 2050」
の技術開発ロードマップおよび
2030 中間目標を策定

2022年 5月 国連グローバル・コンパクトに署名

2022年 6月 レディング工場および 
生コンクリート事業用資産 

（米国カリフォルニア州）を買収

2024年 12月 グライムスロック社などの骨材・生
コンクリート事業用資産等（米国
カリフォルニア州）を買収

2026年 6月 ヴァルカン・マテリアルズ社の生コ
ンクリート事業用資産等（米国カ
リフォルニア州）を買収

2012年 6月 大船渡工場完全復旧

2014年 8月 晴海小野田レミコン社 
環境配慮型（屋内）プラント竣工

2018年 5月 水質浄化材「セラクリーン」が 
環境省ETVマークを取得

2019年 5月 人工知能（AI）によるコンクリート
のスランプ予測技術を開発

2019年 12月 熊谷工場で都市ごみ焼却主灰の 
水洗処理施設運転開始

2020年 1月 大船渡工場内でバイオマス発電所
の営業運転開始

2021年 2月 リチウムイオン電池用正極材 
「ナノリチア」の開発に成功

2024年 3月 「CO2回収型仮焼炉 
（Ｃ２ＳＰキルン）」の実証試験開始

2024年 7月 タイヘイヨウセメントフィリピンズ
社の新生産ライン竣工

2006 2007 2008 20092005200420032002200120001999 20132011 2015 2017 20202010 20142012 2016 20192018 2021 2022 2023 2024 2025 2026

京都議定書発効 リーマン・ショック 新型コロナウイルス感染症拡大東日本大震災 パリ協定採択

事業・社内の
あゆみ

製品・設備の
あゆみ

太平洋セメント

Since 1998

トップページ
https://www.taiheiyo-cement.co.jp

組織および事業関連情報

IR関連情報
https://www.taiheiyo-cement.co.jp/ir/

サステナビリティ関連情報
https://www.taiheiyo-cement.co.jp/csr/

● 会社情報
https://www.taiheiyo-cement.co.jp/
company/

● 製品・サービス
https://www.taiheiyo-cement.co.jp/
service_product/

● 研究・技術開発
https://www.taiheiyo-cement.co.jp/rd/
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株式情報

◉大株主の状況 （2026年3月31日）

◉株価の推移

事業年度 4月1日〜3月31日

定時株主総会 6月下旬

株式の状況

発行可能株式総数 197,730,800株

発行済株式総数 118,191,578株
（自己株式6,349,762株を含む）

株主数 43,875名

株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社

金融機関
35,145千株
29.7%

証券会社
3,418千株
2.9%

その他の法人
8,952千株
7.6%

外国人
50,321千株
42.6%

個人・その他
14,006千株
11.9%

自己株式
6,350千株
5.4%

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 18,347 16.4

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 8,338 7.5

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5,537 5.0

JP MORGAN CHASE BANK 385642 4,251 3.8

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG（FE-AC） 3,826 3.4

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 3,050 2.7

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 2,898 2.6

株式会社麻生 2,623 2.3

BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT 1,797 1.6

JP MORGAN CHASE BANK 385781 1,621 1.4

※  当社は、自己株式6,349,762株を保有しています
※  持株比率は、自己株式を控除して計算しています

2026年3月2025年3月2024年3月2023年3月2022年3月2021年4月
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
（円）

◉所有者別株式分布状況 （2026年3月31日現在）◉株式情報（2026年3月31日現在） ◉太平洋セメントグループの工場一覧

◉外部評価一覧

上磯工場（北海道北斗市） 熊谷工場（埼玉県熊谷市）大船渡工場（岩手県大船渡市） 埼玉工場（埼玉県日高市）

藤原工場（三重県いなべ市） デイ・シイ社 川崎工場
（神奈川県川崎市）

大分工場（大分県津久見市） 明星セメント社 糸魚川工場
（新潟県糸魚川市）

敦賀セメント社 敦賀工場
（福井県敦賀市）

カルポルトランド社 モハベ工場カルポルトランド社 
レディング工場

カルポルトランド社 
オログランデ工場

カルポルトランド社 リリトー工場

タイヘイヨウセメントフィリピンズ社 
セブ工場（フィリピン）

ギソンセメント社 ギソン工場
（ベトナム）

PNGタイヘイヨウセメント社 
レイ工場 （パプアニューギニア）

アジア・パシフィック

米国

日本

　「太平洋セメントレポート2026」をご覧いただき、ありがとうございます。
本レポートでは、当社の持続的な価値創造への取り組みをより直感的にご
理解いただけるよう、誌面デザインやビジュアル表現を全面的に見直しまし
た。読みやすさと印象に残る表現の両立を目指し、写真やレイアウトを刷新
するとともに、ES 関連情報については見開きで活用しやすい構成を採用す
るなど、利便性の向上にも努めています。
　本レポートが、ステークホルダーの皆さまとの建設的な対話を深める一
助となれば幸いです。

実用マンガや親しみやすいイラストで、書籍やインターネットコンテンツ、オ
リジナルキャラクター制作など幅広く活動。
当社の元従業員（1983年～1989年在籍）
で、社内報「Taiheiyo」において4コママンガ

「Go!Go! 広報隊」を長年にわたり連載し、
親しまれている。

編集後記 ホシノユミコ/星野由美子
（マンガ家・イラストレーター、P.54、64、74マンガ制作）

◉ホシノユミコのHP
http://donadona.sakura.ne.jp/ 社内報マンガの一コマ

FTSE Blossom Japan
Sector Relative Index

Morningstar Japan exREIT 
Gender Diversity Tilt Index

MSCI日本株
ESGセレクト・リーダーズ指数

Dow Jones Best-in-Class Asia Pacific Index
［ESG 投資の代表的指標、アジア・太平洋地域の銘柄に
選定］

CDP2025 ［サプライヤー
エンゲージメント・リーダーに選定］ 

［気候変動でB、水でBを取得］

JCR
［2026年にA+を取得］

R&I
［2026年にAを取得］

S&P/JPX 
カーボン・エフィシェント指数

健康経営優良法人認定制度
［2023年から連続して取得］

人的資本経営品質2025
［2026年2月に選定］

SOMPOサステナビリティ・
インデックス

［2026年6月に選定］

プラチナくるみん認定
［2023年8月に取得］
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